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午後１時００分開議 

○伊藤のぶゆき議長 これより本日の会議を開きま

す。 

  日程に入ります。 

  日程第１、一般質問を行います。 

  昨日に引き続き、順次質問を許します。 

  ３７番長井まさのり議員。 

［長井まさのり議員登壇］ 

○長井まさのり議員 私は、足立区議会公明党の一

員として、さきに提出しました通告に従い、子ど

も・若者への支援について、区北東部の課題につ

いて順次質問いたします。執行機関の積極的かつ

明快な答弁を期待いたします。 

  初めに、足立区子ども・若者計画について伺い

ます。 

  昨今、子どもや若者を取り巻く環境は大きく変

化しており、先々への漠然とした不安感も高まっ

ています。令和５年４月にこども基本法が施行さ

れ、子ども・若者を権利の主体として尊重し、そ

の最善の利益を考慮することなどが基本理念とし

て定められました。当区としても、自己を肯定し、

自らの人生を切り開いていくための地力を付けて

もらえるよう、足立区子ども・若者計画を本年３

月に策定しました。 

  そこで伺います。 

  区はこれまで、治安・学力・健康・貧困の連鎖

をボトルネック的課題と位置づけ、その克服に注

力してきました。特に、貧困の連鎖は、他の３つ

の課題に影響する根源的な課題であり、平成２７

年度を子どもの貧困対策元年と位置づけ、未来へ

つなぐあだちプロジェクトを策定し、全国に先駆

けて施策を展開してきました。これまでの取組の

成果はどうか。 

［議長退席、副議長着席］ 

○長井まさのり議員 また、足立区子ども・若者計

画にどのように生かしてきたのか、併せて伺いま

す。 

  この計画は、２０３０年までとなっていますが、

計画開始後の施策の点検や評価は、庁内横断的に

どのように実施していくのか。 

  また、計画に基づく施策の成果や課題などは、

定期的に公表すべきと思いますがどうか。 

  更に、計画の実効性を高めるため、子ども・若

者の意見や区民ニーズなどを的確に捉えていくと

ともに、ＰＤＣＡサイクルで計画の進捗を整理し、

必要に応じて施策や事業の見直しを図るべきと思

いますが、併せて伺います。 

  計画では、こども計画審議会から新たな課題が

提言され、子ども・若者の命を守る教育と支援が

位置づけられました。特に、近年増加する中・高

生世代の自殺対策は喫緊の課題です。今後は、若

年者支援協議会として、区内都立高校や若者の居

場所、体験活動を実施している民間団体などへの

アプローチに加え、先般当区が設置した子どもの

自殺対策に係る法定協議会と事例や対応を共有し、

対策を講じていくべきと思いますが、伺います。 

  次に、子どもの自殺対策について伺います。 

  ユニセフが本年５月に公表した報告書によると、

日本は学力面で高い水準にある一方、１５から１

９歳の自殺者は、先進国など４４か国中４番目に

高い状況です。また、厚生労働省によると、令和

７年、全国の小・中・高生の自殺者数は５３８人

と過去最多を記録しています。当区においても、

近年、全体の自殺者数は減少しているものの、十

代では、令和６年に８人で過去最多となり、令和

７年も８人と高い状況が続いています。 

  そこで伺います。 

  令和７年、当区の１０代の自殺者８人は全員１

５から１９歳となっており、１０代後半の世代が

多い現状です。令和５年以前と比較し、数値や原

因、動機の分析はどうか伺います。 

  区はこれまで、自分を大切にしようのテーマの

下、区から保健師を派遣するなど、ＳＯＳの出し

方等教育を小・中学校全校で実施してきました。
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その効果はどのように捉えているか。 

  また、高校においては、令和６年度１校、７年

度３校で実施しており、令和８年度は５校の目標

と聞いています。しかし、区内の高校は１１校あ

り、この世代の自殺者が多いことからも、学校と

協議し、毎年全校で実施できるよう働きかけてい

くべきと思いますが、併せて伺います。 

  児童・生徒のタブレット端末にＳＯＳフィルタ

ーを導入し、死にたい等の自殺関連用語などを検

索した際、悩みに合った相談窓口やセルフケアの

方法をまとめたポップアップを表示しています。

現在の状況と効果はどうか。 

  また、今後、新たな技術が開発され、自殺に関

して特に緊急性の高いワードを検索した場合には、

事業者から区に報告が入るといったことも可能に

なると考えます。その際は、個人情報に細心の注

意を払いながら、こうした技術を活用するという

考えはどうか、併せて伺います。 

  子どもが発する小さなＳＯＳを大人が見逃さず、

プライバシーや人権にも十分に配慮しながら、必

要な支援機関につなぐ仕組み、アプローチ等も今

後検討すべきと思いますが、伺います。 

  先月、足立区子どもの生きる支援・自殺対策推

進シンポジウムが開催されました。ＮＰＯ法人ラ

イフリンクの清水代表からは、子どもが自殺で亡

くなるということは、子どもが社会に殺されてい

るということとの衝撃的な問題提起もありました。

当日のアンケートではどのような声があったのか。 

  また、この度のシンポジウムの成果をどのよう

に捉え、今後につなげていくのか、併せて伺いま

す。 

  区は、国の子どもの自殺対策に係る法定協議会

の効果的な運営モデル構築事業に応募し、この度

採択されました。今後は、委託先であるライフリ

ンクとともに、支援介入時のフローや支援プラン

などを作成し、医療との連携も強化すべきと思い

ますがどうか。 

  また、子どもの自殺リスクに接した緊急時など

の備えやフローに基づく訓練を行い、効果を検証

し、全国のモデルとして発信すべきと思いますが、

併せて伺います。 

  次に、学校の長期休暇中における障がい児の居

場所づくりについて伺います。 

  障がいのある子どもは、通常、例えば、花畑学

園などの授業が終了すると、放課後等デイサービ

スで過ごすことができます。しかし、夏休みや冬

休み等の長期休暇中は、学校が休みのため、障が

いのある子どもを持つ保護者は、朝の出勤時間か

ら子どもを預けることができず、勤務形態を変え

たり、やむなく仕事を継続できなくなるケースも

あると聞いています。学校の長期休暇中は、子ど

もたちにとって貴重な学びや体験の機会である一

方、障がいのある子どもとその御家族にとっては、

日中の居場所の確保が大きな課題となっています。 

  そこで伺います。 

  当区において、長期休暇中の障がい児の居場所

確保の実態を現状どのように把握しているのか伺

います。 

  保護者の方々からは、長期休暇中に、朝から子

どもを預かってほしいとの御相談も我が党に寄せ

られました。こうした保護者の切実な声や現状を

把握すべきと思いますがどうか。 

  また、今後、区内の放課後等デイサービス事業

所で長期休暇中の居場所づくりに協力いただける

事業所はどれだけあるのか調査すべきと思います

が、併せて伺います。 

  令和８年度から、東京都では、長期休暇中の障

がい児・者の居場所づくり促進事業実施要綱を制

定し、区市町村を支援しています。近隣では、江

戸川区や台東区など、２３区中６区で、令和８年

度から実施しています。また、他の１３区でも、

現在実施に向け検討を進めていると聞いています。

当区としても、この都の補助金を活用し、障がい

児の長期休暇中の居場所を確保すべきと思います
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が、伺います。 

  次に、麻疹・風疹・おたふく風邪の３つを対象

とした新ＭＭＲワクチン接種について伺います。 

  麻疹は、子どもへの感染力が極めて強く、海外

からの持込み事例や国内での散発的な感染が続い

ています。また、風疹についても、妊婦が感染し

た場合には、先天性風疹症候群を引き起こすおそ

れがあり、社会全体で免疫を維持することが重要

です。更に、おたふく風邪は任意接種であるため、

接種率に地域差があり、髄膜炎や難聴などの重い

合併症を引き起こす可能性があります。 

  こうした中、国では現在、麻疹・風疹・おたふ

くかぜを一度にまとめて予防接種できる新ＭＭＲ

ワクチンの来年度の定期接種化に向けた検討を進

めています。 

  そこで伺います。 

  現在、定期接種化に向け、国における検討状況

はどうか。また、今後の制度開始を見据えた情報

収集を区はどのように行っているのか、併せて伺

います。 

  新ＭＭＲワクチンが導入された場合は、接種対

象者への分かりやすい周知や足立区医師会との連

携、予防接種の記録整備や副反応に対する説明な

ど、円滑に進めることが重要です。今から事前準

備をすべきと思いますが、伺います。 

  現在、麻疹・風疹のＭＲワクチンは、無料で定

期接種を実施しています。今後、新ＭＭＲワクチ

ンが定期接種化された場合も、子育て支援策の１

つとして、対象者への接種は無料化すべきと思い

ますが、伺います。 

  次に、学校選択制度について伺います。 

  平成１４年度からスタートした学校選択制度で

すが、保護者にとってはメリットがある一方、現

在、様々な課題も浮き彫りとなっています。 

  そこで伺います。 

  当区では、現在、小学校は住所地の学区域の学

校又は学区域に隣接する学校の中から、中学校で

は区内全校から希望する学校を選択できます。こ

れまでの総括・検証とともに、課題はどのように

捉え、その認識はどうか。 

  また、保護者へのアンケートは、直近でも、平

成２４年度の調査から既に１４年を経過している

ことから、新たに制度に関して保護者をはじめ、

児童・生徒からも御意見を伺うべきと思いますが、

併せて伺います。 

  学校選択制度で、抽せんの結果、残念ながら、

兄弟姉妹が別々の小学校となった方から御相談が

ありました。保護者が共働きのため、学校行事な

どの日程を調整しづらく、子どもたちに悲しい思

いをさせてしまい、負担も大きいとの声でした。

また、地震や台風などの災害時に一斉下校となっ

た際、異なる学校へのお迎えなど、家庭の占める

負担や心配、不安が大きい状況があります。当区

は、現在、兄弟姉妹の優先入学はできず、運動会

や授業参観、保護者会などの学校行事が重なる場

合があると聞いています。保護者からの声はどう

か。 

  また、過去６年間で、学校選択制度の抽せんに

漏れ、兄弟姉妹が別々の小学校に通う世帯数や人

数はどうか、併せて伺います。 

  都内の公立小・中学校で、兄弟姉妹の優先入学

を導入している自治体は、現在２３区中１９区と

聞いています。当区として、保護者負担の軽減と

ともに、子どもたちの学ぶ権利や環境を整え、健

やかな成長に向け、様々な課題を整理し、学校選

択制度における兄弟姉妹の優先入学を一定のルー

ルの下、今後検討すべきと思いますが、伺います。 

  次に、知的固定学級等について伺います。 

  近年、発達障がいや知的障がいなど、多様な教

育的ニーズを持つ児童・生徒が増加しており、一

人一人に応じた教育環境を整えることは、子ども

たちの学ぶ権利を保障する上で極めて重要です。 

  そこで伺います。 

  現在、知的固定学級は、小・中学校で何校あり、
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推移も含めて、児童・生徒数はどうか。 

  また、近年、小学校１年生が増加傾向と聞いて

います。令和１０年度から予定されている５歳児

健診においては、保護者が子どもの様々な特性に

早期に気付くことが期待されます。今から対策を

検討すべきと思いますがどうか。 

  更に、令和１０年度以降、中学校の入級者数が

増加し、学級不足が見込まれていますが、対策は

どうか、併せて伺います。 

  昨今は、地域偏在とともに抽せん校も発生して

おり、小学校では、現在、既に４学級ある学校も

あります。今後は、区内の中央エリアや東エリア

で拡充すべきと令和８年予算特別委員会で要望し

てきましたがどうか。 

  また、現在、西エリア等の小学校でも、４学級

ある学校が４校あります。来年度に向けて拡充す

べきと要望してきましたが、進捗はどうか。 

  更に今後、区内全域において中長期的な知的固

定学級の整備の方向性を示すべきと思いますが、

併せて伺います。 

  次に、病児・病後児保育室について伺います。 

  当区は、東部地域病院で、葛飾区と協力し、病

児保育室を開設しています。また、西新井きらき

ら保育園とあやせ保育園の区内２か所においては、

病後児保育室を開設しています。昨今の物価高騰

は家計を直撃し、共働き世帯も増加する中、子ど

もの突然の体調不良時における預け先の確保は、

仕事と育児の両立を図る上で重要です。 

  そこで伺います。 

  令和７年第１回定例会の我が党の代表質問で、

病児保育室について、令和８年度に改築予定の第

三上沼田保育園で区直営での設置を検討するとの

答弁がありましたが、その後の進捗はどうか伺い

ます。 

  病児保育室は、区内の東西地域だけではなく、

保護者の利便性を考慮し、中部地域にも開設すべ

きと思いますが、伺います。 

  病児保育利用時は、バスタオルや着替え、おむ

つなど多くの持ち物が必要であり、病気の子ども

を抱えての移動は、保護者にとって負担となって

います。持ち物を軽減する備品の拡充など、より

利用しやすい環境を整備すべきと思いますが、伺

います。 

  病後児保育室は、区内２か所でそれぞれ定員４

名で開設していますが、令和７年度の登録者数や

累計の利用実績はどうか。また、今後、利用実績

と地域性を踏まえて、将来的に拡充を検討すべき

と思いますが、併せて伺います。 

  次に、区北東部の課題について伺います。 

  初めに、六町駅周辺のまちづくり等について伺

います。 

  区は、六町駅前区有地活用事業について、複合

商業施設の誘致を前提に、５月、オープンハウス

型説明会を開催しました。これまでの経緯や取組

を説明し、再公募の条件や開始時期について、地

域の声を伺いましたが、主な意見はどうか。 

  また、様々な御意見をどのように調整し、まち

づくりに生かしていくのか併せて伺います。 

  民間事業者にオープンハウス型説明会を踏まえ

てヒアリングを行い、意向を確認しました。施設

規模や定期駐輪場について考えはどうか。 

  また、隣接する公園や駅前交通広場との連携の

可能性もこれまで要望してきましたが、併せて伺

います。 

  事業を進めていく上での借地期間や借地料、預

託保証金などの公募条件については、事業者が手

を挙げやすいように検討すべきと要望してきまし

たが、現在の状況はどうか伺います。 

  前回の公募による事業者撤退を踏まえ、今後の

公募に際し、公募条件に撤退防止策を加えるとの

ことですが、具体的にどうか。 

  また、今後、活用方針の策定や地元説明会、公

募開始などのスケジュールはどうか。 

  更に従前の計画をはるかにしのぐ魅力ある事業
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にすべきと地域の期待も膨らんでいます。今後、

事業を進めていく上で、地域にお応えする区の決

意はどうか、併せて伺います。 

  令和８年第２回定例会の我が党の代表質問で、

北綾瀬駅周辺や六町駅周辺などに期日前投票所の

拡充を要望し、期日前投票所の空白地域解消のた

め、計３か所の増設を検討しており、令和９年の

足立区議会議員選挙から開設できるように取り組

んでいくとの答弁がありました。その後の進捗は

どうか伺います。 

  次に、自動運転バスの実証実験について伺いま

す。 

  令和８年冬から西新井駅東口と六町駅を結ぶル

ートで、自動運転バスの実証実験が開始されます。

今回の実験では、乗客を乗せずに行う試走期間を

経て、その後、乗客を乗せた実証運行期間へと移

行していきますが、それぞれの期間において、ど

のような視点で効果を検証し、本格導入に向けて

の判断材料としていくのか伺います。 

  実証実験に向けては、区民が自動運転バスの仕

組みを正しく理解し、安心して利用できる環境づ

くりが重要です。現在、地域への説明を行う中で、

区民からの声や反応はどうか。 

  また、今後、そうした意見をどのように、実証

実験に生かしていくのか。 

  更に、実証実験においては、利用者や沿線地域

を含め、広くアンケートを実施し、運行改善に活

用すべきと思いますが、併せて伺います。 

  今後、車両の展示や技術の紹介など、自動運転

に関する区民の理解向上に努めていくべきと思い

ますがどうか。 

  また、乗客を乗せた実証実験を開始する際は、

区民の安心感や正しい理解を得ていくために、無

償の試乗期間を十分に確保すべきと思いますが、

併せて伺います。 

  自動運転バスが区民から親しまれるために、実

証実験から本格運行に向け、愛称を広く公募で募

り、バスの車体をラッピングすべきと要望してき

ましたが、検討状況はどうか伺います。 

  運行ルートである環七北通りにおいて、自転車

専用通行帯を実証運行までにはルート内全区間で

整備を完了すべきと思いますがどうか。 

  また、各バス停留所で停車する自動運転バスと

走行中の自転車がお互い安全に通行できるよう、

万全の安全対策を講ずるべきと思いますが、併せ

て伺います。 

  今後の実証実験で得られた区民ニーズや運行デ

ータなどを活用し、自動運転レベル４に向けた今

後のスケジュールはどうか。 

  また、他の地域への展開や実証実験の考えはど

うか、併せて伺います。 

  最後に、花畑川の環境整備事業について伺いま

す。 

  令和７年６月に開催した花畑川川底ウォークイ

ベントでは、約１，０００人の来場者でにぎわい

ました。散策路の一部をキッチンカーの乗り入れ

が可能なスペースとして整備しており、地元の期

待も高まっています。今後、地域をはじめ、花畑

川を考える会や専門家の御意見を伺いながら進め

ることが重要です。完成に向けたスケジュールや

整備方針はどうか。 

  また、今後、完成まで３段階に分かれた整備の

節目で、花畑川の特性を生かしたイベントを開催

すべきと思いますが、併せて伺います。 

  以上で質問を終了いたします。御清聴誠にあり

がとうございました。 

○神保義博あだち未来創造室長 私からは、子ども・

若者計画についてお答えいたします。 

  まず、全国に先駆けて展開してきた子どもの貧

困対策、未来へつなぐあだちプロジェクトのこれ

までの成果ですが、代表的なものとしては、夏休

みの体験講座や区施設の無料化などによる経験・

体験機会の充実、子どもの未来応援基金の積極的

な活用により、子ども食堂などの支援団体が区内
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全域で展開されたこと、高校生の中退予防支援の

ため、区内都立高校などとの連携を強化してきた

若年者支援が挙げられます。それらの成果を含め

て、約１年にわたりこども計画審議会で御審議い

ただき、足立区子ども・若者計画として、新たに

取り組むべき課題、強化すべき課題などの答申を

受けて計画に反映いたしました。 

  次に、施策の庁内横断的な評価と成果の定期的

な公表及び子どもや若者などの意見を的確に捉え

た事業の見直しについてお答えいたします。 

  まず、計画の最初の評価は令和９年度となりま

すが、計画には３つの柱立てとそれにひも付く施

策ごとに、長期的又は短期的な成果指標を定めて

おります。それらに基づき、重点プロジェクトや

事務事業評価と同様の形で、担当所管の評価及び

庁内評価を行ってまいります。また、本計画では、

学識経験者と区民委員による外部評価を行うこと

も定めておりますので、その評価でいただいた成

果や課題を含めて、区のホームページなどで公表

してまいります。あわせて、子ども若者の意見や

評価を聞くために、アダチ若者会議やきかせて！

みんなのこえの活用も今後検討してまいります。 

  次に、子ども・若者の命を守る教育と支援の今

後の取組についてお答えいたします。 

  本区における１０代の自殺者数は、令和６年と

令和７年共に過去最多の８人となり、命を守る取

組はオール足立で取り組むべき喫緊の課題である

と認識しております。その意味で、先般設置した

子どものこころ・自殺対策協議会は、子ども・若

者に関わる多様な団体や組織が、命を守ることに

特化した非常に有効な組織体です。先日のシンポ

ジウムでは、参加者の皆様が更にその思いを強く

持たれたと感じております。自殺対策協議会と事

例や対応を共有させていただきつつ、衛生部と協

力し、都立高校や不登校支援団体、子ども食堂へ

の情報提供などにより、対策を広げてまいります。 

  私からは以上です。 

○馬場優子衛生部長 私からは、子どもの自殺対策

についての御質問のうち、まず、区の１０代の自

殺者数のうち、令和５年以前と以降の比較、分析

についてですが、令和５年以前は、多い年でも５

人でしたが、令和６年、令和７年は、８人と増加

しています。なお、増えている年齢層は、御質問

のとおり、１５歳以上です。原因、動機につきま

しては、区では詳細な情報は入手できませんが、

国の自殺対策白書によると、一番多いのは、男性

では学業不振、女性では鬱病の悩み、影響です。 

  次に、区内小・中学校で実施されているＳＯＳ

の出し方等教育の効果についてですが、実施後の

児童・生徒のアンケートでは、これまで誰かに相

談していた割合と今後誰かに相談したい割合の比

較で、小学校では６０％が７５％に、中学校では

５６％が６９％に改善し、授業により相談しよう

とする児童・生徒が増えております。 

  次に、区内の高校でＳＯＳの出し方等教育を毎

年全校で実施することについてですが、高校は、

区の教育委員会ではなく、私立や都の教育委員会

であることから、強制することはできません。ま

た、各高校独自の授業を行っているところもある

ようですが、実施校数の増加に向け、引き続き、

毎年全校への働きかけを継続してまいります。な

お、都立高校など都の教育委員会への働きかけは、

今後、近藤区長から都知事へも直接要望してまい

ります。 

  次に、児童・生徒のタブレットで自殺関連用語

が検索された際に、相談窓口などを表示するＳＯ

Ｓフィルターの現在の状況と効果についてですが、

足立区に限定した検索状況の分析機能はございま

せんが、ＳＯＳフィルター利用者全体の数値では、

自殺の方法などの語句が実際に検索されており、

その都度、相談窓口などのポップアップ表示がさ

れていることから、一定の歯止めの効果があると

考えております。 

  次に、ＳＯＳフィルターにおいて、自殺の手段
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など緊急性の高いワードが検索された際に、事業

者から区へその端末の報告ができるようになった

場合についてですが、特定された子どもへのアプ

ローチ方法など、慎重な検討が必要な一方で、子

どもの命を守ることに直結するメリットもござい

ますので、検索者を特定できる技術が開発された

際は、前向きに検討してまいります。 

  次に、子どもが発する小さなＳＯＳを大人が見

逃さず、必要な支援機関につなぐ仕組みやアプロ

ーチについてですが、本年モデル的に導入した自

殺リスクのスクリーニングツールＲＡＭＰＳによ

り、リスクを可視化してアプローチするほか、こ

れまでの自傷行為など、発見時のカンファレンス

を強化し、弁護士や児童精神科医なども交えた個

別ケース検討会議により、子どもへの寄り添い支

援などにつなげてまいります。 

  次に、子どもの生きる支援・自殺対策推進シン

ポジウムのアンケートに寄せられた声とシンポジ

ウムの成果をどのように捉え、今後につなげてい

くのかについてですが、アンケートでは、子ども

は自分でＳＯＳを発することが難しく、周囲の誰

かが気付くことの重要性を改めて感じたといった

声を多くいただきました。また、何ができるのか

を考えるきっかけになったかについての質問では、

なった、どちらかというとなったが合わせて９

７％と、参加者が考え、行動するきっかけになっ

たことが成果で、今後、行政、学校、地域が連携

して取り組む体制につなげてまいります。 

  次に、区が受託した国の子どもの自殺対策に係

る法定協議会の効果的な運営モデル構築事業にお

いて、再委託先であるライフリンクとともに支援

介入時のフローや支援プランなどを作成し、医療

との連携も強化すべきについてですが、今後、ラ

イフリンクとともに、年度末までにフロー図や標

準的な支援プランを作成していくほか、医療との

連携も強化してまいります。 

  次に、子どもの自殺リスクに接した緊急時など

の備えやフローに基づく訓練を行い、効果を検証

し、全国のモデルとして発信すべきについてです

が、今年度末に、支援介入時のフロー図を完成さ

せた上で、来年度以降、早急に学校などでシミュ

レーションができる体制の整備を教育委員会やＲ

ＡＭＰＳのモデル実施校と検討してまいります。

また、効果については、学校などの負担感が軽減

できたかのヒアリングなどにより評価してまいり

ます。更に、全国のモデルとしての発信について

は、区の取組が全国の子どもの自殺に歯止めを掛

けることにつなげられるよう取り組んでまいりま

す。 

  次に、麻疹・風疹・おたふくかぜを一度にまと

めて予防できる新ＭＭＲワクチン接種についての

御質問のうち、国における定期接種化の検討状況

及び制度開始を見据えた当区における情報収集に

ついてですが、令和８年５月に新ＭＭＲワクチン

が薬事承認され、令和９年度から乳幼児を対象と

した定期接種化に向けて、国では、現在、ワクチ

ンの有効性や安全性、費用対効果などについて議

論が進められております。当区におきましては、

国の動向を注視し、国が行う自治体向け説明会に

より情報収集に努めてまいります。 

  次に、新ＭＭＲワクチンの接種対象者への分か

りやすい周知や足立区医師会との連携など、導入

に向けた事前準備についてですが、定期接種化に

ついての詳細な情報が入り次第、足立区医師会と

情報を共有し、開始時期などが決まりましたら、

区民に向けて、広報やＳＮＳなどにより広く周知

してまいります。 

  次に、定期接種化された場合の接種費用につい

てですが、新ＭＭＲワクチンが蔓延防止と重症化

予防を目的としたＡ類疾病の定期接種として導入

された場合は、接種への努力義務が課されること

から、自己負担なしで接種できるよう検討してま

いります。 

  私からは以上でございます。 
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○伊東貴志福祉部長 私からは、長期休暇中の障が

い児の居場所確保に関する御質問にお答えいたし

ます。 

  まず、長期休暇中における障がい児の居場所確

保の実態把握、居場所の需要及び事業所の意向調

査についてお答えいたします。 

  現時点では、長期休暇中の障がい児の居場所の

実態や保護者の具体的な人数の把握には至ってお

りません。しかし、子どもたちが安心して過ごせ

る居場所の確保と保護者の就労継続を支援する観

点から、令和８年度末を目途に、区内の放課後等

デイサービス事業所などに対し、長期休暇中の受

入れ体制やサービス提供時間外での対応可否など

に関する実態調査を実施いたします。また、事業

所への実態調査を進める過程で、各事業所が把握

している保護者のニーズについても確認し、需要

の把握に努めてまいります。 

  次に、東京都の補助金の活用につきましては、

今後の事業スキームの構築に当たり、当該補助の

活用を前提に検討を進めてまいります。 

  私からは以上です。 

○佐々木拓資産活用部長 私からは、六町駅前区有

地活用事業におけるオープンハウス型説明会での

主な意見と今後の活用について、その後実施した

事業者ヒアリングの結果について、一括してお答

えします。 

  まず、令和８年５月に実施したオープンハウス

型説明会では、再公募の条件や開始時期について、

地域の皆様から意見を伺いました。その結果、複

合商業施設の規模を一定程度見直しても、早期整

備を望む声が約６５％、六町公園との連携を望む

声が約７５％、定期駐輪場の本用地外への柔軟な

配置を望む声が約８５％ございました。こうした

地域の御意見を踏まえ、複合商業施設の実現可能

性について、デベロッパーや小売事業者など８社

へヒアリングを実施しました。その結果、施設規

模については、建設費高騰等の影響から、前回公

募と同規模の施設整備は難しいものの、三、四階

程度の商業施設であれば、提案可能との意見があ

りました。また、定期駐輪場については、建物１

階部分の多くを占めることで、事業採算性に影響

するとの意見があり、必要台数の見直しが求めら

れています。一方、六町公園との連携については、

５者から提案可能との回答があり、イベントの開

催や公園と区有地との段差解消、芝生広場の整備

など、商業施設と公園が一体となったにぎわい創

出の可能性が示されました。交通広場との連携に

つきましては、段階的に活用範囲を広げていきた

いとの意向が確認できました。これらの意見を踏

まえ、六町公園等活用手法及び本用地での定期駐

輪場の必要台数について検討し、早期整備と魅力

ある駅前空間の創出の両立を図りながら、活用方

針や公募条件の検討に反映してまいります。 

  次に、事業者が手を挙げやすくなる公募条件の

見直しについてお答えいたします。 

  今回の事業者ヒアリングでは、建設費高騰やテ

ナント確保の難しさなど、事業採算性の確保が大

きな課題として示されました。借地期間について

は、従前の３２年間に限定せず、事業者が長期的

な視点で投資回収を図れるよう、一定の上限期間

を設定した上で、事業者自らの提案に応じた期間

設定を可能とする方向で考えております。また、

借地料については、改めて不動産鑑定により、適

正な水準を設定するとともに、補償金についても、

事業者の負担額を精査し、事業成立性とのバラン

スを踏まえて検討してまいります。 

  次に、事業者撤退防止策と今後のスケジュール、

事業を進めていく上での区の決意についてお答え

いたします。 

  まず、事業者撤退防止策については、新たに２

つの強化策を追加します。 

  １つ目は、金銭面からの抑止力の強化です。事

業者の責めに帰すべき事由により、期限までに契

約が締結できない場合や施設を開業できない場合
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について違約金を徴収する規定を設けます。 

  ２つ目は、公募参加の制限です。事業を撤退し

た事業者については、本用地の活用に関わる公募

への参加を無期限で禁止し、履行責任を明確にし

ます。 

  次に、今後のスケジュールについてです。 

  今後は、令和８年度中に、六町公園の活用手法

や定期駐輪場の必要台数等について方針案を整理

し、令和９年度春頃の地元説明会、夏頃の公募開

始を目指して取り組んでまいります。 

  地域の皆様から寄せられた期待を真摯に受け止

め、単なる商業施設整備にとどまらず、六町公園

等と連携した将来にわたり地域に愛される魅力あ

る駅前拠点の実現に向け、着実に取り組んでまい

ります。 

  私からは以上でございます。 

○長澤友也交通対策担当部長 私からは、自動運転

バスの実証実験に関する御質問にお答えします。 

  まず、試験走行期間及び実証運行期間のそれぞ

れの期間における効果検証、本格導入に向けての

判断材料についてですが、試験走行期間では、手

動走行により走行環境等をＡＩに学習させた後、

自動走行を実施するサイクルを繰り返し、自動運

転システム事業者による試験走行の完了判断を行

い、関係者間での合意を経て、実証運行に移行い

たします。また、実証運行期間には、国土交通省

の交通政策審議会のワーキンググループを通じて、

運行ルートにおける自動運行装置の安全設計や想

定リスクを検討し、国土交通省から車両としての

認可に当たる走行環境条件の付与を受けます。そ

の後、警視庁から車両等ルートの走行許可に当た

る特定自動運行の許可を経て、レベル４自動運転

に移行いたします。将来的には、運転手のいない

レベル４や複数台の遠隔監視による運転手不足の

改善効果や事業継続性を検証してまいります。 

  次に、地域への説明時の区民の反応についてで

すが、これまでのところ、乗ってみたい、便利に

なりそうといった歓迎のお言葉をいただくことが

多い状況です。御意見の中には、他の行き先への

要望もありましたが、まずは六町駅から西新井駅

をモデルルートとして自動運転バスの導入の実証

実験を行い、御意見などを踏まえながら、他の路

線への展開を検証してまいります。 

  また、実証実験におけるアンケートについてで

すが、運行改善に生かせるよう、利用者や沿線地

域などに向けて実施してまいります。 

  次に、自動運転に関する区民の理解向上につい

てですが、あだち広報ホームページやＳＮＳなど

の周知を行っていくとともに、１０月中旬に自動

運転バス車両展示会を開催し、本事業の技術紹介

を予定しております。 

  また、無償の試乗期間についてですが、様々な

世代の方に乗車いただき、区民の理解向上が図ら

れるよう、十分な期間を確保してまいります。 

  次に、自動運転バスの愛称及びラッピングにつ

いてですが、自動運転バスの導入は、他の路線バ

スへの展開を目指しますので、既存のコミュニテ

ィーバスはるかぜの名称との関係や本実証運行の

関係者との調整を図りながら、本格運行に向けて

検討してまいります。実証実験中のラッピングに

関しましては、自動運転バス走行を周知し、安全

走行を図るための注意喚起を中心としたデザイン

にすることを考えております。本格運行における

デザインについては、改めて検討してまいります。 

  次に、運行ルートである環七北通りにおける自

転車専用通行帯の整備についてですが、乗客を乗

せる実証実験の開始までに該当区間の整備を終え

る予定です。なお、自転車専用通行帯の整備がで

きない箇所については、ナビマークを整備する予

定です。 

  また、バスと自転車の通行の安全対策について

ですが、走行ルートの主なバス停付近に、自動運

転バス実証実験の表示看板等の設置を検討中であ

り、また、バスのラッピングにおいて、安全走行
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の注意喚起を表示する予定です。 

  次に、今後のスケジュールについてですが、令

和１０年度以降も、レベル２自動運転での実証を

継続して実施し、令和９年度末までに、国から車

両としての認可に当たる走行環境条件の付与を受

けます。その後、令和１０年度上半期に、車両と

ルートの走行許可に当たる警視庁からの特定自動

運行の許可を得て、令和１０年度の下半期からレ

ベル４自動運転に移行する予定となっております。 

  また、他の地域への展開や実証実験についてで

すが、本実証実験の進捗や成果を踏まえ、実証実

験を続けながら、他自治体との連携や他路線への

展開を図り、将来の遠隔監視による運転手の省力

化を目指してまいります。 

  私からは以上です。 

○室橋延昭道路公園整備室長 私からは、花畑川の

環境整備事業についてお答えいたします。 

  まず、完成に向けたスケジュールですが、全体

を３段階に分けて施工しております。現在は、富

士見歩道橋の架け替え及びその周辺散策路を整備

しており、令和１０年度に、第１段階整備が完了

して、令和１１年度より、第２段階整備に着手す

る予定です。第３段階整備につきましては、国に

よる中川堤防かさ上げ工事や東京都による補助第

１０９号線工事の進捗状況に合わせて着手する予

定です。 

  また、整備方針につきましては、引き続き、花

畑川を考える会をはじめとする地域の皆様と専門

家の御意見を聞きながら進めてまいります。 

  次に、イベントの開催についてお答えいたしま

す。 

  各段階の整備の節目において、散策路やスペー

ス等を生かしながら、地域のにぎわいが生まれる

イベントが開催できるよう、考える会とともに検

討してまいります。 

  私からは以上です。 

○依田保選挙管理委員会事務局長 私からは、期日

前投票所の増設に関する進捗状況についてお答え

いたします。 

  新設いたします期日前投票所につきましては、

施設の場所、空白地域からの距離などを踏まえ、

選挙管理委員会で御議論いただき、東和地域学習

センター、保塚地域学習センター、西新井住区セ

ンターの３か所といたしました。北綾瀬駅周辺に

は適地が見付からず、今回は見送りといたしまし

た。既に施設側との調整を行っており、専用ＬＡ

Ｎ回線の敷設などに支障がないことを確認してお

ります。係る経費を本定例会の補正予算案に計上

しております。お認めいただけた場合、令和９年

執行予定の足立区議会議員選挙において実施でき

るよう、速やかに準備を進めてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○絵野沢秀雄学校運営部長 私からは、子ども・若

者への支援に関する御質問のうち、学校選択制度

についてお答えいたします。 

  まず、学校選択制度に関するこれまでの総括、

検証とともに、課題をどのように捉え、認識して

いるかについてですが、学校選択制度は、家庭の

事情や学校ごとの特色を踏まえて、学校を選びた

いという保護者や子どもたちのニーズに応えると

ともに、特色ある学校として、各校が教育活動を

充実させることにも寄与してきました。一方、学

校規模の偏りや抽せんに漏れた兄弟姉妹が別々の

学校になることなどが課題であると認識しており

ます。 

  次に、制度に関して、保護者をはじめ、児童・

生徒からも意見を聞くべきについてですが、前回

の実施から一定期間が経過し、社会情勢や教育環

境等も変化していることから、保護者アンケート

等の実施について検討いたします。 

  次に、兄弟姉妹の優先入学がないことに関する

保護者からの声はどうかとの御質問ですが、学校

行事の日程が重なることや災害時のお子様の引取

りの際に負担となるなど、兄弟姉妹が別々の学校
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になることで生じる不安感や負担感から、兄弟姉

妹の優先入学制度を求めるという声を複数いただ

いております。 

  また、抽せんに漏れ、兄弟姉妹が別々の小学校

に通うこととなった世帯数と人数ですが、令和３

年度から令和８年度の６年間で、小学校入学に関

する学校選択抽せんの結果、合計３７世帯、７７

人が兄弟姉妹で別々の小学校となっております。 

  次に、兄弟姉妹の優先入学制度の導入を一定ル

ールの下、検討すべきとの御質問については、上

のお子様が抽せんに漏れた保護者の気持ちを考え

ると、導入の判断は慎重にするべきと考えており

ますが、他区の動向も踏まえ、導入の可否につい

て引き続き検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○吉尾文彦こども支援センターげんき所長 私から

は、まず、知的固定学級の現況及び５歳児健診開

始に伴う対策についてお答えいたします。 

  令和８年度の入級状況は、小学校は６７校中、

設置校２３校で４７２名、中学校は３５校中、設

置校１２校で２４１名が在籍しております。前年

度比で、小学校は約９．８％増、中学校は約４．

３％増、全体で５２名が増え、約７．９％増と増

加傾向にあります。特に、小学校１年生の増加は

顕著であり、令和１０年度から実施が予定されて

いる５歳児健診は、子どもの特性に気付く機会と

もなることから、更に知的固定学級のニーズが増

加することが想定されます。そのため、まずは重

点的に小学校において知的固定学級を整備する方

向で検討し、中学校においても、対象者数の増加

に合わせて整備の方向性について検討してまいり

ます。 

  次に、区内の中央エリア、東エリア、西エリア

での拡充についてお答えいたします。 

  中央エリア及び東エリアにつきましては、令和

８年度を迎えるに当たり、多くの入級希望者があ

ったことから、令和９年度に中央エリアで中島根

小学校、東エリアで北三谷小学校にて新設できる

ように準備を進めております。また、令和９年度

に向けて需要を予測したところ、西エリアやその

近辺にある知的固定学級のある小学校のうち、４

校は既に４学級体制となっており、学校負担も大

きいことから、当該エリアで別に２校程度の新設

を検討してまいります。 

  次に、区内全域における中長期的な知的固定学

級の整備の方向性についてお答えいたします。 

  知的固定学級の整備につきましては、入級者の

増加や特定の学校に入居者が集中する地域偏在な

どの課題解決に向け、まずは小学校で何校まで設

置していくのかなど、今年度中に具体的な方向性

を示してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○楠山慶之子ども家庭部長 私からは、初めに、病

児保育室の進捗についてお答えいたします。 

  区直営施設として検討を進めていた改築中の第

三上沼田保育園の設置は、工事延伸等で整備に時

間を要する状況です。そのため、より早期の開設

が見込まれる上沼田保育園において、令和９年度

中の開設を目指し、準備を進めたいと考えており

ます。 

  次に、中部地域にも開設すべきについてですが、

医療法人と開設協議を進めておりましたが、施設

整備や事業継続性の課題で開設には至りませんで

した。 

  今後も、関係各所に設置の働きかけを継続して

まいります。 

  次に、病児保育利用時の備品拡充などの環境整

備ですが、東部地域病院の病児保育室でおむつの

持参を不要とする取組を提案しましたが、葛飾区

の意向もあり実現できませんでした。上沼田保育

園で開設する際は、区直営の利点を生かして、保

護者の持ち物について負担軽減策を導入し、利便

性の向上を図ってまいります。 

  次に、病後児保育室についてお答えいたします。 
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  令和７年度の利用実績は、西新井きらきら保育

園及びあやせ保育園の２施設を合わせた登録者数

が１７２人、延べ利用者数は１３９人でした。 

  将来的な拡充ですが、既存施設における利用実

績を参考に、区内西部地域への設置を念頭に、地

域の需要動向及び必要性を調査した上で検討して

まいります。 

  以上でございます。 

○吉田こうじ副議長 次に、２７番ただ太郎議員。 

［ただ太郎議員登壇］ 

○ただ太郎議員 私は、足立区議会自由民主党の一

員として、さきに通告した順序に従い、順次質問

をしてまいります。執行機関の皆様には、誰もが

分かりやすく誠意ある答弁をお願いいたします。 

  ２年ぶりにこの本会議場で一般質問に立たせて

いただきます。私は、この６月まで、足立区議会

議長を務めさせていただきました。議長として区

政や議会運営に携わる中で、改めて強く感じたこ

とがあります。それは、足立区というまちは、行

政だけの力でつくられているのではなく、地域の

皆様お１人お１人のお支えによって成り立ってい

るということであります。様々な地域活動の現場

に足を運ぶ中で、多くの皆様がそれぞれの立場か

ら地域をよりよくしようと力を尽くされている姿

を目の当たりにし、足立区の底力と大きな可能性

を感じました。人口は７０万人を超え、大きく成

長を遂げてきた足立区の背景には、こうした地域

の皆様の御理解と御協力があってのことであり、

この場をお借りして、改めて心から感謝を申し上

げます。 

  各世代の方々と接し、これからの足立区を考え

るとき、目の前の課題に対応するだけではなく、

次の世代にどのようなまちを引き継いでいくのか

という視点を持つことも重要であると改めて強く

感じております。本日はその思いを胸に、２つの

項目について質問をいたします。 

  １つ目は、公共施設の更新と計画について、そ

して、２つ目は、これからの幼児教育を支える私

立幼稚園への支援についてであります。いずれも、

今だけを見るのではなく、将来の足立区を見据え、

持続可能なまちづくりを進める上で重要なテーマ

であると考えます。区民の皆様から託された思い

をしっかりと受け止め、足立区の更なる可能性を

引き出すため、質問をしてまいります。 

  まず、公共施設の更新の基本的な考え方につい

て質問をいたします。 

  足立区の将来を見据えた公共施設等総合管理計

画の推進は、人材の減少や資材の高騰という厳し

い現実に真正面から向き合い、区民のウェルビー

イングを次世代へ引き継ぐための道筋を示すもの

であり、公共施設の適切な更新、維持管理は、行

政の責務であると考えております。 

［副議長退席、議長着席］ 

○ただ太郎議員 区有施設の老朽化は確実に進んで

おり、これらの課題に対し、本計画は、公共施設

を安心・安全に区民の皆様に御利用いただくため

の必要不可欠な取組であり、区が持つ資源を最大

限活用し、歳出の抑制や歳入の確保を厳しく精査

し、公共施設の役割を集約しながら、施設の複合

化や区有地の貸付けの事業を進めていくことが、

基本的な考え方であると認識をしておりますが、

確認の意味も含めて、総合管理計画に基づき、区

が取組を進めている基本的な考えをお伺いいたし

ます。 

  また、直近の計画だけを見ましても、ギャラク

シティを初めとした大規模改修、梅田８丁目複合

施設の新設や宮城小学校、千寿常東小学校の改築

など、今後区が進めなければならない計画は多種

にわたります。こうした計画を確実に進めるため

には、安定的な財政出動が肝要と考えますので、

予算や基金に関する区の見解をお伺いいたします。 

  あわせて、計画、予算とともに計画を滞りなく

遂行するためには、人材も不可欠であります。近

年、公務員を志望する人が減少しており、特に技
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術系職員は、募集人員に対して定数割れが続いて

いると聞いております。適正な人員確保に向けて

の策はあるのかお伺いをいたします。 

  本計画の更新につきましては、急速に変化する

建築市場の動向を鑑み、これまでより細やかなチ

ェックや更新が必要となるのではないかと考えま

すが、区の方針について見解をお伺いいたします。 

  現在、この総合管理計画の具現化とも言える旧

こども家庭支援センター跡地活用事業が動いてお

ります。この用地につきましては、近隣小・中学

校の更新に当たり、仮設校舎用地として使用させ

ていただき、地域の皆様には、子どもたちのため

に多大なる御理解と御協力をいただいてまいりま

したことに心から感謝の意を表するものでありま

す。そういった現状を踏まえましても、この事業

は、区も議会もこれまで以上に力を入れていかな

ければならないと考えますが、昨今の建設単価の

高騰や２０２４年問題による技術者不足など、建

設業界を取り巻く環境は極めて厳しくなっており

ます。この原稿を書いている最中にも、東渕江小

学校の改築工事請負契約の変更について議案が提

出されると伺いました。このことからも、区有施

設の方針は、将来の話として捉えるものではなく、

正に今、私たちが向き合わなければならない課題

であると改めて強く認識をしております。こうし

た状況下で、区民の貴重な財産を預かる本事業を

最後まで計画どおりに完遂させるためには、施工

事業者における過去の実績を単純に確認するだけ

では不十分ではないかと考えます。区はどのよう

にしてこの困難な社会情勢下での確実かつ着実な

事業遂行を担保するのか、見解をお伺いいたしま

す。 

  また、施工事業者選定後の体制において、区は、

技術者不足が工期や質に影響を与えないように注

視をする必要があると考えます。一方で、いたず

らに行政が介入するのではなく、事業者の自主的

なスケジュール管理能力や工期の遅延防止策等を

含めたリスク対応力を最大限に活用し、効率的な

履行確認を行うべきだと考えますが、区の見解を

お伺いいたします。 

  総合管理計画では、建て替え後の建物に目標寿

命９０年という大きな方針が掲げられております。

これは、メンテナンス性の高い建物を造ることで、

将来の改修経費を抑制し、次世代の負担を軽減す

るという財政責任の表れであると理解し、大いに

歓迎をするものであります。今回の公募において、

事業者にはどのような長寿命化の工夫やライフサ

イクルコスト、ＬＣＣ低減の提案を期待している

のか、それらが将来、区の財政負担軽減にどのよ

うに寄与すると考えているのか、区の見解をお伺

いいたします。 

  また、保健センター、区民事務所、休日応急診

療所、そして地元が求めている多目的ホールや憩

いの場が集約される本事業は、足立区の施設更新

のモデルとなるべきものであると考えております。

綾瀬駅東口のまちの顔となる本施設において、地

域住民が最も期待を寄せているのが、多目的ホー

ル及び憩いの場であります。私は、この２つの機

能こそが、行政サービスと住民の活動をつなぎ、

更なるエリア全体のにぎわいを活性化する核とな

ると考えております。今後予定されている運営に

関するワークショップにおいて、この多目的ホー

ルと憩いの場に焦点を絞り、いかに住民の意見を

丁寧に反映をさせていくのか、また、バリアフリ

ーの観点からも、御高齢の方や障がいの有無にか

かわらず、快適に施設を利用することができます

よう、関係団体等とも連携した設計となることが

望ましいと考えますが、区の見解をお伺いいたし

ます。 

  そして、多目的ホールにつきましては、これと

いった限定的な使われ方ではなく、その時々のニ

ーズに対応できる使い勝手のよい施設に仕上げて

いくための区の決意をお伺いいたします。 

  公共施設に係る経費において、目に見える建設
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費は氷山の一角にすぎません。その水面下には、

建設後も長期にわたって多額の維持管理費が必要

となります。私たちが今、この綾瀬の地で取り組

んでいるのは、単なる箱物の建て替えではなく、

この見えない経費までをしっかりと見据え、将来

にわたる財政負担をコントロールした質実剛健な

まちの土台づくりであると考えます。だからこそ、

今回の事業におきましては、現在区が持ち合わせ

ている知見や技術力を最大限に生かすとともに、

民間事業者が有する専門的なノウハウや経験を集

結し、よりよい施設建設の実現をしていただきた

いと考えております。そして、施設を造る側の論

理だけではなく、実際にこの地域で暮らし、働き、

子どもを育て、施設を利用する区民の皆様の声を

大切にしながら、行政と地域が共にこの施設の未

来を描いていくことを強く望みます。 

  公共施設は、完成した瞬間が終着点ではありま

せん。そこから長い年月にわたり、区民の暮らし

を支え、地域の交流を生み、様々な世代の人々が

利用することで、その価値が育まれていくものだ

と考えます。この施設計画が綾瀬地域に新たな人

の流れや交流を生み出し、地域の皆様に愛され、

あってよかったと思っていただける場所となるこ

とを期待をすると同時に、５０年、１００年先の

子どもたちに誇りを持って受け継がれ、将来の足

立区における公共施設整備の１つのモデルとなる

ことを心から願っております。そのためにも、区

には、目先の課題への対応にとどまることなく、

将来の足立区を見据えた長期的な視点を持って、

本事業を最後まで責任を持って進めていただきた

いと思います。この綾瀬で生まれる新たな施設が

単なる箱物ではなく、これからの足立区のまちづ

くりを象徴する存在となることを強く期待をいた

しまして、次の質問に移ります。 

  私立幼稚園に対する支援について質問をいたし

ます。 

  私立幼稚園は、戦後の復興期、幼児教育を熱望

する地域住民や保護者の方々の切実な要望によっ

て設立され、今日まで歩みを進めてまいりました。

現在、少子化が進行する中にあっても、幼児期の

教育は、子どもたちが生涯にわたる人格形成の基

礎を培う極めて重要なものであるとの考えに変わ

りありません。 

  区内には、７０年を超える歴史ある園も複数あ

り、これまで多くの子どもたちを送り出し、地域

の宝である子どもたちの心のふるさととして、地

域コミュニティーを支え続けてきたその伝統の重

みは、ほかには代え難いものであります。広い園

庭を持ち、ゆとりある施設内での一斉保育を通じ

た社会性の育成や各園の建学の精神に基づくきめ

細やかな情操教育など、私立幼稚園が担ってきた

社会的役割の必要性は、今日においても全く揺ら

ぐものではありません。こうした多様な教育の選

択肢と独自性を失うことは、足立区全体の教育力

の衰退に直結するため、私立幼稚園は断じていな

くしてはならない不可欠な存在であります。しか

しながら、共働き世帯の増加や保育ニーズの多様

化、更には急激な少子化の波を受け、中には廃園

を決断された園も出てきており、私立幼稚園を取

り巻く経営環境は、非常に厳しい状況に直面をし

ております。保育所へのニーズシフトが進む中、

物価高騰や教員の人手不足、定員割れなど、各園

の努力だけでは克服しがたい困難が生じておりま

す。 

  こうした現状を踏まえ、まず大きく２点につい

てお伺いをいたします。 

  １、地域の要望から生まれ、７０年以上にわた

り足立区の幼児教育と地域コミュニティーを支え

てきた私立幼稚園の価値を区としてどのように評

価し、位置づけておられるのか。 

  また、地域における私立幼稚園の必要性と教育

的役割に対する区の認識について見解をお伺いい

たします。 

  ２、私立幼稚園が、これからも地域の子どもた
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ちを受け入れ、質の高い教育環境を安定して提供

し続けられるよう、保護者負担の軽減や園への財

政的支援について、今後どのように取り組んでい

くお考えか、深刻化する経営課題と支援の在り方

について、区の見解をお伺いいたします。 

  大変厳しい経営状況の中でも、各幼稚園は、現

状に甘んじることなく、時代のニーズに対応し、

共働きの御家庭の子どもを受け入れるために、区

の協力とともに、延長保育を充実をさせてまいり

ました。また、こども誰でも通園制度にいち早く

手を挙げ、待機児童対策の一助となる施策にも協

力をしている現状もあります。質の高い幼児教育

を受ける機会を確保するためには、幼稚園が安定

的に運営され、教職員が安心して教育活動に取り

組める環境を整備していくことが不可欠であると

考えます。 

  区として、幼稚園に対して、今後どのような支

援を進めていくのか、以下、具体的にお伺いいた

します。 

  ３、区では、今年４月の待機児童数が数年ぶり

に１００人を超えたという状況ですが、そのほと

んどが１歳児で、２歳児に待機児童がいないのは、

幼稚園がその受皿になっているからにほかならな

いと考えます。拙速な対応として、今後新たに保

育に特化した施設を増やしてしまうと、３歳から

５歳児の空き定員を更に増やすことにもなりかね

ません。区では、待機児童対策として、特に入園

児が減って、空き教室ある幼稚園と協力する方針

とのことですが、活用予定の園は、現段階では幾

つあり、補助額は１園当たりどの程度となるのか。

また、東京都に補助金の対象に加えるよう依頼を

しているとのことですが、その動向についてもあ

わせて伺う。 

  ４、幼稚園保育料の保護者負担軽減補助金の上

限が、この４月から２，０００円増額されたこと

は、物価や人件費の高騰が続く中、幼稚園側から

も大変ありがたいと感謝の声が届いております。

一方、今年の１０月から、国補助の基準額が増額

されると聞いております。この増額に合わせ、区

補助金の上限額も更に増額すべきであると思うが

どうか。 

  ５、私立幼稚園では、幼稚園教諭の確保が課題

だと伺っております。特に新卒の幼稚園教諭は、

卒業時に保育士資格も同時に取得をしていること

が多く、保育施設との職員確保競争となっている

現状があります。保育施設では、待機児童対策と

して、国からの所有処遇改善の補助や東京都のキ

ャリアアップ補助などがあり、処遇改善が進んで

おります。幼稚園に関しても、教職員の確保と定

着、優秀な教職員の採用につながるキャリアアッ

プ補助が必要であると考えますが、区の見解を伺

う。 

  ６、幼児期の教育は、幼児を取り巻く環境を通

して行われるものであり、様々な体験を重ねる中

で、生きる力の基礎となる興味関心、意欲、他者

と関わる力、最後までやり遂げる力などを育むこ

とが期待されます。こうした学びを充実させるた

め、私立幼稚園では、園外での教育活動を積極的

に取り入れ、観光バス等を活用して、園児が日常

とは異なる環境で多様な体験を得る機会を設けて

おります。しかし近年、御承知のとおり、借り上

げバス料金が大幅に高騰しており、園外活動に伴

う交通費が、幼稚園や保護者の負担を増大させる

要因となっております。一方、保育園では、借り

上げバス費用を補助する仕組みがあると伺ってお

ります。保育園同様、私立幼稚園に対しましても、

借り上げバスの費用を助成するべきであると考え

るがどうか伺う。 

  少子化や社会環境の変化により、幼児教育を取

り巻く環境は大きく変わりつつあります。こうし

た時代だからこそ、行政が全てを担うのではなく、

地域に根ざした民間の力を生かしながら、区全体

として質の高い幼児教育を支えていくことが必要

であると考えます。 
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  私立幼稚園には、それぞれ建学の精神や教育理

念、長年にわたって培ってきた独自の幼児教育に

おける専門的な知見があります。そこには、行政

が一律の制度や仕組みだけでは生み出すことので

きない各園ならではの特色や柔軟性があり、保護

者にとって、子どもの個性や家庭の考え方に合っ

た教育環境を選択できることは、とても大切なこ

とであると思います。私は、この選べるという環

境を足立区の幼児教育の大きな財産としてこれか

らも大切にしていくべきだと考えておりますが、

そのためには、私立幼稚園を単に民間の教育施設

として捉えるのではなく、地域の幼児教育を支え

る重要な担い手として位置づけ、その特色や自主

性を尊重しながら、安定して教育活動を続けられ

る環境を整えていくことが必要であります。行政

が担うべき役割と民間だからこそ担える役割があ

り、それぞれの強みを生かし、互いに補完するこ

とで、子どもたちにとってより豊かな教育環境を

つくることができるのではないでしょうか。 

  また、私立幼稚園が地域の中で安定して教育活

動を続けることは、保護者にとっての安心にもつ

ながります。そして、それぞれの園が、特色ある

教育を追求し続けることが、結果として、足立区

全体の幼児教育の質を高めることにもつながると

考えております。だからこそ、今後の幼児教育施

策におきましては、目の前の課題への対応だけで

はなく、５年、１０年、その先を見据え、子ども

たちと保護者にとってどのような教育環境を残し

ていくのかという視点を持っていただきたいと思

います。 

  子どもたちには一人一人違った個性があります。

その個性を伸ばすためにも、教育には多様な選択

肢が必要です。その選択肢を地域の中に残し、更

に充実させていくことは、子どもたちの可能性を

広げることであり、足立区の未来への投資でもあ

ります。 

  区におかれましては、私立幼稚園が持つ力を十

分に評価をされ、その力を足立区の幼児教育の更

なる充実につなげていただくとともに、現場の声

に寄り添った実効性のある支援を力強く進めてい

ただくことをお願いを申し上げ、質問を終わりま

す。御清聴ありがとうございました。 

○佐々木拓資産活用部長 私からは、公共施設の更

新の基本的な考え方についての御質問にお答えし

ます。 

  初めに、足立区公共施設等総合管理計画に基づ

く公共施設の更新の基本的な考え方についてです

が、ただ議員御質問のとおり、人材の減少や資材

価格の高騰、区有施設の老朽化という公共施設を

取り巻く環境が一層厳しくなることに備え、総合

管理計画に基づき、将来にわたり持続可能な行政

サービスを提供し続けていくことが重要であると

認識しております。 

  そのため、歳出抑制と歳入確保を図ることが重

要であり、施設を単に建て替えるのではなく、各

地域のニーズに配慮しながら、施設の機能を評価

し、検証し、施設の集約や複合化による施設総量

を抑制すること、既存施設や区有地の利活用や民

間事業者の資金やアイデアを活用することなど、

基本的な考え方として取り組んでおります。 

  次に、公共施設等総合管理計画の更新について

は、これまでより細やかなチェックや更新が必要

となるのではないかとの御質問にお答えいたしま

す。 

  昨今の建築資材価格や労務単価の高騰など、建

築市場の動向が公共施設の整備に及ぼす影響が増

大しているものと認識しております。 

  各施設の整備計画につきましては、２か月に一

度程度を目安に開催する公有財産運用委員会にお

いて計画議案を確認し、施設の在り方、発注方法、

施工時期などの調整を行ってまいります。その上

で、総合管理計画につきましても、計画期間中で

あっても、必要に応じて適切に見直しを行ってま

いります。 
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  次に、旧こども家庭支援センター等跡地活用事

業に関する御質問にお答えいたします。 

  まず初めに、確実かつ着実な事業遂行の担保に

ついてお答えいたします。 

  本事業では、プロポーザル方式を採用し、応募

資格において、平成２７年度以降の延べ床面積２，

０００平米以上の公共施設の元請実績を必須条件

として課すことで、あらかじめ一定の施工実績を

求めています。その上で、選定審査においては、

実績のみに頼るのではなく、物価変動や人手不足

といった事業リスクへの具体的な対応策や施設計

画の実現性についても、定性評価項目として厳格

に審査します。更に、事業者撤退防止策として、

事業者都合による契約遅延や未★★に対する違約

金徴収や撤退事業者の本用地の公募参加禁止を募

集要項に規定しております。これらにより、困難

な社会情勢下においても、確実かつ着実な事業遂

行が担保できるよう、できる限りの対策を講じて

本公募に臨んでおります。 

  次に、事業者の施工体制における自主的な管理

能力の活用と区による効率的な履行確認について

お答えいたします。 

  昨今の技術者不足への対応につきましては、区

が直接的に個別の工程を指導監督するのではなく、

民間事業者の自主的な管理能力を最大限に活用す

る仕組みとしております。具体的には、募集条件

において、事業者の責任と負担において、設計、

工事監理、建設を完遂することを定めています。

また、事業者選定の段階で、物価変動や資材、人

手不足といった事業者リスクへの対応策が十分に

練られているかを評価しており、あらかじめリス

クを盛り込んだ事業遂行能力を確認します。更に、

基本協定書等の規定に基づき、事業者に定期的な

進捗報告を求めることで、区の過度な事務負担を

抑えつつ、契約上の責務として履行を適切に確認

してまいります。 

  次に、今回の公募における建物の長寿命化の工

夫と財政負担軽減についてお答えいたします。 

  足立区公共施設等総合管理計画では、建て替え

後の建物に目標寿命を９０年という高い目標を設

定しております。本公募においても、将来の改修

や設備更新が容易な構造とするなど、ライフサイ

クルコストに配慮した計画を重要な評価指標とし

ています。具体的には、不具合を未然に防ぐ予防

保全の考え方を取り入れたメンテナンス性の高い

建物を期待しています。こうした長寿命化の工夫

により、将来にわたる大規模改修経費や維持管理

費を抑制、平準化することが可能となり、結果と

して、次世代の区財政負担の大きな軽減に寄与す

ると考えております。 

  次に、今後予定している多目的ホール及び憩い

の場の運営に関するワークショップにおいて、い

かに住民の意見を丁寧に反映させていくのかにつ

いてお答えいたします。 

  多目的ホール及び憩いの場については、令和７

年８月から９月にかけて３回のワークショップを

実施し、そこで出た地域の皆様のアイデアを基に、

施設の要求水準書を作成した上で、活用事業者を

募集しております。設備運営事業者の決定後には、

区と事業者が共催して、施設の運営に関するワー

クショップを開催し、特に、地域住民の関心が高

い多目的ホールと憩いの場に対して、実際に整備

される空間を想定しながら、より具体的に使い勝

手のよいものとするため、地域住民の意見を丁寧

に伺います。 

  次に、施設のバリアフリーへの対応についてお

答えいたします。 

  本事業の募集要項では、誰もが安心でき、使い

やすい施設とすることを条件としており、民間施

設及び敷地全体においても、それを踏まえた計画

を求めています。また、公共施設に関しては、区

が買い取ることを踏まえ、足立区公共施設等整備

基準を満たした計画とすることとしており、高齢

の方や障がいの有無にかかわらず、快適に施設を
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利用することができるよう、関係団体等とのデザ

インレビューを実施し、事業者の設計に反映して

まいります。 

  次に、多目的ホールをその時々のニーズに対応

できる使い勝手のよい施設に仕上げていくための

区の決意についてお答えいたします。 

  多目的ホールについては、可動式座席を設置す

ることにより、音楽発表会や演劇、講演会などで

はひな壇式の観覧席として、集会やバンケット、

ヨガなどの軽い運動時には、平土間として利用で

きるよう、施設の要求水準を設けております。ま

た、整備運営事業者決定後に実施する施設の運営

に関するワークショップにより、より使い勝手が

よく、将来にわたり多くの方に利用され、地域に

愛される施設となるよう検討を重ねてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○岩松朋子政策経営部長 私からは、公共施設の更

新等に係る予算や基金の安定的な財政出動に関す

る区の見解についてお答えいたします。 

  区では、公共施設等総合管理計画及び中期財政

計画に基づき、将来の財政負担の平準化を図りな

がら、計画的な施設更新を進めております。その

財源として、公共施設建設資金積立基金などを計

画的に積み立て、将来に備えるとともに、基金の

積極的な活用により、必要な予算の確保に努めて

おります。 

  今後も、持続可能な財政運営の下、計画の着実

な推進に努めてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○松野美幸総務部長 私からは、公共施設の更新に

関する御質問のうち、適正な人員確保に向けた取

組についてお答えいたします。 

  技術系職員の確保につきましては、全国的な課

題であり、当区におきましても、採用に苦慮して

いる状況でございます。そのため、特別区全体に

おきましても、Ⅰ類採用試験における受験資格年

齢の大学３年生相当までの引下げや高校卒業程度

を対象としたⅢ類採用の実施など、人材確保の機

会拡大を図っており、当区も積極的に取り組んで

いるところでございます。 

  また、当区独自では、民間主催の合同企業説明

会への出展や気軽に参加できる１日職場見学会の

開催、職員の母校へのＯＢ、ＯＧ訪問などを行い、

技術系職員の採用強化に取り組んでおります。 

  私からは以上でございます。 

○楠山慶之子ども家庭部長 私からは、私立幼稚園

に関する御質問のうち、初めに、幼稚園の評価と

必要性、教育的役割の認識についてお答えいたし

ます。 

  幼稚園は、義務教育前のプレ教育としての集団

指導を長年にわたり専門的に行ってきました。地

域に根ざした独自の経営で、学びや自立心に力点

を置く必要不可欠な就学前施設という認識です。

また、卒園児、保護者、地域とのつながりが密接

で、世代を超えた地域の教育・子育てコミュニテ

ィーの核として、その存在意義は大きいと評価し

ています。 

  次に、私立幼稚園の経営課題と支援の在り方で

すが、共働き世帯の増加による園児数の減少が最

も大きな経営課題と認識しています。幼児教育の

質を高めながら、共働き家庭にも選ばれる幼稚園

ならではの方向性を打ち出していくことが必要で

す。保育園と同等の保護者負担の軽減、子ども園

の移行支援や預かり保育の充実など、運営、財政

の両面から支援してまいります。 

  次に、待機児童対策における幼稚園の活用です

が、幼稚園１９園にヒアリングを行い、６園から

前向きな回答をいただいております。１園当たり

の補助額は、１歳児を１０人受け入れた場合、運

営費と保護者負担軽減費を合わせて年間３，２０

０万円程度と試算しています。なお、都補助の動

向ですが、東京都に対し要望を行った結果、本年

９月から、既存の一時預かり事業の補助が拡充さ

れ、区負担は事業費の約２割となります。 
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  次に、国の基準額変更に伴う保護者負担軽減補

助金の拡充ですが、区においても、１０月から国

補助に合わせて２，３００円増額できるよう、本

定例会において補正予算を計上しております。 

  次に、キャリアアップ補助についての見解です

が、本補助は、待機児童対策の一環として、保育

士の確保を目的としております。現在、幼稚園教

諭については、キャリア形成の在り方、業務負担、

定着率の状況など、支援の必要性の検証を行って

おりません。まずは、処遇改善加算など、既存の

支援策の効果を検証し、幼稚園の実情を把握した

上で、補助の必要性を考察することから開始いた

します。 

  次に、幼稚園の園外活動における借り上げバス

の助成についてですが、燃料費や人件費等の高騰

により、観光バスの借り上げ費用が上昇し、保護

者負担が生じている状況は認識しています。各園

では、東京すくわく事業の中にバス代を含めて計

画するなど、負担軽減を工夫していただいている

状況です。このため、保育施設に対する支援との

均衡や幼稚園における教育活動の実態、利用頻度

等を踏まえ、来年度からの助成を検討しておりま

す。 

  以上でございます。 

○伊藤のぶゆき議長 次に、９番太田せいいち議員。 

［太田せいいち議員登壇］ 

○太田せいいち議員 私は、足立区議会公明党の一

員として、さきに提出した通告に従い、デジタル

トランスフォーメーション（ＤＸ）の更なる推進

についてとＣＯ２削減など環境に優しい取組をテ

ーマに、順次質問をいたします。執行機関の皆様

には、前向きで、区民の皆様に分かりやすい答弁

をお願いいたします。 

  最初に、デジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）の更なる推進について質問します。 

  自治体や地域のデータを分析する民間事業者が

運営しているサイト、地域スコアでは、全国の市

区町村等のＤＸ推進度を政府公開データに基づい

てスコア化しており、足立区のランキングは２３

区中１８位となっています。その内訳を見ると、

当区は、ＡＩや業務を自動化するＲＰＡ、テレワ

ーク導入が評価されている一方、オンライン申請

率が低くなっています。将来的な人口減少や高齢

化による行政サービスの拡大、それらを担う人材

の不足に備えつつ、区民に向けたサービスを維持

向上させるには、更なるＩＴ活用とＤＸの推進が

不可欠です。 

  そこで、以下質問します。 

  最初に、足立区デジタル・トランスフォーメー

ション（ＤＸ）推進計画について伺います。 

  区は、現在、令和１０年度までを期間とする足

立区デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

推進計画に基づき、行政サービスのデジタル化と

地域課題の解決を推進しています。計画では、人

材育成と区民サービスの２つの視点を重視し、信

頼され、新しい価値を生み出せる職員の育成と一

人一人に合ったきめ細かなサービスや書かない・

行かないで進められる手続の実現を目指すとして

いますが、その進捗と課題について伺います。 

［議長退席、副議長着席］ 

○太田せいいち議員 現在のＤＸ推進計画では、当

初の計画をシステム標準化が遅れていることなど

を理由に、期間を令和１０年度まで延伸し、それ

まで大幅な見直しの予定はないとのことです。し

かしながら、急速に技術革新が進み、特にＡＩの

分野では、多くの方が日常的に使うことができる

ようになっています。例えば、ＡＩをより積極的

に区政に活用する考え方や環境を整備していくた

め、ＡＩに関連する部分の計画の修正を実施する

必要があると考えますが、区の見解を伺います。 

  特に行政事務のデジタル化については、電子申

請の拡充やＲＰＡ、ＡＩを用いた議事録作成を導

入するなど成果を上げている業務もあります。一

方で、所属部署によって、ＤＸやＡＩ活用への意
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識に差があり、業務多忙等を理由に、着手が遅れ

ている部署も存在すると聞いています。こうした

所属部署間における取組の格差についてどう改善

を図っていくのか。 

  また、今後、更に取組を進めていくためには、

職員のリテラシー向上、論理的思考とデータ分析

スキルを兼ね備えた人材の確保が不可欠だと考え

ますが、どのように取り組んでいく方針なのか、

併せて伺います。 

  次に、ＤＸの推進体制について伺います。 

  国が定めた自治体デジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）推進計画によると、組織の壁を

越えて、全体最適化の見地から、地方公共団体情

報システムの標準化、共通化等の自治体における

ＤＸを推進するためには、効果的な推進体制の構

築が不可欠であるとされています。 

  ＤＸの推進に当たっては、仕事の仕方、組織・

人事の仕組み、組織文化風土そのものの変革も必

要となるため、首長自らがこれらの変革に対し、

本気で取り組む強い姿勢を示す必要があります。

現在、区は、副区長を最高ＤＸ推進責任者に据え

推進していますが、今後具体的にどのような形で

メッセージを発信し、全庁的な取組の推進力につ

なげていくのか伺います。 

  区は、ＤＸに関心のある職員同士が情報交換な

どの連携を強化する試みとして、希望者を募り、

部署をまたいでＬｏＧｏチャットでつながるコミ

ュニティーをつくり、３０名以上の職員が集まっ

たと聞きます。こうしたＤＸに関心を持って意欲

的に取り組んでいく職員が、今後、所属部署で、

ＤＸの牽引役となることが期待されますが、他の

職員との比較で業務量が増えることがないよう配

慮が必要と考えますがどうか。 

  また、静岡県掛川市では、いわゆる通知文書の

形式ではなく、イラストを前面にした募集通知を

行うことで大きな反響があり、１００名の定員を

超える職員がＤＸリーダーに応募したとのことで

す。更なる人材発掘に積極的に取り組むべきと考

えますがどうか。 

  更に、意欲ある職員の頑張りを組織として支え

る仕組みも重要です。掛川市では、通常業務や部

署を超えた業務を正当に評価するため、ＤＸに関

する項目を人事評価に組み込み、全庁改革につな

がる取組の表彰制度も設けました。当区も将来的

な人事制度の見直しも見据えて、ＤＸ人材を正し

く評価する環境づくりが必要と考えますが、併せ

て伺います。 

  次に、窓口業務のオンライン化について伺いま

す。 

  足立区では、書かない窓口のサービスとして、

窓口ＤＸ専用端末を導入し、申請書を書く手間を

省くことで、区民の利便性向上を図っています。

現在、本庁舎では、戸籍住民課と課税課に設置し

ていますが、他の窓口でも、区民の利便性向上と

窓口での待ち時間短縮につなげるため、導入して

はどうか伺います。 

  我が会派で視察した北海道北見市では、２０１

１年からプロジェクトチームを立ち上げ、書かな

いワンストップ窓口の取組を推進し、例えば、市

内転居手続の際の窓口所要時間を４５分から１０

分に短縮するなど、大きな成果を上げています。

北見市の取組の特徴は、すぐにシステム導入する

のではなく、事前に利用者と職員の目線で調査し、

それに対する業務の見直しを徹底することで、高

い効果を上げている点にあります。当区もまずは

比較的取組が容易と思われる職員の目線からの徹

底した課題調査の取組を実施すべきと考えますが、

伺います。 

  情報化が進む中、スマートフォンなどの情報端

末の利用が苦手な方を取り残さない、デジタルデ

バイドの対策も不可欠になっています。 

  そこで伺います。 

  区として、高齢者をはじめとするデジタルの活

用に不慣れな区民に対して、どのような支援を行
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ってきたのか伺います。 

  現在、区では、民間事業者と連携して、スマホ

教室を開催しています。スマホ教室は、高齢者が

デジタルに触れるための入り口であり、デジタル

デバイド対策として欠かせない取組です。一方で、

スマホの使い方を教えるだけでは、実際の行政手

続の利用にはつながりにくいという課題もありま

す。茨城県龍ケ崎市では、あえて高齢者の利用が

多いコミュニティーセンターの予約をＬＩＮＥで

できるようにする実証実験をし、９０％の方から

評価されています。当区も、高齢者にとって比較

的利用しやすいＬＩＮＥを積極活用して、デジタ

ルデバイド解消につなげるべきと考えますが、伺

います。 

  続いて、防災ＤＸについて伺います。 

  防災ＤＸとは、デジタル技術を活用して防災対

策を進化させ、災害時の迅速かつ的確な対応と被

害の軽減を目指す取組みです。今年度に新たに防

災庁が設置される予定で、防災対策の更なる進化

に期待が高まっています。 

  そこで伺います。 

  区は、８月に、災害時における避難所混雑緩和、

特定の人に依存することのない避難所運営を目的

とし、避難所受付システムと避難所開設支援シス

テムの実証実験を行いました。その結果とどのよ

うな課題があったのか伺います。 

  これらのシステムの本格導入には、全ての避難

所で運営を担う地域の町会・自治会役員向けのマ

ニュアル整備とともに、実際に何度か使っていた

だいて慣れていただく必要もあります。できるだ

け早期の導入を図るべきと考えますが、今後のス

ケジュールについて伺います。 

  神戸市では、消防団を対象とした防災チャット

ボットの実証訓練を行っています。消防団員がＬ

ＩＮＥを活用し、災害現場に関する情報を防災チ

ャットボットに送信することで、ＡＩが整理・集

約して地図上に情報が反映され、災害現場で消防

団員が把握した災害情報をリアルタイムで共有化

できる仕組みです。当区も、消防団などの関係機

関と防災ＤＸの活用促進について検討を進めるべ

きと考えますが伺います。 

  区内事業者のＤＸ化支援について伺います。 

  帝国データバンクの調査結果によると、多くの

中小企業にとって、ＤＸを推進する際の課題とし

て、費用の問題と併せて人材の不足が挙げられて

います。また、区内の事業者からは、ＩＴ化やＤ

Ｘの必要性は認識しているものの、具体的に何に

取り組むべきか分からないという声を聞いていま

す。 

  そこで伺います。 

  東京都は、中小企業振興公社と合同でデジタル

技術の活用による都内中小企業の生産性向上を後

押しするため、デジタル技術の導入から活用まで

を専門家がサポートするとともに、導入に係る経

費を助成するＤＸ推進トータルサポート事業の生

産性向上コースを実施しています。こうした事業

について、区のホームページにリンクを貼るなど、

積極的に周知を整備していくべきと考えますが、

伺います。 

  静岡市では、市内事業者のＤＸ化の成功事例を

ホームページに掲載し、市内企業の課題解決のき

っかけづくりに寄与しています。当区でも、区内

事業者の取組のヒントになるよう、ＤＸの事例を

詳しく紹介すべきと考えますが、伺います。 

  東京電機大学北千住キャンパスによるシステム

デザイン工学部では、ＡＩ・データサイエンスな

どの研究と人材育成を行っています。更なる区内

の産学公連携の強化で、区内事業者と最新のＡＩ

技術とのマッチングに期待が持てます。今後、区

内事業者と東京電機大学との間で、ＡＩ活用を通

じたウィン・ウィンな関係が築けるよう、区主導

で会議を推進し、研究のテーマに関心のある企業

を募って研究室につなげるなど、対応を強化すべ

きと思いますが、伺います。 
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  経済産業省などが管轄する独立行政法人情報処

理推進機構（ＩＰＡ）は、中小企業のサイバーセ

キュリティー対策事業も行っています。昨年の第

４回定例会の代表質問で、ＩＰＡが提供する中小

企業に対するサイバー対策をワンパッケージにま

とめたサイバーセキュリティお助け隊サービスの

周知について質問をしました。トキメキやホーム

ページ、ＳＮＳによる周知のほか、マッチングク

リエーターが訪問し、各種制度を紹介する中で、

本サービスに関しても紹介するとの答弁でしたが、

その後の取組状況と企業からの反響についてはど

うか。 

  また、昨年５月、経済産業省が、サプライチェ

ーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度構築

に向けた中間取りまとめを公表し、企業が取り組

むべきサイバーセキュリティー対策の枠組みとし

て評価制度を示しました。今後、中小企業であっ

ても、大企業との取引などにおいては、国が示し

た３つ星以上の評価を取得する必要が生じる可能

性があります。今年１０月に発表が予定されてい

る３つ星の評価基準のガイドラインが示された後

に、区内事業者向けに専門家による解説セミナー

を実施してはどうか、併せて伺います。 

  次に、ＣＯ２削減など環境に優しい取組につい

て伺います。 

  区は、２０１７年に、第三次足立区環境基本計

画を策定し、２０２２年度には改定をするなど、

継続して、区民、事業者等、足立区に関わる全て

の主体が協働・協創し、環境保全の取組を推進し

てきました。また、区議会と共同で、２０２１年

３月に、足立区二酸化炭素排出実質ゼロ宣言を行

い、２０５０年までにＣＯ２排出実質ゼロを目指

すことを宣言しています。 

  そこで伺います。 

  区は、第四次足立区環境基本計画策定に向けて、

環境審議会でＣＯ２削減目標などについて検討を

重ねてきました。新たに２０３５年度までに２０

１３年度比６１％以上のＣＯ２を削減する目標を

掲げる予定ですが、特に排出量の多い家庭部門で

どのように取り組むのか伺います。 

  第三次環境基本計画改定版における取組の柱、

エネルギーの効率的な利用に関連する成果指標に

おいて、２０２４年度の実績報告では、助成制度

による省エネ支援件数は目標を達成しています。

しかしながら、肝腎の区内のエネルギー使用量で

は、最新の実績値である２０２２年度の数値は、

目標から２０％以上も超過している状況です。２

０２４年度の実績値の報告はまだ先と聞いていま

すが、現状からは目標達成には及ばない見込みで

す。今後は、エネルギーの使用量だけでなく、再

生可能エネルギーの活用等も踏まえた区内エネル

ギー使用の効率化によるＣＯ２削減を進めていく

という視点で、生活指標の再検討も必要と考えま

すが、伺います。 

  環境に優しい取組には、区民の意識変容が不可

欠です。２０２４年度の実績報告によると、省エ

ネを心がけている区民の割合は、２０１９年度の

５０．３％からほぼ横ばいで推移し、５２．９％

にとどまっています。 

  そこで伺います。 

  区民にとって目に見えないエネルギーの使用量

を見える化することは、意識改革や行動変容の第

一歩として重要と考えます。まずは区役所など、

区の主要な施設で、施設ごとの電気使用量やＣＯ

２排出量を見える化し、区民に情報公開する仕組

みづくりが必要と考えますが、伺います。 

  より多くの区民の方に、環境に優しい取組を身

近に感じていただく工夫も重要です。環境省は、

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしをつくる国

民運動として、デコ活を推進しています。デコ活

とは、日々の暮らしの中で、無理なくできる省エ

ネや環境配慮の取組を広げる活動で、例えば、断

熱性の高い住まい、食品ロス削減、公共交通の利

用などの取組が推奨されており、北区や江東区な
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ども含め、全国で３７０の自治体が参加していま

す。俳優などの著名人も、デコ活の生みの親とし

て情報発信しており、特に若い世代の関心を呼ぶ

ことが期待できます。この際、当区もデコ活宣言

し、改めて区民の意識改革・行動変容につながる

契機とすべきと考えますが、伺います。 

  次に、区の公共建築物の省エネ化について伺い

ます。 

  区内には、１０２校ある学校を含め、住区セン

ターや図書館など多くの公共施設がありますが、

現在そこで使われているエネルギー使用量はどの

程度で、削減のためにどのような取組を行ってい

るのか伺います。 

  今後、施設更新の際には、維持費を適切に管理

するという視点からも、十分な省エネを実現でき

る改築・改修の取組が重要です。現在、区では、

随時可能なものからＺＥＢ認証の取得に取り組ん

でいますが、それに加えて、建物の省エネルギー

に関する包括的なサービスを契約することで、一

定の省エネによるコスト削減を保障してもらうＥ

ＳＣＯ事業の導入も視野に、省エネと維持コスト

削減の両立を図る取組を目指していくべきと考え

ますが、今後の方針を伺います。 

  次に、サステナブルファッションの取組につい

て伺います。 

  環境省は、家庭で不要になった衣類の回収を自

治体に促すため、今年３月に、サステナブルファ

ッションの推進に向けたアクションプランを策定

しました。衣類の廃棄について、２０３０年に、

２０２０年度比２５％の削減を目指すとしており、

今後自治体にも取組を促していく方針です。 

  現在、全国の６５％の自治体で衣類の行政回収

が実施されており、都内でも、北区や練馬区が実

施しておりますが、今後の当区の方針はどうか。 

  また、まずは、主要な商業施設などで回収ボッ

クスを設置して、衣類の回収をモデル実施すべき

と考えますがどうか。 

  更に、改修にとどまることなく、廃棄物を最少

化するために、リユースによる衣類の再活用につ

いても検討すべきと考えますが、併せて伺います。 

  以上で質問を終わります。御清聴ありがとうご

ざいました。 

○岩松朋子政策経営部長 私からは、初めに、デジ

タル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計

画の進捗と課題についてお答えいたします。 

  まず、区民サービス向上に関する進捗ですが、

令和４年度にオンライン申請システムを導入し、

対象手続の拡充に努めた結果、令和７年度のオン

ライン申請数は２６万４，４５９件と、導入時の

約２．３倍に増加しております。加えて、令和５

年度には、窓口ＤＸ専用端末を設置し、書かない

窓口による手続の利便性の向上を図っております。 

  また、人材育成に関しては、令和７年度から生

成ＡＩをテーマに研修を開催し、合わせて５３４

名が受講するなど、職員の能力向上を図るととも

に、ＲＰＡの活用を進めたことで、令和７年度は、

年間約１万１，０００時間の業務時間を創出し、

一部の部署では、総労働時間の削減や入力作業に

要していた時間を相談や交渉業務に充てるなど、

人にしかできない付加価値の高い業務へシフトさ

せています。 

  課題といたしましては、オンライン申請手続数

は拡大しているものの、これまでオンライン化に

当たっての明確な基準を整備していなかったこと

から、各部署による主体的なオンライン化が進ま

ず、対象手続の３７．２％にとどまっております。

このため、本年５月にオンライン化に関するロー

ドマップを策定し、令和１０年度のオンライン化

率１００％達成に向けて、各所管と連携して計画

的に取り組んでまいります。 

  次に、ＡＩに関連する部分の計画の見直しにつ

いてお答えいたします。 

  ＡＩ分野における急速な技術革新の影響は大き

く、令和４年度の計画策定時と比べ、ＡＩ活用に
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関する考え方が大きく変化しているため、計画の

改定時期を令和９年度に前倒しし、ＡＩをはじめ

とした最新技術の活用等を盛り込むことを検討し

てまいります。 

  次に、部署間のＤＸ推進の格差解消と職員のリ

テラシー向上、デジタル人材確保についてお答え

いたします。 

  業務の性質や多忙、デジタルに強い職員の有無

によって、部署間のＤＸ推進の度合いが異なるた

め、部署を超えた知見の共有やＤＸに関する意見

交換の場として、今年度から庁内ＤＸコミュニテ

ィーを設置し、ＤＸに関心が高い職員を募ってお

ります。加えて、全庁的なデジタル対応力の底上

げを図るために、区が育成すべき職員像を令和８

年度中に明確化し、それに沿った戦略的、計画的

な育成に向けて、デジタルリテラシー研修やスキ

ル取得支援等の充実を図ることで、ＤＸを推進し

てまいります。 

  次に、全庁的なＤＸを推進するためのリーダー

シップについてお答えいたします。 

  今年度から副区長を座長として、全庁的なＤＸ

や業務、働き方を改革するための推進本部を設置

し、区民と職員双方のウェルビーイングを向上さ

せていくための検討を進めております。 

  検討に当たっては、副区長と現場職員が双方向

で意見交換を行うミーティング等を開催するなど、

参加職員の意識改革や行動変容を促進するための

取組を行っておりますが、更に全庁一丸となって

変化を加速させていくため、今後も継続的に検討

会やミーティング等を開催するとともに、全ての

職員が自分事として主体的に取り組むことができ

るよう、庁内掲示板等も活用し、各職員へメッセ

ージを発信してまいります。 

  次に、職員の自発的な活動を通じた庁内ＤＸの

推進についてお答えいたします。 

  今年度より、庁内ＤＸコミュニティーを設置し、

参加職員が部署の垣根を越えた知見を共有し、Ｄ

Ｘへのモチベーションを高める場となっておりま

す。 

  今後、庁内ＤＸコミュニティーに参加するよう

な意欲的な人材が各所属部署で積極的にＤＸを進

めることができるよう、業務負荷や担う役割を含

め、デジタル人材としての位置づけの整理や各職

員をサポートする仕組みの構築を検討してまいり

ます。 

  また、他自治体の事例も参考に、募集チラシや

庁内掲示板等で、活動事例の共有を図ることで、

更なる人材発掘を積極的に進めてまいります。 

  次に、窓口ＤＸ専用端末の導入窓口拡大につい

てお答えいたします。 

  窓口ＤＸ専用端末は、申請書の作成の手間を減

らすことで利便性向上を図るものですが、窓口の

待ち時間自体は、来庁者数や処理時間等の影響も

大きく受けますので、本端末による窓口の待ち時

間短縮効果は個人単位にとどまり、効果は限定的

であると考えております。 

  このため、窓口ＤＸ専用端末の設置場所を増や

すことは考えておりませんが、オンライン申請手

続を拡充することで、来庁者自体を減少させると

ともに、窓口とバックヤード作業の連携や効率化

の検討を進め、窓口の待ち時間短縮と職員の業務

量削減を図ってまいります。 

  次に、北見市のような現場目線からの課題調査

についてお答えいたします。 

  御質問の事例のようなワンストップ窓口導入と

いった取組自体は、人口規模や窓口のスペース確

保等の関係から現状では難しいと考えております

が、区民サービス向上や業務効率化に当たっては、

現場目線で業務プロセスを徹底的に見直すことが

必要と認識しております。 

  このため、今年度から設置した全庁的なＤＸや

業務、働き方を改革するための検討会の中で、現

場職員も含めた課題調査や検討を進めるとともに、

必要に応じて、区民ニーズを調査しながら、事業
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や業務の最適化に向けた取組を進めてまいります。 

  次に、高齢者をはじめとするデジタルの活用に

不慣れな区民に対する支援についてお答えいたし

ます。 

  現在、都や通信キャリアと連携したスマートフ

ォン教室に加え、プレミアム商品券事業と連携し

た相談窓口等の展開を進めております。また、令

和９年度からは、区が主催するスマートフォン教

室についても開催を検討しております。 

  次に、ＬＩＮＥを活用したデジタルデバイド解

消についてお答えいたします。 

  ７０代の約８割が利用するＬＩＮＥの活用は、

デジタルに慣れるための入り口として効果的な手

段と考えております。現在は、ＬＩＮＥの区公式

アカウントのメニューからオンライン申請システ

ムにアクセスできるようにするなど、活用を進め

ておりますが、他自治体における活用事例も調査

しながら、有効な活用方法について検討を進めて

まいります。 

  私からは以上でございます。 

○松野美幸総務部長 私からは、ＤＸ人材を評価す

る環境づくりについてお答えいたします。 

  ＤＸ人材の育成は、国においてもその必要性が

示されており、令和９年４月に改定予定の第５期

足立区人材育成基本方針の中で、区としての考え

方を示してまいります。これらを踏まえ、ＤＸ人

材が正当に評価され、その能力を十分に発揮でき

る仕組みづくりを検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○千ヶ崎嘉彦危機管理部長 私からは、避難所受付

システムと避難所開設支援システムの実証実験の

結果及び課題についてお答えいたします。 

  まず、実証実験の結果ですが、受付での混雑緩

和や避難者数の集計の迅速化を図れたことや避難

所運営の経験の浅い方でも、開設準備や受付対応

が行えたことなど、より少ない人員で運営が可能

となることが確認できました。 

  一方、課題ですが、複数台の端末が必要なこと

や高齢者が直感で操作ができるよう、端末の操作

性を改善することが挙げられました。 

  次に、システムの導入スケジュールについてで

すが、今回の実証実験の結果や実験に参加した地

域の方へのアンケート結果にて抽出された課題を

解決し、その上でシステムの導入に向け、令和９

年度当初予算化の検討を行うなど、できるだけ早

期の導入に向けて進めてまいります。 

  次に、消防団などの関係機関と防災ＤＸの活用

促進について検討を進めるべきとの御質問につい

てですが、消防団などの関係機関との連携を強固

にするため、まずは、東京消防庁とも連携を図り

ながら、災害現場で有効な情報共有の仕組みを防

災ＤＸの活用を含めて検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○石鍋敏夫産業経済部長 私からは、区内事業者の

ＤＸ化支援についてお答えいたします。 

  初めに、中小企業へのＤＸ推進トータルサポー

ト事業の周知についてですが、区のホームページ

に関連情報のリンクを掲載するほか、事業者向け

メールマガジン等を通じて、積極的に周知してま

いります。 

  次に、ＤＸの取組事例の紹介についてお答えい

たします。 

  今後、静岡市の例を参考に、ＩＴ・ＩｏＴ導入

補助金を活用した区内事業者のＤＸ取組事例を区

ホームページで詳しく紹介してまいります。 

  次に、産学公連携の強化によるＡＩ技術のマッ

チングについてお答えいたします。 

  ＡＩ活用に関心のある区内事業者と東京電機大

学の研究室をつなぐ取組は、企業の新たな事業展

開や大学研究室の技術向上に寄与するものと認識

しております。 

  今後、区内事業者と東京電機大学との間で相互

に有益な協力関係を築くため、大学との会議を通

じてマッチングの仕組みを構築できるよう、対応
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の強化に努めてまいります。 

  次に、サイバーセキュリティー対策の周知及び

企業からの反響についてですが、区ホームページ

やＳＮＳでの情報発信のほか、マッチングクリエ

ーター訪問時に紹介を実施しました。トキメキに

つきましては、１１月号で掲載予定でございます。 

  企業の反響についてですが、マッチングクリエ

ーターの訪問結果では、本サービスを知らない企

業が多く、現状は、市販のウイルス対策ソフトで

の対応をしているため、今後更なる必要性が出た

場合に検討するなどの反応がありました。 

  今後は、生成ＡＩの活用が進むにつれ、セキュ

リティー対策の需要も増すと考えられるため、引

き続き、周知を図ってまいります。 

  次に、事業者向けのサイバーセキュリティー対

策に関するセミナーの実施についてお答えいたし

ます。 

  今後、公表されますガイドラインの内容を踏ま

えまして、区内事業者が対応できるよう、来年度

のデジタル人材育成講座等を通じ、専門家による

セミナーの開催を検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○會田康之環境部長 私からは、環境に優しい取組

に関する御質問にお答えいたします。 

  まず、足立区において排出量が多い家庭部門の

ＣＯ２削減への取組についてですが、家庭部門の

ＣＯ２削減の実現には、住宅の省エネルギー化を

一層推進する必要があります。このため、窓の断

熱や家電の更新など、省エネルギー効果が高い構

造について、多くの区民が目にする場である大規

模イベントやＳＮＳを活用した啓発策を展開して

まいります。 

  更に、太陽光発電システム導入費補助や蓄電池

を併用した場合の効果に関する情報発信など、区

民の行動につながる誘導策を充実させてまいりま

す。 

  次に、エネルギー使用の効率化を踏まえた環境

基本計画指標の再検討についてですが、国の第７

次エネルギー基本計画において、２０４０年度の

電力需要は増加に転じる見通しが示されているこ

とからも、エネルギー使用量の削減のみを成果と

して見ることは困難であると考えております。こ

のため、第４次足立区環境基本計画では、区民の

省エネルギーへの意識、行動の変容や支援策、足

立区において設置ポテンシャルが高い太陽光発電

システム導入によるＣＯ２削減効果など、新たな

指標として設定する予定です。 

  次に、日々の暮らしの中で無理なくできる省エ

ネや環境配慮を広げる活動に関する宣言、いわゆ

るデコ活宣言についてお答えいたします。 

  現在策定を進めている第４次足立区環境基本計

画では、区民の皆様に具体的で分かりやすい行動

指針を示すこととしています。新たに設定する２

０３５年度、２０４０年度のＣＯ２削減目標の実

現に向け、デコ活宣言を行うとともに、行動指針

の活用をはじめ、区民に向けた多様な意識啓発策

を実施してまいります。 

  次に、サステナブルファッションの取組につい

てお答えいたします。 

  区では現在、家庭で不要になった衣類の回収を

区のイベントや資源買取市で行っており、今後も

継続実施してまいります。 

  また、区内商業施設等における衣類回収ボック

スの設置及びリユースによる衣類の再活用につき

ましては、令和９年度の実施に向けて、事業者と

協議を進めているところです。 

  衣類の回収や再資源化を一体化した取組として

実施を検討し、循環型社会の形成や環境負荷の軽

減に有効な取組を実施してまいります。 

  私からは以上です。 

○田中靖夫施設営繕部長 私からは、まず区の主要

施設におけるエネルギー使用量の見える化に関す

る御質問についてお答えします。 

  本庁舎をはじめとする区の主要な施設ごとの電
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気使用量やＣＯ２の排出量を分かりやすく見える

化することは、区民の環境意識の高揚に有効であ

ると考えております。 

  今後、区が取り組むべき情報発信の内容につい

て検討を進めてまいります。 

  次に、区の公共建築物の省エネ化に関する御質

問にお答えします。 

  当区には、省エネ法に基づく定期報告対象施設

が、区長部局施設で２００施設、教育委員会部局

施設で１４０施設ございます。これら施設の令和

７年度におけるエネルギー使用量につきましては、

電気使用量が約５，４００万ｋＷアワー、都市ガ

ス使用量が約５００万立方メートルとなり、係る

二酸化炭素排出量は年間１万５，０００ｔに及ん

でおります。削減に向けた取組につきましては、

本庁舎をはじめ、学校施設や地域学習センター、

住区センターなどの大規模改修に合わせ、照明の

ＬＥＤ化や高効率な空調設備への更新を計画的に

実施しております。 

  また、学校施設を中心に、太陽光発電設備の導

入を進めており、自家消費による電気使用量の削

減を図っております。 

  次に、ＥＳＣＯ事業導入に関する御質問にお答

えします。 

  区の新たな財源支出を必要とせず、建物の省エ

ネを実現する手法として、ＥＳＣＯ事業は一定の

効果が見込まれる事業手法であると認識しており

ます。しかしながら、平成２０年にＥＳＣＯ事業

の導入を検討した地域学習センターでは、既に定

期的な空調設備の更新が行われ、大きな省エネ効

果が見込まれないことや施設規模が小さく、費用

回収に時間を要するため、導入を断念した経緯が

ございます。今後は、大規模施設の設備更新等の

機会を捉えて、事業者ヒアリングを行い、ＥＳＣ

Ｏ事業導入の検討を進めてまいります。 

  以上でございます。 

○吉田こうじ副議長 この際、議事の都合により暫

時休憩いたします。再開は３時２５分といたしま

す。 

午後３時０３分休憩 

午後３時２５分再開 

○伊藤のぶゆき議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。 

  ４番西の原ゆま議員。 

［西の原ゆま議員登壇］ 

○西の原ゆま議員 私は、災害対策と足タクについ

て質問します。 

  千葉県の豪雨災害は、３回も襲った線状降水帯

による特別警報レベル５となり、平年降水量の３

倍を超え、１時間１００ｍｍ以上を２５回、観測

史上第１位の降水量を記録しました。道路冠水に

より自動車に閉じ込められ犠牲になった方を含め

死者１３名、床上浸水２，０３４棟、床下浸水１，

８７８棟、道路冠水により２，５００台の車が路

上に放置されたと報告されています。玄関ドアを

開けると、泥水が流れ込んできて、ショックを受

ける間もなく水位が増し、足の不自由な家族を２

階へ避難させ、１階の浸水は冷蔵庫が傾き、畳が

水面を漂っていたなど、深刻な被害でした。 

  都内においても、内水氾濫による道路冠水など

の被害が次々と発生しています。７月に局地的豪

雨による影響で内水氾濫が起こり、栗原地域にお

いて浸水被害が発生しました。昨今の気候変動が

激しい中、今まで以上に内水氾濫対策を行う必要

があり、気候変動対策を含め、命が守られる足立

区に転換することを真剣に考えるべきです。 

  国がこれまで災害対策として重視してきたのは、

大規模な河川の護岸対策、スーパー堤防、ハザー

ドマップの浸水深の周知などの河川の氾濫対策と

して、国土強靱化を進めてきました。しかし、我

が党は、繰り返し都市部では内水氾濫が起きる危

険性を示し、老朽化したインフラ対策が必要だと

求めてきました。 

  コミュニティタイムラインは河川氾濫対策であ
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り、都市型の内水氾濫には機能しません。それが

如実に現れたのではないか。 

  都市型内水氾濫対策を最優先課題に取り組むべ

きではないか。 

  アンダーパスでの冠水被害を防ぐため、自動で

通行止めを表示し夜間も見えるエアー遮断機を導

入するべきではないか。 

  東京都は、現在７５ｍｍ対応を基本とし、整備

を進めています。今回の各地での降雨を考えれば、

今後１００ｍｍ対応も必要になるのではないか。 

  区内は５０ｍｍ対応であり、東京都が７５ｍｍ

を超える計画を持っていません。７月の豪雨は、

栗原地域での内水氾濫を防ぐことができず、千葉

県の局地的大雨による被害も、道路冠水が原因で、

人の命も犠牲になったことを教訓に、改めて特別

な地域だけでなく、足立区の時間雨量７５ｍｍを

超える降雨への対応を早期に実施するよう、東京

都へ求めるべきだがどうか。 

  ギャラクシティ敷地内には雨水ピットがあり、

学校２５ｍプールの量をためておくことができ、

今回の豪雨でも機能していましたが、床上浸水の

被害がありました。改修工事に合わせ、内水氾濫

を防ぐために、雨水ピットの貯留量を大きくすべ

きだがどうか。環七に雨水ピットを造ることも求

めるべきではないか。 

  足立区は、他区の動向を理由に、雨水タンクの

助成金制度を廃止しました。一方、埼玉県和光市

では、災害時の用水確保や内水氾濫防止のために

補助金制度を維持しています。銅板によるボウフ

ラ対策や利用者への声をホームページで公開し、

導入への不安払拭に努めており、近年は気候変動

の影響により、災害級の台風や線状降水帯への備

えが急務です。防災と日常利用を兼ね備えた雨水

タンクの助成金を復活させるべきだがどうか。 

  千葉の被災者から聞いた要望は、災害ごみの処

理や補償金、片付けの手伝いなどと問合せが多く、

どこに相談したらいいか分からない、被災された

方が、すぐに問い合わせることができる災害対応

コールセンターを設置することでした。足立区も、

浸水被害で被災された方が、どこに相談すればい

いか分からないことがないように、迅速な災害対

応コールセンターを立ち上げられるように準備を

すべきと思うがどうか。 

  熊本地震では、２万件を超える住宅被害が発生

し、６，０００人以上が避難生活を送る中、発災

から２週間たっても、体育館の床に直接寝る、食

事は菓子パンのみといった苛酷な状況が続き、２

０２４年に内閣府が改定した避難者生活指針と現

場の実態が大きく乖離していました。 

  １０年前の災害と同様に、集積所に支援物資が

届いても、そこから各避難所や被災者個人へ届く

ラストワンマイルで停滞しました。 

  自治体の正規職員が、３０年前と比べ最大約２

５％減少している構造的要因も影響し、職員自身

も被災者である中、数時間しか帰宅できない管理

職や休まず勤務する避難所担当の現場職員など、

限界を超えた過重負担が常態化しています。 

  現在、国は、地方自治法改正により、国の補完

的指示権が書き込まれ、災害時は国が指示するよ

うになりました。指示待ち自治体になると批判が

相次いだ中、能登地震が発生した際、足立区は支

援のため、真っ先に現地へ支援物資を届け、大変

に歓迎された経験がある一方で、各自治体が支援

要請を発信し、それに対応することが減りました。 

  熊本地震でも、プッシュ型支援として、県の職

員は助かった、人は足りていると言いますが、実

際は現場では足りていません。必要なのは、トッ

プダウンではなく、ボトムアップでしっかりと当

事者や現場の声がすぐに反映される仕組みや現場

からの声を吸い上げて、直ちに生かしていくよう

なことが必要ではないか。 

  足立区は、令和７年度に、福祉避難所の要支援

者用として７，０００台の折り畳みベッドを導入

しました。熊本地震の避難所では、１０日後でも、
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持参した毛布を敷いて雑魚寝のところもありまし

た。段ボールベッドが広域防災拠点に５，０００

セット送られましたが、６割が避難所に届いてい

ませんでした。足立区の第一次避難所には、折り

畳みベッドも段ボールベッドも備蓄がありません。

福祉避難所の開設は、発災後数日要するため、第

一次避難所に折り畳みベッドや段ボールベッドの

備えが必要です。１２４か所の第一次避難所の要

配慮者対応のため、四、五台からでも可能な限り

備蓄することを求めるかどうか。 

  区は、避難所で煮炊きをしないという方針から、

大型調理レンジを廃棄し、カセットコンロへの切

替えを行いました。しかしながら、何百人分もの

アルファ化米やレトルト食品用のお湯をカセット

コンロだけで沸かすのは非現実的です。熊本地震

からの教訓として、国の支援物資は発災２日後に

届く想定が、実際には２週間が経過しても、菓子

パンしか配られない避難所がありました。 

  被災地八代市の事例では、ボランティアによる

手作りの炊き出し、丼物が１時間足らずで配り終

わり、カップラーメン等の高塩分な食事が続く中、

被災者の健康面からも、温かい手作りの料理を強

く求めています。更に、住民やボランティアの方

が大型調理レンジを使って一緒に温かい料理を作

ることは、被災者のストレス軽減や疲労回復にも

つながります。避難所での大量の煮炊きができる

大型調理レンジを再び備蓄すべきだがどうか。 

  ８月に、区内で震度５弱を観測した地震では、

ほとんどのエレベーターも安全上のため緊急に停

止しました。しかし、復旧に長時間掛かったとこ

ろがあります。エレベーターが止まれば、降りる

ことができず、電気が使えないと、トイレも使う

ことができません。どこの世帯にも身近に起こり

うることです。 

  区内には、現在１０以上のタワーマンション建

設の計画がありますが、３０階建てが平均のタワ

ーマンションが増えていくことは、災害対策にと

って、新たなリスク要因があるのではないでしょ

うか。 

  区は、災害時のトイレ対策として、１人１日５

回から７回分の目安に家庭での備蓄を呼び掛けて

います。在宅避難でも、深刻な断水時のトイレ対

策に簡易トイレの配布を求めてきました。区は、

イベント時や防災の学習のときに配布、町会や自

治会の防災備蓄倉庫に入れるとしていますが、災

害弱者や外に歩きに行けない困難を要する方の世

帯が取り残されてしまいます。簡易トイレを配布

する自治体が増えており、江東区は、災害用携帯

トイレセットを全世帯に配布し、携帯トイレ配布

コールセンターも開設しています。災害時の断水

時の対策として、簡易トイレを全世帯に配布すべ

きと思うがどうか。 

  災害時、開設されるマンホールトイレで使用す

るテントは、プライバシーの確保が難しく、女性

は使えません。とりわけ、夜は影が映ってしまう

との声があります。改善策を示すよう求めてきま

したがどうか。 

  足立区は、東京都浴場組合足立支部と災害協定

を結んでいますが、公衆浴場のない地域も区内に

は多く、区内スポーツクラブや温浴施設に、災害

時の入浴施設を提供してもらうよう、協定締結に

直ちに取り組むことを求めてきましたが、改めて

協定の働きかけを進めるべきではないか。 

  特に、乳幼児などには、入浴機会を直ちに提供

できるように、災害温水シャワーの備蓄を行うこ

とを求めましたが、区は、カセットコンロで湯を

沸かし、沐浴をしていただくと回答し、非現実的

です。避難所運営訓練などで実際に温水シャワー

を検証した上で対応を再検討することを求めてき

たがどうか。 

  我が党は、防災無線の聞こえない対策を繰り返

し求めてきました。地域住民にとって、防災無線

は命に関わる重要な情報減です。遮音性の高い住

宅や激しい風雨の影響で放送が届かない事態を防
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ぐため、他自治体では対策が進んでいます。例え

ば、狛江市では高齢者や障がい者に、港区では非

課税世帯等に無償で防災ラジオを配布しています。 

  足立区でも、情報の格差をなくし、住民の命を

守るため、希望する世帯や特に聞こえづらい地域

の世帯に対して、防災ラジオを無償貸与する制度

を早期に創設すべきだがどうか。 

  以上、答弁を求めます。 

  次に、足タクは、２０２４年６月の実証実験を

経て、２０２５年４月から本格運行へと移行しま

したが、利用者は１日平均１０人程度にとどまっ

ています。料金は１回５００円、メーターにより

１，０００円と高額で、利用にちゅうちょする住

民もいます。運行エリアの課題は、西新井駅や東

京女子大足立医療センターなど行きたい目的地が

対象外です。そして、利用方法が知られておらず、

足タク制度自体を知らない、登録をしていても未

利用の方もいます。 

  乗降客数の多かったはるかぜ３号が廃止となり、

鹿浜地域では、加賀団地からも出る都バス里４８

の土日運行が今年４月から突然全便運休となり、

交通不便が深刻化しています。 

  区は、十分な他自治体の事例共有がないまま、

ごく一部の町会や自治会の住民アンケートを行い、

相乗りなし前提で５００円という高い料金設定で

スタートした経緯を改め、今からでも、かつて足

タク登録会で区が場所を設けたように、住民協議

会を立ち上げて、広く地域住民のための足タク改

善のアンケートを行い、住民の声を生かすよりよ

いものにする仕組みづくりを考えるべきではない

か。 

  以上、答弁を求めまして、この場からの質問を

終わります。 

○真鍋兼都市建設部長 私からは、水害対策の御質

問のうち、まず、都市型内水氾濫対策を最優先課

題に取り組むべきではないかとの御質問にお答え

いたします。 

  これまでも、ハードやソフト両面から様々な対

策を行ってまいりましたが、令和８年８月、千葉

豪雨での内水被害を受けて、都市型内水氾濫対策

の更なる強化が必要と認識しております。 

  今後、ハード面の対策としては、アンダーパス

等の危険箇所に監視カメラや注意喚起標識の設置

を進めるとともに、横断側溝等の設置により、路

面排水能力の向上を図ってまいります。 

  ソフト対策としては、区の水防計画における通

行止め箇所の見直しや大雨時のアンダーパスへの

進入禁止の周知を行ってまいります。 

  加えて、区民向けの対策として、止水板設置工

事助成の拡充を検討しております。 

  次に、エアー遮断機を導入すべきではないかと

の御質問にお答えいたします。 

  千葉豪雨では、通行止めの措置をするまでの間

に車両が進入し、犠牲者が発生したことを踏まえ、

エアー遮断機のような自動で通行止めの措置を行

う設備の早期導入を検討してまいります。 

  次に、下水能力の１００ｍｍ対応も必要になる

のではないかとの御質問にお答えいたします。 

  現在、１００ｍｍ対応とする計画がないため、

１００ｍｍ対応を求める意見を東京都に伝えてま

いりますが、区としましても、アンダーパスの冠

水被害防止対策や止水板の設置助成強化などに取

り組んでまいります。 

  次に、時間雨量７５ｍｍを超える降雨への対応

を早期に実施するよう東京都へ求めるべきとの御

質問にお答えいたします。 

  東京都下水道局は、令和５年に改定された東京

都豪雨対策基本方針により、区部では、浸水対策

の目標水準を時間７５ｍｍとしておりますが、足

立区では、現在、全域５０ｍｍ対応となっており

ます。特別区下水道事業促進連絡会では、東京都

に時間７５ｍｍに対応した早期整備及び内水氾濫

を含めた浸水被害の軽減を要望しているところで

す。なお、７５ｍｍを超える計画への対応につい
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ては、東京都へ伝えてまいります。 

  次に、ギャラクシティ敷地内に内水氾濫を防ぐ

ために雨水ピットの貯留量を大きくすべきと環七

に雨水ピットをことも求めるべきとの御質問にお

答えいたします。 

  今回の浸水被害を受け、東京都下水道局に、ギ

ャラクシティ周辺における下水道施設の改善を要

望しております。 

  今後も、引き続き、改善方法について協議を進

め、ギャラクシティ敷地内の雨水ピットの増強や

環七への雨水ピットの設置の可能性についても確

認してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○會田康之環境部長 私からは、雨水タンクの助成

金の復活についてお答えいたします。 

  雨水の有効活用と区民の省資源及び環境共生へ

の意識啓発のため、令和５年度まで雨水タンク設

置費補助金を実施しておりましたが、終了となる

数年前から申請件数が１０件以下となり、各種補

助金の整理、見直しの中で終了といたしました。

限られた予算、人員の中で、より効果的な補助業

務となるよう努めており、雨水タンクへの補助金

の復活は考えておりません。 

  私からは以上です。 

○岩松朋子政策経営部長 私からは、災害対策の御

質問のうち、災害対応コールセンターの立ち上げ

についてお答えいたします。 

  区では、地域防災計画において、発災時は速や

かにコールセンターを再開させると定めており、

災害時の問合せを想定したＱ＆Ａを用いながら対

応をいたします。 

  また、コールセンターの迅速かつ円滑な再開の

ため、年２回、職員による開設、電話対応訓練を

定期的に実施しております。 

  引き続き、被災された方の相談に迅速に応じる

体制を整えてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○千ヶ崎嘉彦危機管理部長 私からは、まず初めに、

災害時において、当事者や現場の声が災害対応に

反映される仕組みが必要ではないかについてお答

えいたします。 

  災害時は、様々な事象に迅速に対応するため、

トップダウンでのスピーディーな判断が求められ

ます。一方で、現場の声を吸い上げ、それを対策

に反映させるボトムアップの動きもまた極めて重

要であり、こうした仕組みも必要だと認識してお

ります。これまでの他自治体での災害対応を教訓

とし、トップダウンとボトムアップの両輪がしっ

かりと機能する災害対応体制を整えてまいります。 

  次に、第一次避難所にベッドを備蓄することに

ついてお答えいたします。 

  避難所における良好な生活環境の確保、とりわ

け要配慮者への負担軽減は重要であり、第一次避

難所へのベッドの必要性も認識しております。一

方で、避難所の備蓄スペースの確保も大きな課題

であります。そのため、第一次避難所となる学校

などとも調整を図りながら、必要なスペース確保

に努めるとともに、可能な範囲で折り畳みベッド

の備蓄について検討してまいります。 

  次に、避難所に大型調理レンジを再備蓄すべき

についてお答えいたします。 

  区では、令和７年第２回定例会での答弁を踏ま

え、灯油のみで稼働する新しい大型調理レンジの

導入を含め、効果的な食事の提供方法について調

査研究を進めてまいりました。その結果、大型調

理レンジにつきましては、発災直後の混乱期にお

ける避難者自身による調理や食材確保の難しさな

どを考慮し、現時点では大型調理レンジの再備蓄

は行わないこととし、既存の備蓄品を活用し、短

時間で多くの避難者に食事を提供できる運用を進

めてまいります。 

  次に、タワーマンションが増えていくことは、

災害対策にとって新たなリスク要因があるのでは

ないかとの御質問についてお答えいたします。 
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  タワーマンションが増えれば、高層建築物特有

の災害リスクも増えていくこととなり、災害対策

上の新たなリスク要因であると受け止めておりま

す。こうしたリスクに対処するため、タワーマン

ション特有の災害リスクを明確にした上で、事業

者や管理組合等に対し、主体的な住まいの推進や

在宅避難を支援する東京都の東京とどまるマンシ

ョン普及促進事業の周知、活用を働きかけ、関係

者と連携した具体的な防災対策を進めてまいりま

す。 

  次に、災害時の断水時の対策として、簡易トイ

レを全世帯に配布すべきとの御質問についてお答

えいたします。 

  都が令和４年５月に公表した首都直下地震等に

よる東京の被害想定報告書によると、大規模地震

発生時の上水道断水率は約５０％と想定されてお

り、約半数の住宅では、水洗トイレの使用が可能

との見込みです。このため、現時点で全世帯への

簡易トイレの一律配布は予定しておりませんので、

区が実施している集合住宅への携帯トイレ購入費

用の助成制度や携帯トイレの普及啓発事業により、

外出困難な方などにも、自助としての備蓄をお願

いしているところでございます。 

  今後は、並行して、区立公園、町会や自治会倉

庫などへの分散備蓄を進める予定ですので、配布

方法についても、検討を進めてまいります。 

  次に、災害時開設されるマンホールトイレで使

用するテントについて、改善策を示すよう求めて

きたかどうかとの御質問についてお答えいたしま

す。 

  マンホールトイレのテントにつきましては、各

避難所施設の限られた備蓄スペースに備蓄するた

め、コンパクト性に優れたテント式を採用してお

ります。テントの耐用年数は約１５年とされてお

り、耐用年数を迎えたテントについては、よりプ

ライバシーに配慮した製品へと切り替えてまいり

ますが、年１回の点検で使用不可と判断されたも

のについては、耐用年数を待たずに、順次、新製

品への入替えを進めてまいります。 

  なお、第一次避難所におけるマンホールトイレ

につきましては、防犯やけが防止の観点から、夜

間は原則使用禁止とし、校舎内トイレを活用して、

携帯トイレを使用することとしております。 

  次に、区内のスポーツクラブや温浴施設に災害

時の入浴施設を提供してもらうよう交渉してはど

うかとの御質問についてお答えいたします。 

  現在、温浴施設の事業者と災害時協定締結に向

けた協議を進めておりますので、まずはこの協定

を確実に締結し、その上で他の事業者にも働きか

け、災害時の入浴体制を整えられるよう、引き続

き取組を進めてまいります。 

  次に、災害時における乳幼児などの入浴機会の

提供についてお答えいたします。 

  災害用温水シャワーにつきましては、他自治体

における導入状況の調査やメーカーへの聞き取り

などを行い、導入に向けた検討を進めてまいりま

した。その中で、実際の災害時に有効活用するた

めには、必要となる数量や備蓄場所、水の確保、

衛生管理など、具体的な運用方法について整理す

る必要があることが分かりました。 

  今後は、これまでの調査研究結果を踏まえ、今

年度末を目途に、課題を整理する中で、温水シャ

ワーの導入の可能性を見極めてまいります。 

  次に、防災ラジオを無償貸与する制度を早期に

創設すべきとの御質問についてお答えいたします。 

  防災ラジオについては、現時点では無償貸与す

る予定はありませんが、大切な命を守るため、情

報の格差をなくし、どのような仕組みで区民に漏

れなく情報を届けていくのか、他自治体での事例

も参考にしながら、様々な方策を検討してまいり

ます。 

  私からは以上でございます。 

○長澤友也交通対策担当部長 私からは、足立区デ

マンドタクシー、足タクにおいて改善のためのア
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ンケート実施や住民協議会を立ち上げるべきとの

御質問についてお答えします。 

  まず、足タクは、既存バス路線が運行する中で

のそれを補完する交通手段として導入しており、

本格運行移行後の令和７年度にも、アンケート調

査を実施しております。しかしながら、既存公共

交通も変化していることから、定期的な移動ニー

ズの把握の必要性は認識しております。各地で場

所を設けてのヒアリングを実施することは考えて

おりませんが、現在、本定例会にて、かねてより

要望の多かったアプリからの配車依頼ができるよ

う、開発費用を補正予算に計上させていただいて

おります。実施の際は、アプリの効果検証も含め、

改善のためのアンケート調査を対象地域で実施し

てまいります。 

  次に、住民協議会の設置についてですが、足タ

クは、区が地域と相談しながら始めた事業であり、

今後も、定期的にアンケート調査にて、住民の意

見を聴取することから、住民協議会の立ち上げの

考えはございません。 

  以上です。 

○西の原ゆま議員 私から再質問させていただきま

す。 

  まず、雨水タンクの助成金制度はつくらないと

いうところで、申請件数が数件で少なかったから

という答弁だったんですけれども、私が質問した

のは、今年経験をした線状降水帯による降雨を考

えれば、浸水被害を防ぐために、雨水タンクが注

目を浴びているこの現状や防災の観点からも、助

成金を復活すべきだと求めています。 

  再度答弁を求めます。 

  そして、イベントのときに、簡易トイレを全戸

配布をしないという答弁だったんですが、ここで

私が質問したのは、家から出られない、困難を要

する方、災害弱者が取り残されてしまうために、

江東区や新宿区では、簡易トイレを全戸配布して

いるということで求めたので、この答弁、再度答

弁を求めたいと思います。 

  以上です。 

○會田康之環境部長 私からは、西の原ゆま議員の

雨水タンクの助成金の復活に関する再質問につい

てお答えいたします。 

  繰り返しの答弁にはなりますけれども、限られ

た予算、人員の中で、この補助事業を進めていく

ことになりますので、今回、雨水タンクへの補助

金の復活は考えておりません。 

  私からは以上でございます。 

○千ヶ崎嘉彦危機管理部長 西の原ゆま議員からの

再質問のうち、携帯トイレの件につきまして、私

から御答弁申し上げます。 

  携帯トイレ、家から出られない方々、皆様への

対応として求めているということでございますが、

先ほど御答弁申し上げたとおり、常時からやはり

備蓄をしていただきたいと私ども考えております。

家から出られない方、非常にそういったものを購

入するのも困難だとは思いますが、その中でも、

なるべく災害が起きる前から、こういったものを

備蓄をしていただきたいというふうに考えており

ます。なお、この後考えております町会の倉庫等

に備蓄トイレを備蓄する際には、その配布方法に

ついては、また改めて検討させていただきたいと

考えております。 

  以上でございます。 

○伊藤のぶゆき議長 次に、２番加地まさなお議員。 

［加地まさなお議員登壇］ 

○加地まさなお議員 是々非々の会（維新・参政・

無所属・立憲）の加地まさなおです。執行機関の

皆様におかれましては、是非、明確で前向きな御

答弁をお願いいたします。 

  まず初めに、公共施設の課題に向けた今後の取

組についてお伺いいたします。 

  本区では、公共施設の老朽化や将来の更新費用

を踏まえ、公共施設マネジメントを進めています。

職員意識調査では、回答者のうち、公共施設等総
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合管理計画をよく理解している割合は約１０％、

公共施設マネジメントと自身の業務との関連性を

感じている割合は４６％であり、職員の理解と自

分事化を促すとしています。公共施設マネジメン

トは、１つの部署だけで完結するものではありま

せん。子ども、高齢者、福祉、教育、生涯学習、

地域、防災など、それぞれの行政課題と公共施設

をどう結びつけるかを考えることが重要でありま

す。 

  また、公共施設の在り方を考える上では、ＥＢ

ＰＭに基づく検証も必要です。利用状況、維持管

理費、更新費等、測れるものはできる限り測る。

一方、地域のつながり、人が持つ役割、地域への

愛着など、数字だけでは捉え切れない価値もあり

ます。測れるものはできる限り測る。しかし、測

れるものだけを価値とはしない。この両方を踏ま

え、公共施設の在り方を考える必要があると考え

ます。 

  以下伺います。 

  １、公共施設の統廃合・複合化の目的は、単に

施設や延べ床面積を削減することではなく、必要

な行政サービスを維持・向上させながら、将来世

代に過度な負担を残さない公共施設へ再編するこ

とにあると考えますが、区の認識を伺います。 

  ２、公共施設の統廃合や複合化を判断する際、

区はどのような判断基準を用いる考えなのか伺い

ます。また、区民にも判断過程が分かるよう、そ

の基準を明確にする必要があると考えますが、区

の見解を伺います。 

  ３、区民が統廃合の必要性を理解できるよう、

利用人数、維持管理費、将来の更新費、利用者１

人当たりのコストなどを可能な限り見える化し、

判断根拠を示す必要があると考えるがどうか見解

を伺います。 

  ４、新たな行政需要が生じる度に施設を造るの

ではなく、既存施設を子どもたちの居場所、高齢

者の社会参加、生涯学習、地域活動など、複数の

行政課題の解決につなげていくことも必要と考え

ますが、区の見解を伺います。 

  ５、公共施設の統廃合や複合化については、行

政が案を固めた後に区民に説明するだけではなく、

検討の早い段階から地域住民や利用者の声を把握

し、地域課題や施設の活用方法を共に考える仕組

みも必要と考えるがどうか見解を伺います。 

  ６、公共施設の更新、統廃合、複合化を検討す

る際には、施設を所管する部署だけで用途を考え

るのではなく、福祉、子ども、教育、生涯学習、

地域、防災など、庁内の様々な行政課題や地域ニ

ーズを横断的に把握する必要があります。各所管

から地域課題や施設需要を集約し、公共施設の再

編や活用につなげる庁内横断的な仕組みを構築す

べきと考えますが、区の見解を伺います。 

  ７、公共施設の統廃合や複合化を行った後には、

施設数や維持管理費の削減だけでなく、利用状況、

行政サービスへのアクセス、地域活動、多世代交

流など、当初期待した政策効果が実際に生まれて

いるのかを検証し、その結果を次の公共施設マネ

ジメントに反映する仕組みが必要と考えますが、

区の見解を伺います。 

  次に、旧北鹿浜小学校について伺います。 

  旧北鹿浜小学校については、令和６年１２月に、

文教施設又は研究施設として活用事業者を公募し

たが応募がなく、その後、文部科学省のみんなの

廃校プロジェクトに登録し、活用の可能性を検討

してきました。その中で、今回、東京大学から、

旧北鹿浜小学校を国家的な宇宙資源開発及び月面

開発の研究教育拠点として活用したいとの申出が

あったと伺っております。 

  校舎、体育館、グラウンド等を活用し、宇宙資

源、月面環境、探査機器、ロボット等に関する研

究・開発・実証を一体的に行う（仮称）東大・足

立区月面基地地上実証キャンパスを整備するとい

う提案であります。更に、研究だけでなく、子ど

もたちへの教育機会の提供、区内企業との技術交
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流、試作、共同研究など、教育や産業への地域貢

献も示されています。 

  日本を代表する大学の最先端研究拠点が足立区

に生まれ、子どもたちが宇宙開発の最前線に触れ、

区内企業が新たな産業につながる可能性が生まれ

ることは、本区にとっても大きなチャンスであり

ます。母校である北鹿浜小学校への意味ある利活

用の提案、実現に向け、是非前向きに進めていた

だきたいと考えます。一方、今回の提案から、今

後の公共施設活用を考える上で重要なことも見え

てきました。それは、単に誰が施設を使うかだけ

ではなく、その活用によって地域に何が生まれ、

どれだけ持続的な地域貢献につながるかというこ

とです。 

  以下伺います。 

  １、東京大学から示された今回の提案を区はど

のように評価しているのか。また、実現した場合、

本区の教育、産業、地域などにどのような効果を

期待しているのか伺います。 

  ２、今回の連携を旧北鹿浜小学校の施設利用だ

けで終わらせず、教育、産業、防災など幅広い分

野に発展させ、東京大学と本区が継続的な関係を

築くことが重要であると考えます。包括連携協定

等により、長期的な連携につなげていく考えはな

いか伺います。 

  ３、今回の東京大学からの提案では、研究・教

育だけではなく、子どもたちへの学習機会、区内

企業との連携など、地域への持続的な貢献が具体

的に示されています。今後、学校跡地をはじめ、

公共施設の活用方法を決定する際には、財政効果

や施設の利用可能性だけではなく、地域課題の解

決、地域への持続的な貢献、複数の政策効果をど

れだけ生み出せるかを判断基準として位置づける

べきと考えるがどうか伺います。 

  ４、更に具体的な事業者を選定する段階におい

ても、財政面や施設の利用方法だけではなく、そ

の活用によって地域にどのような価値や波及効果

が期待できるのかを評価基準として位置づけるべ

きと考えますが、区の見解を伺います。 

  次に、他自治体の事例について伺います。 

  奈良県天理市では、みんなの学校プロジェクト

を進め、学校教育、子どもの課外活動、地域活動

を組み合わせる学校３部制により学校を地域全体

の拠点として活用しています。旧北鹿浜小学校に

ついては、新たな活用の可能性が示されましたが、

今後も、本区では、公共施設の更新、統廃合、複

合化が進んでいきます。その際、１つの施設を１

つの用途だけで考えるのではなく、子ども、高齢

者、生涯学習、地域活動など、複数の行政課題を

つなぐという考え方は、大変参考になります。 

  そこで、以下伺います。 

  １、今後、学校跡地や公共施設の複合化を検討

する際、教育だけではなく、生涯学習、地域活動、

多世代交流などを組み合わせ、地域づくりの拠点

として活用する考えを区はどのように評価するか

伺います。 

  ２、公共施設の価値を評価する際、利用者数や

維持管理費だけではなく、子どもたちが地域の大

人とつながること、高齢者が居場所や役割を持つ

こと、地域の担い手が育つことなど、地域コミュ

ニティーに生まれる効果も公共的価値として評価

すべきと考えるがどうか見解を伺います。 

  ３、学校をはじめとする公共施設について、本

来の用途を維持しながら、利用されていない時間

帯や空間を生涯学習、地域活動、多世代交流など

に活用し、新たな施設整備を抑えながら、既存施

設の価値を最大化する考え方も必要と考えるがど

うか。また、今後の学校改築・更新に当たっては、

こうした地域利用も想定し、動線やセキュリティ

ー、利用区分などを設定段階から検討すべきと考

えますが、併せて伺います。 

  ４、天理市をはじめとする先行事例を踏まえ、

本区においても、教育、生涯学習、地域活動、多

世代交流などを組み合わせた公共施設活用につい
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て、対象となり得る施設や地域を具体的に選定し、

実施に向けた検討を進めてはどうか、区の見解を

伺います。 

  次に、公共施設を活用した認知症・介護予防と

社会参加について伺います。 

  本区では、令和８年４月、足立区認知症ととも

にいつまでもこの町で条例を施行しました。条例

では、認知症になっても、やりたいことを諦めず

挑戦できるまちを目指し、本人の意思や尊厳、社

会参加を大切にしています。 

  現在は、認知症施策推進計画を策定する段階で

あり、条例の理念を具体的な施策としてどう実現

するかが重要であります。高齢者や認知症の方を

常に支えられる側に置くのではなく、経験や得意

なことを生かし、地域を支える側にもなれる環境

整備が必要であります。 

  ９月５日、６日には、アリオ西新井店で、認知

症月間イベントが開催され、区職員や地域包括支

援センター、いわゆる包括の職員による認知症Ｖ

Ｒ体験などが行われていました。レビー小体型認

知症の方が、周囲をどのように見ていることがあ

るのかを疑似体験することができました。認知症

知識として学ぶだけではなく、本人の立場から、

その世界を体験し、理解することにつながるイベ

ントでした。 

  また、本区では、地域の認知症サポーターなど

がチームを組み、認知症本人やその家族の支援ニ

ーズに合った具体的な支援につなげる足立区版チ

ームオレンジがあります。認知症本人が住み慣れ

た地域で自分らしく安心して暮らし続けられるよ

う、地域で共生していくための活動を行う意義あ

る取組であります。 

  そこで、以下伺います。 

  １、認知症・介護予防では、運動や脳トレだけ

でなく、人と会う、会話する、外出する、社会と

つながる、役割を持つなど、日々の暮らしそのも

のを豊かにすることも重要と考えますが、区の認

識を伺います。 

  ２、認知症の方や高齢者を支援される側に固定

せず、本人の希望や得意なことを生かして地域で

役割を持てる環境をつくることが、本人の居場所

や生きがい、地域の新たなつながりにもなると考

えますが、区の見解を伺います。 

  ３、認知症施策を高齢者福祉だけで完結させず、

社会参加、生涯学習、地域活動などとつなぎ、人

と関わり、学び、更に自らの経験や得意なことを

生かして、地域の中で役割を持てる場づくりを現

在策定中の認知症施策推進計画に位置づける必要

があると考えますが、区の見解を伺います。また、

行政が活動を一方的に用意するのではなく、認知

症本人や高齢者が何をしたいのか、どのような経

験や得意なことを地域で生かしたいのか、本人の

声を継続的に把握し、具体的な施策につなげる仕

組みも必要と考えますが、併せて伺います。 

  ４、認知症施策推進計画の策定や今後の施策の

検証においても、認証本人を単に意見を聞かれる

側とするのではなく、施策を共につくり、評価す

る当事者として参画できる仕組みを取り入れるべ

きと考えますが、見解を伺います。 

  次に、多世代が集う複合的な地域拠点について

伺います。 

  本区が実施するあだち脳活ラボを監修する筑波

大学名誉教授の朝田隆先生と俳優の山本學さんの

講演会で印象に残った話がありました。区長ブロ

グでも、朝田先生のクリニックを山本さんが学校

と表現していることが紹介されています。この学

校という言葉には、認知症・介護予防を考える上

で重要な手掛かりがあると感じました。 

  単に認知症予防のために通うのではなく、学ぶ、

人と会う、体を動かす、誰かの役に立つ、その結

果として、健康づくりや認知症・介護予防にもつ

ながる。 

  このような学校の考え方を認知症・介護予防だ

けにとどめず、地域の中に広げていくことはでき
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ないか。今後の公共施設の更新や統廃合、複合化

などの機会を捉え、子どもから高齢者までが集い、

学び、互いに役割を持てる地域拠点をつくるとい

う考え方であります。 

  例えば、午前は高齢者が運動、脳トレ、文化、

料理、スマートフォン操作などを学ぶ大人の学校。

午後は授業を終えた子どもたち集まり、午前は生

徒だった高齢者の方が経験や得意なことを生かし

て先生にもなる。反対に子どもたちが先生になる

こともできる。支える側と支えられる側、先生と

生徒を固定せず、世代を超えて互いに学び、役割

を持てる場所であります。 

  そこで、以下伺います。 

  １、あだち脳活ラボの現在の利用状況、継続利

用、参加者の反応などをどう評価しているのか伺

います。また、今後どのように発展させる考えな

のか伺います。 

  ２、認知症・介護予防、生涯学習、子どもの居

場所、高齢者の社会参加、多世代交流、地域活動

など、複数の行政課題を１つの公共施設へつなぎ、

１つの施設、１つの投資から、より多くの政策効

果を生み出すことを今後の公共施設活用の基本的

な考え方として位置づけるべきと考えるがどうか

見解を伺います。 

  ３、その具体策として、学ぶ、つくる、食べる、

教える、教わるを通じ、多世代が自然につながり、

互いに役割を持つみんなの学校のような取組を今

後の公共施設の更新、統廃合、複合化の機会を捉

えて検討してはどうか伺います。 

  ４、高齢者が専門職の代替ではなく、子どもた

ちの見守りや交流に関われることは、高齢者自身

の社会参加につながります。更に、子育て世帯の

安心にもつながり、この地域で子どもを育てたい

と思える地域の魅力にもなり得ます。多世代が自

然に関われる場を今後の公共施設活用の中でつく

る考えはないか伺います。 

  ５、多世代の地域拠点を継続的に運営するため

には、行政だけではなく、地域包括支援センター、

学校、地域団体、大学、民間事業者など、地域の

様々な主体が関われる仕組みが必要と考えます。

今後、地域資源をどのようにつなぎ、継続的な運

営を支える体制を構築していく考えなのか、区の

見解を伺います。 

  ６、高齢者が子どもたちの見守りや交流に関わ

る場合には、安全管理、責任分担、担い手の確保

など、整理すべき課題があることは認識していま

す。そこで、まずは既存の公共施設や既存事業を

活用し、１地域で小規模なモデル事業として実施

する考えはないか伺います。また、高齢者、子ど

もたち、保護者、それぞれの効果や参加状況、継

続性、運営上の課題などを検証し、その結果を踏

まえて改善した上で、他地域への展開を判断する

仕組みとしてはどうか見解を伺います。 

  以上、私の質問とさせていただきます。御清聴

誠にありがとうございました。 

○佐々木拓資産活用部長 私からは、初めに、公共

施設の集約・複合化の目的の区の認識についてお

答えいたします。 

  加地議員御質問のとおり、限られた財源の中で

も、区民サービスを維持向上させつつ、将来世代

に過度な負担を残さない公共施設へと再編してい

くことは、本区の公共施設マネジメントの基本認

識でございます。 

  次に、公共施設の集約や複合化の判断基準と基

準の明確化についてお答えいたします。 

  公共施設の集約や複合化の判断は、施設の老朽

度や利用状況、将来の行政需要、地域ごとの施設

配置バランスなどの視点から総合的に評価し、判

断する必要があると考えております。現在、これ

らの視点から、全庁的に検討するための判断基準

として、公共施設の更新等に関する基本的な考え

方を令和９年３月策定に向けて検討を進めており

ます。区民の皆様への説明責任は、大変重要と認

識しており、判断の基礎となる総合管理計画や関
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連計画を区ホームページなどで公表することで、

判断基準の明確化と判断過程の透明性確保に努め

てまいります。 

  次に、区民が集約の必要性を理解するための判

断根拠の見える化についてお答えいたします。 

  公共施設の再編等を進めるに当たり、利用人数

や維持管理費、将来の更新費といった客観的な数

値を見える化し、判断根拠を示すことは、区民の

皆様の御理解と御協力をいただくために極めて重

要であると認識しております。区では、これまで

も、ホームページやイベント等を通じ、区の公共

施設全体に掛かった１年間の光熱水費など維持管

理費や将来見込まれる更新費用など、情報発信に

努めてまいりました。 

  今後も、利用者１人当たりのコストなどの数値

を見える化し、あだち広報やＳＮＳなど、様々な

媒体を活用しながら、分かりやすく情報発信する

ことで、区民の皆様へ丁寧に説明してまいります。 

  次に、既存施設を活用して新たな行政需要など、

複数の行政課題の解決につなげていくことも必要

との御質問にお答えします。 

  新たな行政需要への対応につきましては、公共

施設等総合管理計画の具体的な取組内容で、空き

スペースを転用に第一に検討することとしており

ます。そのため、まずは、毎年実施している施設

基礎調査で、既存施設の空きスペースを一元的に

把握できる仕組みを構築し、今後、新たな行政需

要が生じた際には、既存施設の活用をすることで、

複数の行政課題の解決につなげてまいります。 

  次に、公共施設の集約・複合化における住民参

加の仕組みが必要との御質問にお答えいたします。 

  公共施設の再編等を検討する際には、計画の早

い段階から地域住民や利用者の皆様と課題を共有

し、御意見を伺うことが不可欠であると認識して

おります。 

  今後、具体的な施設の検討に当たっては、地域

の実情に応じた最適な活用方法を共に考えるため、

住民参加型のワークショップなどを通じた地域住

民や利用者の皆様の御意見を伺う仕組みを構築し

てまいります。 

  次に、公共施設の更新等を検討する際の庁内横

断的な仕組みを構築すべきとの御質問にお答えし

ます。 

  本区では、区長をトップとし、全庁的な視点で

公共施設マネジメントを推進する足立区公共施設

マネジメント推進委員会を設置しています。この

委員会では、各部における情報や課題を集約し、

公共施設等総合管理計画に基づき、地域ニーズや

将来の財政負担を考慮した最適な施設配置の検討

を行うこととしております。 

  今後も、この仕組みを活用し、全部局的な連携

を更に密にすることで、効果的かつ効率的な公共

施設の更新等に努めてまいります。 

  次に、公共施設の統合や複合化を行った後の再

編効果を検証し、その結果を公共施設マネジメン

トへ反映する仕組みが必要との御質問にお答えい

たします。 

  公共施設の再編後に、当初期待した政策効果の

検証結果を次の計画に反映することは大変重要で

あると認識しております。再編後の施設について

は、毎年各施設の利用状況や維持管理費を調査し、

その施設の状態を把握するとともに、周辺住民や

施設利用者へのアンケートを実施するなど、計画

に反映できる仕組みを構築してまいります。 

  次に、旧北鹿浜小学校跡地活用事業に関する御

質問にお答えいたします。 

  初めに、東京大学からの活用の申出に対する評

価と期待する効果についてお答えいたします。 

  今回の提案は、宇宙資源や月面探査機等の最先

端の研究拠点の創出に加え、教育振興や産業振興

などの地域への波及効果も期待できる魅力的な提

案であると評価しております。本提案が実現した

際に、区内の子どもたちへの見学会や講演会等の

教育機会の創出や区内ものづくり企業との技術交
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流などにおいて、地域へ波及効果をもたらすこと

を期待しております。 

  今後、事業の実現性等を見極めながら、地域や

教育、産業との連携も視野に入れ、協議を重ね、

具体的な活用の方向性については、令和８年１０

月を目途に議会へ御説明してまいります。 

  次に、東京大学との長期的な連携についてお答

えいたします。 

  今回の提案後、北鹿浜小学校の活用にとどめず、

教育、産業、防災など幅広い分野に発展させてい

くことは重要と考えています。そのため、東京大

学大学院工学系研究科と事業実現に向けた協議が

整い次第、まずは７年間の契約を申出でございま

すが、幅広い分野で継続的な関係を築き、長期的

な連携につなげていけるよう、包括連携協定の締

結に向け、協議を進めていきたいと考えておりま

す。 

  次に、学校跡地をはじめとする公共施設の活用

方法を決定する際の判断基準についてお答えいた

します。 

  これまでも、学校跡地等の活用に当たっては、

旧鹿浜西小学校のスーパーマーケットや旧千寿第

五小学校の不登校特例校及び児童発達支援センタ

ーなど、地域課題の解決や区の政策方針に合致す

る活用を進めてまいりました。 

  今後におきましても、財政効果や施設の利用可

能性だけでなく、地域課題の解決や地域への持続

的な貢献、更には複数の政策効果をどれだけ生み

出せるかという観点を重要な判断基準として位置

づけ、総合的に判断してまいります。 

  次に、事業者選定する際には、地域にどのよう

な価値や波及効果が期待できるかを評価基準とし

て位置づけるべきとの御質問にお答えいたします。

事業者を選定する段階におきましても、財政面や

利用計画だけでなく、地域への貢献や波及効果を

審査項目に位置づけることは重要であると考えて

おります。これまでも、公募型プロポーザル実施

に当たり、地域課題の解決や地域貢献などを評価

基準に含めて審査を行ってまいりました。今後の

事業者選定におきましても、提案された事業が地

域にどのような価値や波及効果をもたらすかを重

要な評価基準として、適切に選定を行ってまいり

ます。 

  次に、他の自治体の事例を参考にしながら、学

校跡地や公共施設の複合化を検討する際、教育だ

けでなく、生涯学習、地域活動、多世代交流など

を組み合わせ、地域づくりの拠点として活用する

考え方に対する区の評価についての御質問にお答

えいたします。 

  複合施設を検討するに当たり、複数の機能を組

み合わせることで、地域づくりの拠点とする考え

方は、区としても重要であると認識しております。 

  今後、公共施設の更新や複合化を進める中で、

地域課題の解決や周辺施設の老朽化に伴う機能集

約の主要性が生じた場合には、地域の新たな拠点

となるような複合施設の整備を検討してまいりま

す。 

  次に、地域コミュニティーに生まれる効果も公

共的価値として評価すべきとの御質問にお答えい

たします。 

  公共施設の価値は、利用者数や維持管理経費と

いった経済的な側面のみならず、地域コミュニテ

ィーに与える影響も併せて総合的に評価すること

が重要であると認識しております。しかしながら、

現状では評価する指標はなく、客観的な評価は困

難な状況であり、今後どのように評価することが

できるか研究してまいります。 

  次に、公共施設の今後の取組についてお答えい

たします。 

  既存施設における未利用の時間帯や空間の有効

活用は、公共施設が持つ機能を最大限に発揮させ

る上で重要であると認識しております。また、学

校をはじめとする公共施設の更新に当たりまして

は、地域の皆様による活動も見据え、現在も一部
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の施設で設計等の初期段階から動線やセキュリテ

ィー、利用区分などに配慮した検討を行っていま

すが、今後も、関係部署と連携し、引き続き、取

り組んでまいります。 

  次に、公共施設活用について、対象となり得る

施設や地域を具体的に選定し、実現に向けた検討

を進めてはどうかとの御質問にお答えいたします。 

  具体的な既存施設や地域の選定につきましては、

様々な課題があり、困難な面もございますが、ま

ずは関係所管としっかり連携を図り、実施の可否

について検討を進めてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○半貫陽子高齢者施策推進室長 私からは、まず、

認知症・介護予防においての日々の暮らしそのも

のを豊かにすることの重要性についてですが、区

といたしましても、運動や脳トレに加え、社会参

加を促進することが、認知機能低下の抑制やフレ

イルの予防のため、非常に重要と考えております。 

  次に、認知症の方本人の希望や得意なことを生

かして地域で役割を持てる環境をつくることが本

人の居場所や生きがい、地域の新たなつながりに

もなるとの考えにつきましては、区としても同様

に考えており、地域における居場所や生きがい、

つながりの創出について、引き続き支援をしてま

いります。 

  次に、地域の中で役割を持てる場づくりを認知

症施策推進計画に位置づけることについてですが、

地域の認知症サポーターなどがチームを組み、認

知症の人やその家族のやりたいことなどのニーズ

に合った具体的な活動につなげる仕組みであるチ

ームオレンジについて、認知症施策推進計画の中

に位置づけてまいります。 

  次に、認知症の方本人の声を継続的に把握し、

具体的な施策につなげる仕組みにつきましては、

現在、各包括において認知症の本人同士が主にな

って、自らの体験や希望、必要としていることを

語り合い、自分たちのこれからのよりよい暮らし

や暮らしやすい地域の在り方を一緒に話し合うこ

とを目的とした本人ミーティング等を実施してい

ます。認知症の条例策定時には、認知症の本人か

らやりたいことがあることを理解してほしいとい

う意見や家族から早めに相談できるとよいという

意見をいただき、条文に反映いたしました。 

  今後も、認知症の人や家族からの意見を定期的

に伺い、具体的な施策につなげられるよう努めて

まいります。 

  次に、認知症施策推進計画の策定や今後の施策

の検証において、認知症の人を評価する当事者と

して参画できる仕組みを取り入れるべきにつきま

しては、認知症の人や家族に御負担にならないよ

う、アンケートや聞き取りなどで認知症施策を評

価できるような仕組みを構築してまいります。 

  次に、あだち脳活ラボをどう評価しているかに

ついてお答えします。 

  現在の利用状況、継続利用、参加者の反応につ

いて、令和８年９月８日時点で、登録者数は９，

２８０人、うち６５歳以上は６，３５５人と、令

和８年度目標７，０００人に向けて順調に推移し

ております。 

  また、利用者からは、毎日ポイントをためなが

ら脳トレや運動するのが楽しい、外出する機会が

増え、運動不足を改善できたなど、継続して利用

いただいているとのお声があり、認知症・介護予

防に一定の効果はあるものと考えております。 

  また、今後どのように発展させるかにつきまし

ては、現在、効果検証を目的として、あだち脳活

ラボに蓄積されたデータ分析に着手しており、介

護予防事業内容の見直しや新たな機能拡充につい

て取り組んでまいります。 

  次に、１つの施設、１つの投資からより多くの

政策効果を生み出すことを今後の公共施設活用の

基本的な考え方として位置づけるべきについてで

すが、高齢者施策を推進していくに当たり重要な

考え方と認識しております。 
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  公共施設活用に当たっては、こうした観点を重

視してまいります。 

  次に、多世代が自然につながり、互いに役割を

持つみんなの学校のような取組を今後の公共施設

の更新、統廃合、複合化の機会を捉えて検討する

ことにつきましては、現状、今年度より創設した

高齢者共食の場推進事業において、多世代交流の

実施にも補助を行う等、取組を推進しております

ので、現時点においては考えておりません。 

  次に、多世代が自然に関われる場を今後の公共

施設活用の中でつくることにつきましては、元気

応援ポイント事業において、高齢者の受入れ機関

として、保育園、幼稚園や子ども食堂が登録され

ている例があり、高齢者が子どもの見守りや交流

の場に携わる場が設けられていることから、現時

点においては考えておりません。 

  次に、地域資源をどのようにつなぎ、多世代の

地域拠点を継続的に運営する体制を構築していく

考えなのかについてですが、ある区内中学校では、

認知症サポーター養成講座をカリキュラムに組み

込み、町会自治会の方が認知症の人の役を中学生

が声を掛ける役を演じ、ロールプレーを通じて認

知症への理解を深める取組が行われました。地域

拠点の運営は現在のところ考えておりませんが、

地域資源の連携に当たっては、区として継続的に

支援してまいります。 

  次に、既存の公共施設や既存事業を活用し、１

地域で小規模なモデル事業として実施する考えや

他地域への展開を行うことについてですが、現時

点では実施する予定はありませんが、地域包括支

援センターが地域の活動団体や事業所の仲介によ

って多世代間交流のイベントが実現した例があり

ます。多世代間交流を通じた介護予防・認知症予

防の取組は重要であると認識しておりますので、

好事例を紹介し、取組が推進するよう、区として

引き続き、協力してまいります。 

  以上でございます。 

○伊藤のぶゆき議長 本日の会議時間は、議事の都

合により、あらかじめ延長をいたします。 

  次に、３番野沢てつや議員。 

［野沢てつや議員登壇］ 

○野沢てつや議員 日本維新の会の野沢てつやです。

よろしくお願いいたします。 

  区政満足度を更に高めるための課題解決につい

て。 

  元自衛隊員等による災害対策チームの設置につ

いて。 

  本年７月２８日に最大震度７を観測した令和８

年熊本地震。そして、８月１３日に発生した令和

８年８月千葉豪雨。近年日本各地で自然災害が頻

発しています。被害に遭われた方には、心よりお

見舞い申し上げます。 

  足立区では、現在、災害対策を行っているのは

危機管理部です。目的や災害内容に応じて担当課

が分かれており、災害の予防・応急対策や対策本

部の運営を災害対策課、地震・水害対策の戦略策

定を防災戦略課が担っています。先般、元陸上自

衛隊西部方面総監の本松敬文氏にお話を伺う機会

がありました。東日本大震災や平成２８年の熊本

地震において、最前線で指揮をされた方です。本

松氏の話では、発災時に一番重要なのは、基礎自

治体である市区村町での対応とのことでした。実

際、足立区では、災害発生時に緊急対応ができる

よう、各種訓練を行っています。水害時における

対応としてコミュニティタイムライン、地震発生

時における対応として、各地で避難所設営訓練等

を行っています。 

  私も、先般、コミュニティタイムライン、避難

所設営訓練両方に参加しました。自治体の施策と

しては非常に優れていると感じましたが、問題点

も感じました。それは、現実性の欠如、そして、

強い危機感に欠けているということです。地域の

町内会の方々が主体となって、それを区がサポー

トするという体制のため、仕方がない面もありま



• 正式な会議録が作成されるまでの暫定的なものであり、今後修正されることがあります。  

• 音声認識システムで認識できなかった発言等は「★」で表示しています。  

• 「★」の数は発言の文字数を表しているものではありません。 

 ４２  

 

すが、現実に発災した場合、即座に対応できる体

制を構築する必要があると考えます。 

  自衛隊は、発災現場では常にチームで行動しま

す。元自衛官や自衛隊ＯＢの方々を４人から５人

程度のチームとして採用し、災害対策課とともに

対策本部の運営訓練などを、防災戦略課とともに

地震・水害対策の戦略策定を行うべきだと考えま

す。足立区は、現在１名の自衛隊ＯＢの方を会計

年度任用職員として採用していると聞きます。今

年度から総合防災訓練を９月から１月までの期間

にわたり行うことに合わせ、元自衛隊の方々をチ

ームとして雇用した上で、これに立ち合わせ、そ

の見地を地域の方々などに供与することにより、

訓練をより実践的なものとすべきだと考えます。

見解を伺います。 

  駅前マイナンバーカードセンターの設置につい

て。 

  マイナンバーカードの受取りや手続きを行うた

めの専用施設である足立区マイナンバーカードセ

ンターは、足立区役所本庁舎のすぐ近く、足立区

中央本町にある１か所だけです。五反野駅からは

徒歩約１０分、梅島駅からは徒歩約１３分ちょっ

との距離となっています。夏の暑さの中、歩くに

はきつい距離だと考えます。 

  一方、駅前や駅直結のビルに利便性の高いマイ

ナンバーカードセンターを設置している自治体は

全国に数多くあります。平日の仕事帰りや休日に

立ち寄りやすいよう、主要駅の目の前に設置して

いるものです。特に、神奈川県川崎市のマイナン

バーカードセンターは、川崎市内５か所に展開さ

れており、全てのマイナンバーカードセンターが、

最寄り駅から徒歩約３分の非常に便利な立地に集

約されています。そもそも、マイナンバー制度が

発足した主たる目的は、情報の照合や入力などの

手間の削減を目的とした行政の効率化、所得状況

などを把握することで、負担を不当に免れること

や不正給付防止を目的とした公平公正な社会の実

現です。区民の方々が主体的に希望したものでは

ありません。目的主体が行政側にある以上、区が

区民の方々の手続負担の軽減を行うことは、一定

の責務だと考えます。日本有数のターミナル駅で

ある北千住駅やバスターミナル駅である竹ノ塚駅

などのそばに、マイナンバーカードセンターを設

置すべきだと考えます。見解を伺います。 

  民泊施設に対する規制強化とマンション一室旅

館に対する規制条項の追加について。 

  足立区には、令和８年８月末時点で２９３か所

の民泊施設があり、区は、本年５月から、全ての

民泊施設に立入調査を実施しています。 

  これまで、ほぼ全ての施設で立入調査を行って

こなかったこともあり、大変だと思いますが、厳

しく確認していただきたいと思います。また、調

査の結果、明らかに不適切な民泊施設に対しては、

廃止命令などの厳しい処分を求めたいと考えます。

このように、足立区は、民泊施設に対し厳しい対

応を取り始めましたが、一方で、業者の方もこれ

に対応し、変化してきている現状があります。そ

れが、マンション一室旅館です。 

  マンションの一室を旅館として申請することは、

社会常識上考えられませんが、実際、足立区には、

区の許可を得て運営している事業者もあると聞き

ます。現状はどうなのでしょうか。もしあるとす

れば、法規制の隙間を突いた事業であり、地域の

住民の方とのトラブルが想定されます。 

  墨田区は、墨田区旅館業法施行条例で、①施設

内に営業従事者等を常駐させること、②営業時間

中は営業従事者を常駐させ、営業施設周辺の状況

を常時確認できるようにすること、③、これが重

要なのですが、営業従事者等が常駐ための部屋を

設置すること、部屋には客室を通らずに出入りで

きるようにすること、また、営業従事者が利用で

きる便所を客室外に設置することなどの規定を設

け、実質的に、マンション一室旅館を封じていま

す。私は、基本的には、民業に対する過度な規制
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に対しては反対でありますが、マンションの一室

を使った旅館などは、社会通念上、常識のある者

が運営しているとは考えられませんし、実際、日々

暮らしているマンションの住民の方々とトラブル

が発生することは容易に想像できます。 

  マンション一室旅館等を規制するため、足立区

も、足立区旅館業法施行条例に、墨田区のような

条項を設け、規制を強化すべきと考えますがいか

がか。見解を伺います。 

  高齢者デジタルサポート窓口の設置について。 

  日本は、現在、急速にデジタル化が進んでいま

す。それは、ここ足立区においても同様です。フ

ァミリーレストランでの注文、タクシーの呼び出

し、何でもかんでもスマートフォン操作が必要と

なっています。そして、それは、行政サービスに

おいても同様です。足立区の産業振興事業として

行われている足立区プレミアム商品券（ＰａｙＰ

ａｙ商品券）事業、東京アプリ関連の生活応援・

ポイント事業など、スマートフォンによる操作が

必須である事業が増えてきています。 

  荒川区では、まちなかデジタルサポートデスク

を本年４月１３日に開設しました。スマートフォ

ンやタブレット、電子申請等の疑問を丁寧にサポ

ートする窓口で、予約不要、無料で利用できます。

株式会社マーキュリーという企業が受託、運営し

ています。場所は、南千住、町屋、尾久、日暮里

の公的施設内の４会場、足立区では悠々館に当た

るふれあい館で実施しています。また、港区にお

いても、同様な事業を区内１１か所のふれあいプ

ラザにて実施しています。 

  昨今の犯罪の入り口は、もう携帯電話やスマー

トフォンであることがほとんどですので、オレオ

レ詐欺などの犯罪予防効果も期待しているのでは

ないかと思います。 

  足立区は、本年７月３１日にソフトバンク株式

会社とデジタルデバイド解消に向けた連携に関す

る協定を締結しました。足立区内のソフトバンク

携帯電話ショップ４店で、スマホ教室や防災アプ

リのインストール支援を行い、区民のＱＯＬ向上

と地域の防災力強化を目指すとのことです。また、

協定を実行するに当たる費用に関しては無料との

ことです。事業そのものについては、一定に評価

しますが、一方で、圧倒的デジタル強者である企

業が無料で事業を提供し、これにデジタル弱者の

区民の方々を委ねるということは、区の施策とし

て疑問を持たざるを得ません。今後、足立区とし

ては、ＰａｙＰａｙ商品券事業などに合わせ、ス

ポット的に相談窓口を設置していくとのことです

が、荒川区や港区のように、区内施設内に常設の

包括的相談窓口を設置すべきだと考えます。見解

を伺います。 

  ウィルチェアスポーツコートの設置について。 

  現在、足立区は、足立区総合スポーツセンター

の老朽化に伴う大規模修繕工事を検討していると

聞きます。総合スポーツセンターには、スペシャ

ルクライフコートという、障がいのある方もない

方もスポーツを楽しめるよう設計されたコートが

設置されています。２０ｍ掛ける３０ｍ、ゴムチ

ップ舗装のハードコートは車椅子でも利用でき、

障がい者スポーツの普及に大きく寄与すると考え、

高く評価します。ただ、１点、問題点もあります。

誰でも利用できるコートゆえ、車椅子競技には適

していないという点です。 

  大阪府東大阪市は、ウィルチェアスポーツコー

トという、パラリンピックの正式種目である車椅

子ラグビーをはじめ、車椅子を使用したスポーツ

競技ができる広場を花園中央公園内に設置してい

ます。ここでは、車椅子ラグビー、車椅子テニス、

車椅子バスケットボール、ボッチャなどの練習や

大会が開催されています。足立区は、パラスポー

ツ推進協議会条例を定め、学識経験者や関係団体、

区職員が一体となってパラスポーツを広めるため

の審議や調査を行う専門機関を設置しています。

また、足立区パラスポーツアクションプランを策
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定し、障がいの有無を問わず、誰もがスポーツを

楽しめる社会を目指し、具体的な施策の柱を盛り

込んだ独自の行動計画を策定し、組織的に推進し

ています。パラスポーツ普及に積極的に取り組ん

でいる足立区にとって、ウィルチェアスポーツコ

ートの設置は、更なる普及拡大を図る上で有効で

あると考えます。見解を伺います。 

  地域課題の解決について。 

  足立区は、近年、急速に人口構成や交通環境、

土地利用などが変化しています。今後、区民の方々

が住み続けたいと思えるまちをつくるためには、

利便性向上だけではなく、交通、安全、緑化、子

育て世代対応などを一体的に改善していく必要が

あります。 

  そこで、以下に伺います。 

  地域交通における予算措置不均衡の是正等につ

いて。 

  地域交通の確保は、高齢者や障がい者の方々を

はじめ、車を運転できない区民の方々にとって極

めて重要です。足立区は、２３区で３番目に広い

区であり、交通不便地域が各所に存在する状況と

なっています。足立区は、各地で地域内交通導入

サポート制度の導入を進めています。バス路線の

減少や高齢化に伴い、地域住民が主体となって新

しい移動手段を検討、運営する活動を足立区が技

術的・財政的に支援する制度です。 

  現在、花畑地区では、花畑ぐるりんという名称

のワンボックスカーで、各所の停留所を巡回する

実証実験を行っています。ところが、このワンボ

ックスカーには、車椅子では乗車できません。交

通弱者を支えるはずの制度において、このような

状態で実証実験がスタートされてしまったのは遺

憾です。実際、足立区地域内交通導入サポート制

度の手引きを見ても、吹き出しコメントで、運行

事業者へヒアリングする際は、車椅子の方も乗車

可能なバリアフリー対応の車両を有しているかな

ど、障がいのある方が利用可能か確認しましょう

などと２か所記載があるだけで、正式な記載が見

当たらない。今後、扇地区、舎人地区など、各地

で実証実験のスタートが予定されています。各地

域において、こういったことが発生しないよう、

足立区地域内交通導入サポート制度の手引きにお

いて、実証実験開始前に、車椅子対応など、バリ

アフリー対応を義務付ける旨の記載を追加すべき

だと考えますがいかがか見解を伺います。 

  先般、足立区は、日暮里・舎人ライナーの混雑

対策として、バスを活用した実証実験を行いまし

た。これに対し足立区は１，２９１万円を支出し

ました。１乗車当たり７，８００円、混雑緩和に

寄与した実績で換算した場合、１乗車当たり１万

１，４００円でした。また、結果として、混雑率

１７７％を１％程度しか下げることができず、実

証実験は打切りとなりました。これに対しては、

白石議員や小泉議員も常々おっしゃっているとお

り、抜本的改革が必要だと思います。 

  一方、これに対して、日暮里・舎人ライナーの

実証実験を行った令和７年度の当初予算では、地

域内交通導入サポート制度で順調に運行されてい

る花畑ぐるりんでは７００万円、チョイソコ×せ

んじゅでは１，０００万円の予算措置となってい

ます。また、令和８年７月末のデータで見ると、

それぞれの１乗車当たりの費用は、１，７３１円、

１，７０６円となっています。費用対効果を鑑み

ると、予算措置が不均衡であると考えます。地域

内交通導入サポート制度は、交通手段がない、交

通弱者の方々を支えるための制度であり、混雑緩

和事業より予算措置が低かったというのは、税の

活用方法としては問題があると考えます。データ

があるチョイソコ×せんじゅにおいて、利用にお

ける６５歳以上の方の割合は、月２２８件、月総

利用件数３０５件の７４．８％となっています。

この方々の利用料の半額を助成した場合、月額２

万２，８００円、年換算で２７万３，６００円で

す。シルバーパス、障害者手帳などをお持ちの方々
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などの利用料負担を軽減し、交通弱者の方々の外

出をサポートすべきと考えます。見解を伺います。 

  北千住駅前における次世代型ごみ箱の設置につ

いて。 

  北千住駅は、１日当たりの平均乗降人数が約１

４４万人の巨大ターミナルです。そのため、駅周

辺では、大量のポイ捨てごみが発生しています。

足立区では、ごみは基本的に持ち帰るものと定義

し、主要駅にはごみ箱は設置しておりません。そ

れなのに、なぜ北千住駅周辺は清潔な状態が保た

れているのか。それは、区の清掃受託者のほか、

近隣にお住まいの方々、近隣の町会の方々などが、

日々清掃をしてくださっているためです。 

  一方で、足立区が、その善意に甘え続けるのは

不適切だと考えます。現状は、ごみは基本的には

持ち帰るものとの定義がお題目となっている以上、

何らかの対策を考える必要があります。 

  神奈川県箱根町は、芦ノ湖周辺の園地などに計

１０台の次世代型ごみ箱を設置しました。導入後、

周辺のポイ捨て削減やごみあふれ防止に高い効果

を確認しているそうです。千代田区は、観光客の

急増によるポイ捨て対策として、２０２６年に、

区が主体となって、秋葉原の中央通りを中心に、

次世代型ごみ箱２０台を設置することを発表しま

した。 

  次世代型ごみ箱は、基本的に、ごみの量をセン

サーで自動的に検知し、８０％たまった、満杯な

どを自動把握し、満杯になった際には、回収業者

へ通知します。これにより、満杯になったごみ箱

だけを回収でき、無駄な巡回回収が不要となりま

す。また、圧縮機能があり、ごみを内部で圧縮し

て、通常の数倍の量を収納できます。 

  足立区においても、ペデストリアンデッキ上や

東口駅前の道路上等に試験的に導入を試みるべき

だと考えますがいかがか。見解を伺います。 

  西新井駅西口駅前交通広場の緑化推進について。 

  駅前は、区民の方々や来訪者が最も多く利用す

る場所であり、緑化によって快適性や景観を大き

く向上させることができます。現状、西新井駅西

口の駅前においては、街路樹や植栽などについて

は、ほとんどない状態となっている。 

  現在、西新井駅西口では、令和１２年３月の完

了を目指し、バス・タクシー乗降場を配置する駅

前交通広場の整備や歩行者空間の拡幅工事が進め

られています。足立区では、温暖化の影響で、２

０年前と比べて、猛暑日が大幅に増えています。

２０年前の２００６年は猛暑日が３日だったのに

対し、２０２５年は２９日、９．７倍に増加して

います。 

  駅前交通広場整備に合わせ、暑さ対策や日よけ

などのために、街路樹や植栽を増やし、駅前の快

適性の向上を図るべきだと考えますがいかがでし

ょうか。見解を伺います。 

  地域包括支援センター関原跡地の有効活用につ

いて。 

  施設の老朽化に伴い、地域包括支援センター関

原は閉鎖され、梅田地区に移転されました。残る

施設も、順次移転していく可能性が高いと聞きま

す。実際、この施設は、見た目的にもぼろぼろで、

地域の景観を損ねているといってもいいくらい老

朽化が進んでいます。地域の方々のお話では、こ

の施設にあっては、当初、児童館及び悠々館を造

る予定だったと伺いました。この施設の今後の利

活用について、区はどのように認識しているので

しょうか。 

  地域の高齢者の方々と子どもたちが自然に集ま

れるような多世代交流型の施設などとすべきと考

えますがいかがでしょうか。見解を伺います。 

  無会派のため質問機会は１年に１回です。この

ため、これが任期中最後の一般質問となります。

ありがとうございました。 

○千ヶ崎嘉彦危機管理部長 私からは、元自衛隊の

方々をチームとして雇用し、その見地を地域に供

与して、より実践的な訓練にすべきとの御質問に
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ついてお答えいたします。 

  自衛隊との連携につきましては、現在も総合防

災訓練や普及啓発での連携のほか、区の防災体制

の強化を図るため、個別に御意見をいただきなが

ら、応急対策の具体化を進めております。現状で

は、防災普及員として退職自衛官を１名配置して

おりますが、今後の危機管理部の組織編成におい

て、更なる配置についても検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○田ケ谷正区民部長 私からは、駅前マイナンバー

カードセンターの設置についてお答えいたします。 

  マイナンバーカード交付センターでは、令和７

年度において約６万３，０００枚のマイナンバー

カードを交付しており、本庁舎や区民事務所も含

めた全体交付枚数の約７割を担っております。カ

ードの交付発行から１０年目の誕生月が更新時期

であるため、年ごとの交付需要の上下が激しいも

のの、現在は需要が減少しており、当面は落ち着

いた状況が続く見込みです。しかし、令和１２年

度以降にカード発行から１０年目を迎える方が多

く見込まれることから、区民の利便性を十分に踏

まえつつ、ターミナル駅周辺への設置も含め、マ

イナンバーカードセンターの在り方について検討

してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○馬場優子衛生部長 私からは、民泊についての御

質問のうち、まず明らかに不適切な民泊施設に対

しては、廃止命令など厳しく処分することについ

てですが、立入調査の結果、法令違反の事業者に

対しては、文書などで改善指導を行っております。 

  今後、繰り返しの指導にも改善が見られないな

どの場合には、法令にのっとり、廃止命令も含め

た行政処分の実施を検討してまいります。 

  次に、足立区旅館業法施行条例に、墨田区のよ

うな従業員を常駐させるなどの規制を強化する条

項を設けることについてですが、他の自治体にお

ける規制強化の状況も鑑みて、区としても規制強

化の方向で、令和９年第１回定例会を目指して、

条例改正の検討を早急に行ってまいります。 

  私からは以上でございます。 

○岩松朋子政策経営部長 私からは、高齢者デジタ

ルサポート窓口の常設設置についてお答えいたし

ます。 

  常設窓口を設置している区やサービス事業者に

ヒアリング等を行いましたが、利用件数の７割以

上がリピーターであることや高齢者に身近な場所

に設置する場合、面積の広い当区では、多くの会

場が必要となり、経費が高額となることから、常

設設置は難しいと考えております。このため、費

用対効果を踏まえ、都や通信キャリアと連携した

スマートフォン教室、ＰａｙＰａｙ商品券など他

事業と連携したサポート窓口の展開等を進めてお

ります。 

  令和９年度に向けては、区主催のスマートフォ

ン教室の開催も検討しつつ、引き続き、デジタル

デバイド解消に努めてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○茂木聡直地域のちから推進部長 私からは、ウィ

ルチェアスポーツコートの設置についてお答えい

たします。 

  車椅子スポーツ専用施設であるウィルチェアス

ポーツコートの整備に対する区の見解ですが、現

在、区では広く誰でもパラスポーツに取り組んで

いただくことを目標に、ボッチャや車椅子バスケ

ットボール体験などの事業をはじめ、スペシャル

クライフコートを活用した事業を実施しておりま

す。車椅子ラグビーや車椅子テニスを実施する場

合でも、既存の屋内スポーツ施設で一定程度代用

できることから、御提案のあった車椅子スポーツ

に特化した新規の施設整備は考えておりません。

引き続き、既存のスポーツ施設を活用したパラス

ポーツ推進に取り組んでまいります。 

  私からは以上でございます。 

○長澤友也交通対策担当部長 私からは、足立区地
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域内交通導入サポート制度において、車椅子対応

など、バリアフリー対応を義務付けていくべきと

の御質問についてお答えします。 

  まず、バリアフリー対応車両についてですが、

乗り合い型の交通手段に適しているバリアフリー

対応車は、品薄が続き、納車未定の状態になって

いることから、実証実験前に義務付けることまで

は困難と考えております。 

  今後、花畑地区でもバリアフリー対応車を導入

することから、効果検証を実施した上で、手引の

改定時に合わせ、バリアフリー対応の具体的な車

両の種類や準備に関する事項を明確に記載してま

いります。 

  次に、サポート制度でも、高齢者や障害者手帳

をお持ちの方への利用料負担の軽減をすべきでは

ないかとの御質問にお答えします。 

  地域内交通導入サポート制度では、運行経費の

大部分を公費により支出しているため、利用運賃

を低廉な価格に設定した上で、利用する方へ一律

に運賃を負担いただいております。そのため、高

齢者や障がい者に限定して、利用料金負担の軽減

は現在のところ考えておりません。利用を促進す

るための期間限定の割引については、利用状況に

応じて検討してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○室橋延昭道路公園整備室長 私からは、ごみの量

の自動検知やごみの圧縮機能などがある次世代型

ごみ箱の試験的導入についてお答えいたします。 

  区では、家庭ごみの持込み誘発などがあり、ご

みの持ち帰りを基本としており、原則、道路や公

園施設にごみ箱の設置を行っておりません。その

ため、北千住駅西口ペデストリアンデッキや駅東

口においても、ごみ箱の設置の予定はありません。

なお、ペデストリアンデッキでは、日曜祝日を除

いて、区の清掃受託者が毎日清掃し、東西自由通

路を含む東口では、これまで週１回のところ、週

２回に増やし、清掃を実施しているところです。 

  今後も、北千住駅周辺が清潔な状態に保たれる

よう、美化推進部署とも連携し、まちの美化に努

めてまいります。 

  次に、暑さ対策や日よけなどのための街路樹や

植栽の設置についてお答えいたします。 

  街路樹や植栽は、西新井駅西口駅前交通広場の

整備に合わせ、交通動線の見通しを確保し、歩道

の幅員等を考慮の上、駅前の快適性が向上するよ

うに設置してまいります。また、街路樹以外の日

よけや遮熱性舗装による暑さ対策についても検討

してまいります。 

  私からは以上です。 

○佐々木拓資産活用部長 私からは、地域包括支援

センター関原跡地の今後の利活用についての御質

問にお答えいたします。 

  当施設につきましては、中期財政計画や個別計

画に基づき、今後解体する方針でございます。解

体後の跡地の有効活用につきましては、地域の皆

様の御意見を丁寧にお伺いし、庁内で協議をしな

がら検討を進めてまいります。 

  以上でございます。 

○野沢てつや議員 ３点ちょっと再質問させていた

だきます。 

  まず、民泊施設等に関する規制についてなので

すが、民泊施設について、私が最初に質問した令

和６年末の決算特別委員会のときに２１３施設だ

ったのです。それから２年掛からずに１００件近

く増えています。検討しているうちに、シロアリ

のように増えていく、それが民泊マンション一室

旅館だと思います。特にマンション一室旅館は、

もう不要だと思います。本当に条例の不備を突い

た迷惑施設だと思います。ですので、確認なので

すが、区としては、もう規制強化にとどめるのか、

それとも、完全に封じる方向に進めるのか、かじ

を取るのか、その確認をさせください。 

  続きまして、高齢者デジタルサポート窓口につ

いてです。 
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  区としては、ソフトバンクの窓口等で高齢者に

対応する、更にＰａｙＰａｙ商品券に対応したサ

ポートデスク、更に今度令和９年からスマホ教室

を行うということなのですけれども、今、聞いて

いると、五月雨にいろいろな事業を実施するよう

なのですが、かえって非効率なのではないかと思

うんですけれども。でしたら、包括的窓口を開い

て、そちらで対応した方がいいような気もします

が、その件に関してちょっと再確認させてくださ

い。 

  最後に、北千住駅前における次世代型ごみ箱で

す。足立区でも、浅草や上野に近いことから、イ

ンバウンド客が増えています。インバウンドに関

しては、ごみを持ち帰るという日本独自のルール

などは知らないわけです。私、コロンビアに行っ

たことがありますけれども、コロンビアの路上ル

ールなど知る由もなく、守れていたかどうかもさ

っぱり分かりません。ですので、ごみの回収回数

を、東口に関しては週２回清掃業者が清掃されて

いるということなのですが、全然足りていないと

思います。本当に近所の方々が、毎朝毎朝掃除し

てくれている、だからこそ、きれいに保たれてい

るのです。 

  先般、渋谷区で補正予算が提出され、渋谷駅周

辺５０か所に２５０台の次世代型ごみ箱を設置す

るみたいな話もありますし、そうなると今度、各

自治体がもう導入加速しているんではないかと思

うんです。 

  ですので、今後、今までどおり週２回の清掃業

者で足りるのか。清掃業者の掃除だけで足りると

いうその認識に関して、もう１回ちょっと確認さ

せてください。 

  以上でございます。 

○馬場優子衛生部長 私からは、野沢議員からの再

質問のうち、民泊など、あとマンションの１部屋

旅館業の規制について、今後、区として、規制を

強化するのか、それとも完全に封じ込めるのか、

どのようにかじを取るのか、そこを言及してほし

いという再質問ですけれども、こちらにつきまし

ては、他区の状況も今後鑑みながら、議会とも意

見交換をしながら検討してまいります。 

  以上でございます。 

○岩松朋子政策経営部長 私からは、野沢てつや議

員の再質問のうち、高齢者デジタルサポート窓口

の設置についてお答えいたします。 

  今年度は、東京アプリ等の活用もございました

ので、五月雨式になってしまいましたが、御報告

するために、区内全域でどのような窓口が今設置

されているかというような地図などもお示ししな

がら、御報告をしているところでございます。 

  令和９年度に向けては、区主催のスマートフォ

ン教室の開催も検討してまいりますけれども、そ

のほかのものと併せてお見せできるような工夫を

してまいりたいと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○室橋延昭道路公園整備室長 私からは、野沢てつ

や議員の再質問のうち、週２回の清掃で、北千住

東口の状況が清潔な状態に保たれているかという

ような御質問についてお答えいたします。 

  これまで、週１回のところ、週２回に増やした

のが、９月からということで、まだ始めたばかり

という状況でございます。 

  今後、この清掃状況については検証させていた

だいた上で、よりきれいになった等、状況を含め

て、検証の上、御報告させていただければと思い

ます。 

  以上でございます。 

○伊藤のぶゆき議長 次に、７番川村みこと議員。 

［川村みこと議員登壇］ 

○川村みこと議員 国民民主党の川村みことです。 

  質問に先立ち、全国各地で相次いだ自然災害に

より犠牲となられた方々に心から哀悼の意を表し

ますとともに、被災された全ての方々に心よりお

見舞いを申し上げます。 
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  それでは、事前に通告した内容に従い、順次質

問いたします。執行機関におかれましては、前向

きな答弁をお願いいたします。 

  初めに、子育て・教育環境の更なる充実に向け

て質問します。 

  区ではこれまで、子育て支援や教育環境の充実

に向け、様々な取組を進めてきました。区の取組

により、子どもたちを取り巻く環境は着実に充実

しており、評価しております。一方で、子育て世

帯の生活や価値観が多様化する中、保護者からは、

更なる充実を求める声も寄せられています。子ど

もたちが安心して暮らすことができ、保護者もよ

り安心して子育てできる足立区を目指し、これま

での取組を更に前に進める観点から質問いたしま

す。 

  初めに、本庁舎トイレのベビーキープの設置に

ついて伺います。 

  トイレ個室内で子どもを座らせるベビーキープ

の区役所本庁舎における設置状況は、北館では地

下２階を除く全てのトイレに設置されているもの

の、中央館では女性用トイレが２か所、男性用ト

イレがゼロか所、バリアフリートイレが３か所、

南館では女性用トイレが２か所、男性用トイレが

ゼロか所、バリアフリートイレが５か所となって

おり、非常に少ない状況です。また、ベビーキー

プが設置されていないトイレについては、設置さ

れている最寄りのトイレなどの案内もないという

課題があります。男性の育児参加が進む中、女性

用トイレには設置されている一方で、男性用トイ

レやバリアフリートイレには設置されていないフ

ロアもあり、子連れで外出しやすい環境を整える

ためにも、設置を進めることは急務です。まずは、

利用者の多い南館・中央館の１階や子育てに関係

する部署が集まる中央館３階から設置を進め、将

来的には全館への設置を目指してはいかがでしょ

うか。区の見解を伺います。 

  次に、東渕江小学校の施設更新について伺いま

す。 

  東渕江小学校は新校舎を建設中ですが、世界情

勢による資材価格の高騰や供給への影響が心配さ

れます。現在の進捗状況について伺います。 

  次に、児童館子育てサロンにおけるおむつ替え

スペースと授乳スペースの整備について伺います。 

  児童館におむつ替えスペースと授乳スペースが

ないのは不便との声が届き、区に調査いただいた

ところ、全５２館中、おむつ替えスペースが設置

されていない児童館が１４館、授乳スペースが設

置されていない児童館が２９館ありました。児童

館は、子どもや子育て中の保護者が集まる場所で

ありながら、授乳の時間が近づくと、急いで帰宅

しているという声もあります。このような状況を

なくし、子育て中の保護者が安心して児童館を利

用できる環境を整えるためにも、児童館全館でお

むつ替えスペースと授乳スペースを設置してはい

かがでしょうか。区の見解を伺います。 

  次に、子どもたちの夏の遊びの機会の確保につ

いて伺います。 

  区には、２か所に屋外プールがあり、夏季のみ

開放されています。子どもたちにとって、夏に友

達や家族とプールで遊ぶことは、楽しみの１つで

あり、夏休みの大切な思い出にもなります。一方

で、近年の暑さにより、開設期間中であっても中

止となる日が多く、子どもたちからは残念だとの

声が聞かれます。開設期間について、今年度は総

合スポーツセンターが７月１５日から８月３１日

までの約１か月半、東綾瀬温水プールが７月１日

から９月１５日までの約２か月半となっていまし

た。近年の気候を踏まえると、子どもたちが屋外

プールを利用できる機会を少しでも多く確保する

ことが重要だと考えます。まずは、総合スポーツ

センターの開設期間を東綾瀬温水プールと同様に、

約２か月半まで延長してはいかがでしょうか。 

  また、今後は、土日祝日だけでも９月末まで延

長するなど、夏休みが終わった後も含め、子ども
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たちがプールで遊ぶ機会を確保できるよう、開設

日を増やしていただきたいと考えますが、いかが

でしょうか。子どもたちが楽しみにしている夏の

遊びの機会を守るためにも、柔軟に開設期間を見

直していただきたいと考えますが、区の見解を伺

います。 

  次に、図書館を活用した子ども向けのイベント

について伺います。 

  子どもが本を読むことは、語彙力や読解力を身

に付けるだけでなく、想像力や思考力を育み、様々

な世界や価値観に触れる機会にもなります。だか

らこそ、子どもたちが本に触れるきっかけを増や

していくことは重要です。一方で、ふだんから図

書館を利用する子どもは限られており、図書館に

あまり足を運ばない子どもたちにも、その魅力を

知ってもらう工夫が必要であると考えます。全国

各地の図書館では、夜の図書館を活用した肝試し

や館内を探索するイベントなど、子どもたちが図

書館に行くきっかけとなるユニークな取組が行わ

れています。こうした取組は、これまで図書館に

来なかった子どもたちが図書館を身近に感じ、そ

こから本を手に取るきっかけにもなると考えます。 

  図書館をより多くの子どもたちにとって魅力的

で身近な場所とするため、肝試しなど子どもたち

の関心を引く企画を積極的に取り入れ、図書館を

活用したイベントをより充実させてはどうかと考

えますが、区の見解を伺います。 

  次に、小児インフルエンザワクチン予防接種費

用助成について伺います。 

  インフルエンザが例年より早い時期から流行し

ています。区では小児インフルエンザワクチンの

予防接種費用を助成していますが、現在は１０月

１日以降の接種が助成の対象となっています。こ

うした中、厚生労働省からは、自治体の判断によ

り例年より早く接種を開始することが可能である

旨が連絡されました。これを受け、港区では、助

成対象開始日を前倒しすることが発表されました。

本区においても、来年度以降は、感染状況に応じ

て柔軟に接種及び助成の開始日を調整できるよう、

医師会や医療機関と調整を進めてはいかがでしょ

うか。区の見解を伺います。 

  次に、子どもたちに親しまれているミニ列車に

ついて伺います。 

  北鹿浜公園、大谷田南公園には、ミニ列車が設

置されており、子どもたちに大変人気です。公園

という性質上、スマートフォンや飲物など、必要

最低限の持ち物で来園する人も多いですが、現在、

ミニ列車のチケットは、現金でしか購入すること

ができません。そのため、現金を持ち合わせてお

らず、子どもに泣かれてしまったという声も聞き

ました。子どもたちが楽しみにしているミニ列車

をより利用しやすくするためにも、キャッシュレ

ス対応を進めていただきたいと考えますが、区の

見解を伺います。 

  次に、学校統合について伺います。 

  現在、区では、３つの地域で学校統合を進めて

います。その中でも、竹の塚中学校と渕江中学校

の統合においては、統合地域協議会が組織された

ところです。統合地域協議会は、町会・自治会や

ＰＴＡの代表者などから構成されていますが、今

後、当該学校に入学する予定の保護者などからも

広く意見を聞いてほしいとの声が届いています。

統合地域協議会を中心に進めていくことは重要で

あると考えますが、必要に応じて、今後入学する

予定の保護者などからも広く意見を聞きながら、

丁寧に進めていただきたいと考えますが、区の見

解を伺います。 

  次に、総合交通対策について伺います。 

  足立区ではこれまで、地域内交通導入サポート

制度をはじめとした地域の移動手段を確保するた

めの取組や自転車利用環境の整備、交通安全対策

など、区民の移動を支える様々な施策を進めてき

ました。区民の生活において、通勤・通学や買物、

通院など、日々の移動を安心して行える環境を整
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えることは重要であり、これまでの取組によって、

区民の移動を支える環境は着実に整備されてきて

います。一方で、社会環境や区民の生活スタイル

が変化する中、より便利で使いやすい交通環境を

目指し、更なる取組が求められています。区民が

それぞれの地域でより安心して快適に移動できる

足立区を目指し、これまでの取組を更に前に進め

る観点から質問いたします。 

  初めに、地域内交通導入サポート制度について

伺います。 

  現在、地域内交通導入サポート制度における運

行経費の区支援額は、運行形態によって月３０万

円や１５０万円となっています。先日の総合交通

対策調査特別委員会において、協議会運営支援費

が創設され、年６０万円を上限として支援される

ことが報告され、大変ありがたく思います。一方

で、近年の物価高騰等も相まって、地域協議会か

らは月１５０万円では足りないとの声も届いてい

ます。運行開始当初は運行日数が少ないため問題

がなくても、運行が軌道に乗り、運行曜日の増加

など、運行の拡充を検討する段階になると、現行

の上限額では対応が難しくなることが想定されま

す。地域の移動ニーズに応えるために運行日数を

増やそうとするほど支援が不足してしまうという

ことがないよう、これまでの運行実績を踏まえた

上限額の変更や運行日数に応じて支援額を設定す

る仕組みへの見直しをしてはどうかと考えますが、

区の見解を伺います。 

  次に、花畑ぐるりについて伺います。 

  花畑ぐるりんは、地域協議会による積極的な周

知活動の成果もあり、認知が広がっていると認識

しています。一方で、まだ花畑ぐるりんを知らな

いという方も一定数おり、利用者を更に増やして

いくためには、日常生活の中で自然と目に入るよ

うな周知も重要であると考えます。例えば、一目

で花畑ぐるりんと分かるように車両をラッピング

するなど、実際に地域を走っている車両そのもの

を広告塔として活用し、より多くの方に知っても

らえる仕組みに力を入れてはどうかと考えますが、

区の見解を伺います。 

  また、数回利用したものの、継続的には利用し

ていない方からは、車両に乗り切れず、次の便ま

で長時間待つことになるのが大変だとの声も聞か

れます。特に夏場は厳しい暑さの中で待つことが

負担になったとの声もありました。利用者が安心

して花畑ぐるりんを利用できる環境を整えるため、

停留所付近の歩道への遮熱塗装やベンチの設置な

ど、待ち時間にも配慮した停留所環境の改善に取

り組んではどうかと考えますが、区の見解を伺い

ます。 

  また、以前、期日前投票所において無料のお試

し券を配布しましたが、期日前投票所には、花畑

エリア以外からも多くの方が訪れるため、花畑エ

リアの在住者に絞って配布することが難しかった

と聞いています。無料お試し券は、これまで花畑

ぐるりんを利用したことがない方に実際に利用し

てもらうきっかけになると考えます。配布場所や

日時については、地域協議会とも協議した上で、

より効果的な方法で再度無料お試し券を配布して

はどうかと考えますが、区の見解を伺います。 

  次に、北綾瀬駅周辺の駐輪場について伺います。 

  北綾瀬駅周辺の駐輪場は満車状態が続いており、

これまでも議会で取り上げてきました。北綾瀬駅

北側の駐輪場の新規開設及び南側駐輪場の増設に

ついて、現在の進捗状況はいかがでしょうか。ま

た、利用者の駐輪需要に早急に対応するためにも、

早期の開設・増設を実現していただきたいと考え

ますが、区の見解を伺います。 

  最後に、子どもたちへの自転車ルールの周知に

ついて伺います。 

  区では、小学３年生を対象に交通安全教室を実

施していますが、子ども乗せ自転車に小学１年生

以上の子ども乗せることができないことやストラ

イダーの普及などにより、子どもが自転車に乗り
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始める年齢は低年齢化しています。保護者からは、

自転車に乗り始める時期に合わせて、早い段階か

ら自転車のルールを学ぶ機会が欲しいとの声が届

いています。北鹿浜公園では、西新井警察署が主

体となり、幅広い年齢の子どもたちを対象とした

自転車教室を開催しています。 

  区でも、警察署と連携するなどし、より早い年

齢から自転車のルールを学ぶことができる場を設

けるなど、子どもたちが自転車に乗る際に必要な

ルールや安全な乗り方を身に付け、安全・安心に

利用できる環境の整備を全区的に進めてはいかが

でしょうか。区の見解を伺います。 

  以上で私の質問を終わります。御清聴ありがと

うございました。 

○田中靖夫施設営繕部長 私からは、本庁舎トイレ

へのベビーキープの設置に関する御質問について

お答えします。 

  現在、本庁舎南館、中央館のトイレ改修工事の

基本設計を行っており、これに合わせ、全館への

設置を順次完了できるよう取り組んでまいります。 

  まずは、御質問にありました南館・中央館の１

階や中央館３階について、設置スペースを確保で

きる男女トイレの個室ブースに、令和８年度内の

設置を進めてまいります。 

  次に、東渕江小学校の施設更新に関する御質問

にお答えします。 

  当該工事におきましては、中東情勢の影響によ

り、現在のところ、塗装材料など一部資材の入手

が困難な状況となっております。このため、工事

工程に遅れが生じており、開校時期が令和９年４

月から９月に延期される見通しであります。これ

に伴い、学校の運営に関し様々な影響が及ぶこと

となりますので、関係課と密に連携し、学校関係

者等への丁寧な説明に努めてまいります。 

  私からは以上でございます。 

○茂木聡直地域のちから推進部長 私からは、児童

館におけるおむつ替えスペースと授乳スペースの

整備についてお答えいたします。 

  これまで、一部の児童館におきましては、施設

内のスペースの都合上、専用のおむつ替えや授乳

を行うための新たなスペースを設けることが困難

であることから、図書コーナーや工作室の一角を

つい立てで仕切り、臨時のスペースを確保してお

りました。 

  今後、乳児とその保護者が安心して快適に利用

できるよう、まずは令和８年度中に一部施設での

プライベートに配慮した簡易テントを試験的に導

入し、保護者の意見等を伺いながら、令和９年度

までに、専用のおむつ替えや授乳スペースのない

全ての施設へ簡易テントの導入を検討してまいり

ます。 

  次に、総合スポーツセンター及び東綾瀬公園温

水プールにおける屋外プール開設期間の延長につ

いてお答えいたします。 

  ７月上旬の梅雨による雨天率の高さや９月中・

下旬における急な気温、水温の低下、また、夏休

み終了後の利用需要や監視体制、運営コストなど、

様々な課題がございますが、東綾瀬公園温水プー

ルにおける９月期利用実績や近年の気象動向、利

用者のニーズなどを踏まえ、指定管理者と意見交

換を重ねつつ検討を行ってまいります。 

  次に、図書館を活用した子ども向けイベントの

充実についてお答えいたします。 

  区立図書館では、これまでも、工作会や科学実

験、ぬいぐるみお泊まり会など、読書以外の興味

や関心に応じたイベントを中央図書館及び各地域

館で実施し、子どもたちが図書館に足を運ぶきっ

かけづくりに努めております。 

  今後も、他自治体の取組事例も参考にしながら、

子どもたちの多様な関心に応えられるよう、創意

工夫を凝らした魅力的なイベントの企画、実施に

努め、図書館がより身近な存在となるよう取り組

んでまいります。 

  私からは以上でございます。 
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○馬場優子衛生部長 私からは、小児インフルエン

ザワクチン予防接種費用助成において、来年度以

降は感染状況に応じて柔軟な開始日を調整するこ

とについてですが、これまでは、定期接種である

高齢者向けの開始日が１０月１日であったことや、

例年、流行株に合わせたワクチンが納品されるの

が９月下旬であることから、１０月１日を開始日

としてきました。開始日の前倒しは、ワクチンの

納品時期が早まらない限り、各医療機関への供給

が不十分となり、ワクチンの在庫を確認する問合

せが各医療機関に殺到するなどのおそれもあるこ

とから、来年度に実施時期を早めるかどうかは、

そのときの感染状況やワクチンの供給体制などを

踏まえた上で、足立区医師会と協議してまいりま

す。 

  私からは以上でございます。 

○室橋延昭道路公園整備室長 私からは、公園のミ

ニ列車におけるキャッシュレス決済の導入につい

てお答えいたします。 

  北鹿浜公園及び大谷田南公園のミニ列車は、小

学生３０円、中学生以上７０円で御利用いただけ

る人気の施設です。両公園のミニ列車の年間収入

額は２８０万円ほどということもあり、対応する

券売機の購入費用や各事業者へ支払う手数料など

の費用対効果を検証した上で、キャッシュレス決

済の導入の可否を検討してまいります。 

  私からは以上です。 

○長澤友也交通対策担当部長 私からは、地域内交

通導入サポート制度に関する御質問についてお答

えします。 

  まず、現在、運行形態ごとに設定されている月

３０万円や１５０万円といった運行経費の区の負

担額について、運行実績や運行日数に応じて上限

額を変更すべきとの御質問についてですが、運行

経費の上限額は、各地域の通院や買物など日常の

交通課題解決のために、運行時間や日数を増やす

必要があるかについて、地域協議会との協議を行

いながら、検討いたします。 

  また、各地区における実績や経費上昇等の社会

情勢、公費負担の妥当性等を検証し、適宜見直し

を行ってまいります。 

  次に、ラッピングによって実際に走っている車

両を広告塔として活用し、より多くの方に知って

もらえる仕組みに力を入れてはどうかという御質

問についてお答えします。 

  現在、花畑ぐるりんの運行に使用している車両

は、通常のタクシー営業と併用しているため、ス

テッカー以上のラッピングはできない状況となっ

ておりますが、ステッカーはボンネットの大部分

を占める大きさであり、花畑ぐるりんの車両であ

ることが一目で分かるものと考えております。 

  また、今後導入予定のリース車両は、花畑ぐる

りんの運行状況や他の地域の検討状況等によって、

他の地域内交通の用途へ転用する可能性があるた

め、車体全体へのラッピングを行うことは考えて

おりませんが、取り付けるステッカーを見直すな

ど、誰もが花畑ぐるりんの車両だと分かるように

取り組んでまいります。 

  次に、待ち時間にも配慮した停留所環境の改善

に取り組んではどうかという御質問についてです

が、停留所付近の狭い範囲での遮熱等々について

は、日射などの影響も受けることから、効果は限

定的と考えております。そのため、現時点で施工

は考えておりませんが、１０月からは時刻表を見

直し、利用者の少ない便を混雑する便の手前に移

動させることで混雑緩和を図り、また、混雑傾向

を停留所に掲示するなど、できるだけ暑い中で長

時間待つことがないように取り組んでまいります。 

  ベンチの設置は、歩道では一般歩行者等の通行

に十分な幅員を確保する必要があり難しいですが、

私有地内の停留所に関しては、所有者等との調整

ができ、安全の確保ができれば設置できますので、

順次協議してまいります。 

  次に、再度無料お試し券を配布してはどうかと
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いう御質問についてですが、改めて利用促進策と

して、無料お試し券を配るに当たっては、より多

くの利用者が継続して獲得できるよう、新たな停

留所周辺住宅へのポスティング、目的地となる停

留所周辺での配布など、配布方法の工夫と実施後

の効果検証が必要であると考えております。効果

的に実施できるよう、地域協議会の皆様と十分な

協議を行い、検討を進めてまいります。 

  私からは以上です。 

○真鍋兼都市建設部長 私からは、北綾瀬駅周辺に

おける駐輪場の整備についてお答えいたします。 

  まず、北綾瀬北側の駐輪場については、現在設

計中であり、１１月頃から整備工事を予定してお

ります。令和９年４月に開設できるよう事業を進

めてまいります。 

  北綾瀬南自転車駐車場については、令和９年度

に駐輪ラックの配置を見直し、１００台程度の増

設を予定しております。早期整備に向け、関係機

関と調整してまいります。 

  また、民営駐輪場につきましては、駅南東側に

令和８年３月、民営自転車等駐車場設置に対する

補助制度を活用し、新たに定期利用約６０台の自

転車駐車場を開設しておりますが、今年度も同補

助金を活用し、同規模の駐輪場を年内整備に向け

て協議をしてございます。 

  次に、子どもたちが自転車を乗る際に必要なル

ールや安全な乗り方を身に付け、安全・安心に利

用できる環境の整備についてお答えいたします。 

  自転車のルールや安全な乗り方をはじめとした

子どもたちへの交通安全教育について、現在、区

では、小学校３年生以上は自転車が関与する事故

が歩行者より高くなる傾向を踏まえ、警察と連携

した小学校３年生向けの自転車安全運転免許証発

行事業を実施しております。加えて、各種イベン

トでの自転車シミュレーター体験や小学校１年生

から４年生を対象とした交通安全指導員による交

通安全教室の実施や警察と連携した学童保育での

交通安全教育を行っております。 

  更に令和８年度からは、児童が学習用端末から

警視庁公認の交通安全情報サイト、ＴＯＫＹＯ 

ＳＡＦＥＴＹ ＡＣＴＩＯＮにアクセスできるよ

うになり、ゲームや動画を通じた交通ルールの啓

発にも取り組んでおります。 

  川村みこと議員御提案のより早い年齢から自転

車ルールを学ぶことができる場を設けることにつ

いては、子どもたちが自転車に乗る際に必要な交

通ルールや安全な乗り方を身に付けられる環境整

備のため、区内４警察署と連携して、年齢に応じ

た効果的な交通安全教育の実施に向け検討してま

いります。 

  私からは以上でございます。 

○絵野沢秀雄学校運営部長 私からは、子育て・教

育環境の更なる充実に関する御質問のうち、学校

統合についてお答えいたします。 

  竹の塚中学校と渕江中学校の統合において、必

要に応じて、今後入学する予定の保護者などから

も広く意見を聞きながら進めていただきたいと考

えるかどうかについてですが、区といたしまして

も、大変重要な取組であると考えております。 

  今後、統合地域協議会にて統合の合意がなされ

た後、統合新校の校名や校章、校歌等を検討する

際には、入学予定の保護者等からも広く御意見や

アイデアを伺いながら丁寧に進めてまいります。 

  以上でございます。 

○伊藤のぶゆき議長 以上で質問を終結いたします。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２から第５まで

を一括議題といたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第７８号議案 令和７年度足立区一般会計歳入歳

出決算 

 第７９号議案 令和７年度足立区国民健康保険特
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別会計歳入歳出決算 

 第８０号議案 令和７年度足立区介護保険特別会

計歳入歳出決算 

 第８１号議案 令和７年度足立区後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○勝田実副区長 ただいま議題となりました４議案

につきまして一括して御説明を申し上げます。 

  第７８号議案は、令和７年度足立区一般会計歳

入歳出決算であります。 

  歳入決算額は３，６５５億３，１６７万５，２

３６円で、前年度と比較しますと１５１億６２７

万６，１８５円、４．３１％の増であります。 

  歳出決算額は３，５０８億６，８７７万６１４

円で、前年度と比較しますと、１３１億６，８８

１万１，０５１円、３．９％の増であります。 

 歳入歳出差引額は１４６億６，２９０万４，６２

２円で、翌年度繰越財源額１５億２２２万７，０

００円を差し引きますと、実質収支額は１３１億

６，０６７万７，６２２円となりました。 

  第７９号議案は、令和７年度足立区国民健康保

険特別会計歳入歳出決算であります。 

  歳入決算額は６７２億４，８６５万９，１０３

円で、前年度と比較しますと１６億４，２４９万

４，１５０円、２．３８％の減であります。 

  歳出決算額は６６８億１，４９７万７，５２３

円で、前年度と比較しますと１４億５，３８５万

２６１円、２．１３％の減であります。 

  歳入歳出差引額は４億３，３６８万１，５８０

円で、実質収支額も同額であります。 

  第８０号議案は、令和７年度足立区介護保険特

別会計歳入歳出決算であります。 

  歳入決算額は７１１億７，２９７万８，９７５

円で、前年度と比較しますと１９億８，９８９万

４，８５６円、２．８８％の増であります。 

  歳出決算額は６９５億４，９５０万９，２１１

円で、前年度と比較しますと１３億６，２８８万

４９７円、２％の増であります。 

  歳入歳出差引額は１６億２，３４６万９，７６

４円で、実質収支額も同額であります。 

  第８１号議案は、令和７年度足立区後期高齢者

医療特別会計歳入歳出決算であります。 

  歳入決算額は１９９億６，４９９万１，３８５

円で、前年度と比較しますと９億５，５１０万５，

８０８円、５．０２％の増であります。 

  歳出決算額は１９７億９，４６１万７，２８７

円で、前年度と比較しますと９億９，０２０万５，

９２１円、５．２７％の増であります。 

  歳入歳出差引額は１億７，０３７万４，０９８

円で、実質収支額も同額であります。 

  なお、４議案の詳細につきましては、御提出い

たしました別冊の決算書、決算説明書及びその他

附属書類に記載のとおりでありますので、ここで

の説明は省略させていただきます。よろしくお願

いいたします。 

○伊藤のぶゆき議長 お諮りいたします。 

  本案につきましては、２０名の委員をもって構

成する決算特別委員会を設置し、これに付託の上、

審査することにいたしたいと思います。御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、さよう決

しました。 

  お諮りいたします。 

  ただいま設置されました決算特別委員会委員の

選任につきましては、委員会条例第６条第１項の

規定により、議長より御指名申し上げます。 

  事務局長より、その氏名を朗読いたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

太  田  せいいち   議 員 

石  毛  かずあき   議 員 

く ぼ た  美  幸   議 員 
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岡  安  た か し   議 員 

いいくら  昭  二   議 員 

た が た  直  昭   議 員 

岡  田  将  和   議 員 

杉  本  ゆ  う   議 員 

くじらい     実   議 員 

た  だ  太  郎   議 員 

か ね だ     正   議 員 

吉  岡     茂   議 員 

西 の 原  ゆ  ま   議 員 

小  林  と も よ   議 員 

は た の  昭  彦   議 員 

加  地  まさなお   議 員 

へ ん み  圭  二   議 員 

中  島  こういちろう議 員 

髙  橋  ま ゆ み   議 員 

市  川  お さ と   議 員 

                        

○伊藤のぶゆき議長 ただいま申し上げました方々

を決算特別委員会委員に選任することに御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、さよう決

しました。 

  以上、２０名の方々は、９月２８日午前９時３

０分、特別委員会室において委員会を招集いたし

ますので、正副委員長の互選をされ、審査に入ら

れますようお願いいたします。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第６から第９まで

を一括議題といたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第８２号議案 令和８年度足立区一般会計補正予

算(第４号） 

 第８３号議案 令和８年度足立区国民健康保険特

別会計補正予算（第１号） 

 第８４号議案 令和８年度足立区介護保険特別会

計補正予算（第２号） 

 第８５号議案 令和８年度足立区後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号） 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○勝田実副区長 ただいま議題となりました４議案

につきまして、一括して御説明申し上げます。 

  第８２号議案は、令和８年度足立区一般会計補

正予算（第４号）であります。 

  歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１１

億５７９万６，０００円を減額し、歳入歳出予算

の総額を３，７２４億２，４３３万９，０００円

とするものであります。 

  今回の補正の内容といたしましては、歳入につ

きましては繰越金と支出金、財産収入などを増額

する一方、繰入金、国庫支出金を減額いたしたも

のであります。歳出につきましては、省エネ・創

エネ推進事業、特別養護老人ホーム等の整備助成

事業、密集市街地整備事業などを増額する一方、

区営住宅更新事業、予防接種事業、道路の改良事

業などを減額いたしたものであります。 

  第８３号議案は、令和８年度足立区国民健康保

険特別会計補正予算（第１号）であります。 

  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，９

６０万円を増額し、歳入歳出予算の総額を６９０

億２，５９５万１，０００円とするものでありま

す。 

  第８４号議案は、令和８年度足立区介護保険特

別会計補正予算（第２号）であります。 

  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６億

３，８０８万４，０００円を増額し、歳入歳出予

算の総額を７６０億２，７０４万３，０００円と

するものであります。 

  第８５号議案は、令和８年度足立区後期高齢者
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医療特別会計補正予算（第１号）であります。 

  歳入歳出予算の総額は変わらず、債務負担行為

を補正するものであります。よろしくお願いしま

す。 

○伊藤のぶゆき議長 本案について発言の通告があ

りませんので、所管の総務委員会に付託いたしま

す。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第１０から第２０

までを一括議題といたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第 ８６ 号議案 加平小学校人工芝改修工事請負

契約 

 第 ８７ 号議案 青井住区センター大規模改修工

事請負契約 

 第 ８８ 号議案 （仮称）舎人三丁目第二公園整

備工事請負契約 

 第 ８９ 号議案 花畑地域学習センター大規模改

修その他工事請負契約 

 第 ９０ 号議案 花畑地域学習センター大規模改

修機械設備工事請負契約 

 第 ９１号 議案 東伊興住区センター分館大規模

改修工事請負契約 

 第 ９７ 号議案 足立区長等の給料の特例に関す

る条例 

 第 ９８ 号議案 梅島小学校外壁改修工事請負契

約 

 第 ９９ 号議案 千住大橋防災船着場整備工事請

負契約 

 第１００号議案 花畑地域学習センター大規模改

修電気設備工事請負契約 

 第１０１号議案 東渕江小学校改築工事請負契約

の変更について 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○勝田実副区長 ただいま議題となりました１１議

案につきまして一括して御説明を申し上げます。 

  第８６号から第９１号の６議案につきましては、

足立区以外の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、提

出いたしたものであります。 

  なお、本件は表記工事を行うものでありますが、

相当の経歴信用を有する者より選ぶ必要がありま

すので、条件付一般競争入札により落札者と契約

を締結をいたすものであります。 

  第９７号議案は、区長、副区長及び教育長の給

与月額を減額する必要がありますので提出いたし

たものであります。 

  第９８号から第１００号の３議案は、足立区議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定に基づき、提出いたし

たものであります。 

  なお、本件は表記工事を行うものでありますが、

相当の経歴信用を要する者より選ぶ必要がありま

すので、条件付一般競争入札により落札者と契約

を締結いたすものであります。 

  第１０１号議案は、足立区議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２

条の規定に基づき、提出いたしたものであります。 

  なお、本件は令和６年１２月９日に契約を締結

し、現在施工中のものであります。よろしくお願

いします。 

○伊藤のぶゆき議長 本案について発言の通告があ

りませんので、所管の総務委員会に付託いたしま

す。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２１を議題とい

たします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 
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 諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本件について区長の説明を求

めます。 

○近藤やよい区長 ただいま議題となりました人権

擁護委員候補者の推薦につきまして御説明を申し

上げます。 

  今回推薦申し上げました小出康夫さん、宗像文

子さんは、令和８年１２月３１日をもちまして任

期が満了となります。つきましては、このお２人

については、引き続きお願い申し上げたく、また、

長谷川澄雄さんには、人権擁護委員の欠員補助に

伴い、新たにお願い申し上げたく、人権擁護委員

法第６条第３項の規定に基づきまして、区議会の

御意見を賜りますよう、御提出申し上げました。

略歴につきましては、既に配付のとおりでござい

ます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○伊藤のぶゆき議長 質疑の通告がありませんので、

お諮りいたします。 

  本件につきましては、会議規則第３７条第３項

の規定により委員会の付託を省略いたしたいと思

います。御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、委員会の

付託を省略することに決定いたしました。 

  討論の通告がありませんので、これより本件に

ついて採決いたします。 

  本件は異議ないとの答申をすることに御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、さよう答

申することに決定いたしました。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２２から第２４

までを一括議題といたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第 ９２ 号議案 足立区印鑑条例の一部を改正す

る条例 

 第 ９３ 号議案 債権の放棄について 

 第１０２号議案 足立区多文化共生推進計画審議

会条例 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○勝田実副区長 ただいま議題となりました３件に

つきまして一括して御説明申し上げます。 

  第９２号議案は、出入国管理及び難民認定法等

の一部改正に伴うもののほか、規定を整備する必

要がありますので、提出いたしたものであります。 

  第９３号議案は、債権の放棄について、地方自

治法第９６条第１項第１０号の規定に基づき、区

議会の議決を得る必要がありますので、提出いた

したものであります。 

  第１０２号議案は、足立区多文化共生推進計画

審議会を設置する必要がありますので、提出いた

したものであります。よろしくお願いいたします。 

○伊藤のぶゆき議長 本案について発言の通告があ

りませんので、所管の区民委員会に付託いたしま

す。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２５を議題とい

たします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第９４号議案 債権の放棄について 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○勝田実副区長 ただいま議題となりました議案に

つきまして御説明を申し上げます。 

  第９４号議案は、債権の放棄について、地方自
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治法第９６条第１項第１０号の規定に基づき、区

議会の議決を得る必要がありますので、提出いた

したものであります。よろしくお願いいたします。 

○伊藤のぶゆき議長 本案について発言の通告があ

りませんので、所管の厚生委員会に付託いたしま

す。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２６から第２８

までを一括議題といたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 第 ９５ 号議案 足立区千住旭町地区地区計画の

区域内における建築物の制限に

関する条例の一部を改正する条

例 

 第 ９６ 号議案 特別区道路線の認定について 

 第１０３号議案 足立区景観条例の一部を改正す

る条例 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本案について執行機関の説明

を求めます。 

○工藤信副区長 ただいま議題となりました３議案

につきまして一括して御説明申し上げます。 

  第９５号議案は、地区計画の変更に伴う条例の

規定を整備する必要がありますので、提出いたし

たものであります。 

  第９６号議案は、付近交通の実情から見て当該

路線の必要を認めますので、提出いたしたもので

あります。 

  第１０３号議案は、景観法の一部改正に伴い規

定を整備する必要がありますので、提出いたした

ものであります。よろしくお願いいたします。 

○伊藤のぶゆき議長 本案について発言の通告があ

りませんので、所管の建設委員会に付託いたしま

す。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第２９を議題とい

たします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 受理番号２７ タクシー・バス等を活用した災害

時地域支援体制の構築及び緊急脱

出用具の普及を求める陳情 

                         

○伊藤のぶゆき議長 今回受理いたしました請願・

陳情のうち、受理番号２７につきましては、災害・

オウム対策調査特別委員会に会議規則第９０条第

２項の規定に基づき付託したいと思います。御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、さよう決

しました。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、今回受理いたしました

請願・陳情のうち、ただいま特別委員会に付託い

たしました陳情を除く９件につきましては、既に

配付いたしました請願文書表のとおりそれぞれ所

管の常任委員会に付託いたしましたので、御了承

願います。 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 次に、日程第３０を議題とい

たします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

 議会基本条例制定特別委員会委員の選任について 

                         

○伊藤のぶゆき議長 本件につきましては、７月３

１日付をもって川村みこと議員より議会基本条例

制定特別委員会委員の辞任願が提出されましたの
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で、事務局長より朗読いたします。 

［大谷博信事務局長朗読］ 

★★ 

○伊藤のぶゆき議長 議会基本条例制定特別委員会

委員の辞任につきましては、委員会条例第１２条

の規定により、同日付をもってこれを許可いたし

ました。 

  ただいま欠員となっております議会基本条例制

定特別委員会委員の選任につきましては、委員会

条例第６条第１項の規定により、議長より御指名

申し上げます。 

  お諮りいたします。 

  佐藤あい議員を議会基本条例制定特別委員会委

員に選任することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○伊藤のぶゆき議長 御異議ないと認め、さよう決

しました 

 

           ◇            

 

○伊藤のぶゆき議長 以上で、本日の日程は全て終

了いたしました。 

  委員会審査のため、会議は明日から休会いたし

ます。 

  次回の会議は２５日に開きます。 

  本日は、これにて散会いたします。 

午後５時４４分閉会 

 

 


